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第1章 はじめに

1.1 本論文の構成

第1章では、本論文の構成の他、研究の背景及び研究の目的について述べる。続く第

2章では日米の大学間で1992年度から2001年度までのインターネットを利用した国際

共同カリキュラムの実践について報告するとともに、英語語学力を指標として評価を

行ったほか、高等教育にインターネットが何をもたらしたかについて考察した。第3章

ではブロードバンドでのインターネットへの常時接続が一般的になってきた2003年春

に第2章で述べた実践を基礎として開設された早稲田大学人間科学部通信教育課程を例

にとり、インターネットが提供する学習・教育環境が教育課程として成立し得たかどう

かについて論ずる。そして、第4章では本論文の総括を行う。
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1.2 本論文の概要

インターネットの歴史は1969年のARPANETに始まるとされるが、一般への普及は

1989年にWorld Wide Web（WWW）がTim Berners-Leeによって提案されたことに

よって始まったと言える。本研究の目的は、インターネットが高等教育の場として成り

立ち得るかを実践・実証することである。それは、生まれて間もないインターネットを

とにもかくにも、教育実践の場に持込み、そこで得られた知見を分析することから始

めなければならなかった。また、実践を積み上げる中でもインターネットの成長・発達

はとどまることを知らず、世紀を境にしてダイアルアップ接続を中心としたナローバン

ドインターネットの時代から常時接続によるブロードバンドインターネットの時代に突

入した。ナローバンドの時代では、数キロ～数十キロbpsの帯域しか確保できず、一般

的なユーザが主として利用するWWWに限っていえば通信できるデータは文字が主体で

一部静止画像をやり取りするのが主流であった。一方ブロードバンドの時代になってか

らは帯域も数メガ～数十メガbpsとおよそ千倍にも増え、文字や静止画像ばかりでな

く、高画質の動画像を送受信することも一般的になって来た。

筆者は1990年代より一貫してインターネットを活用した遠隔教育に関する実践的な

研究を継続し実施してきた。本論文ではeラーニングを取り巻く課題の克服を目的と

し、我が国初のインターネットを活用した遠隔授業による学修のみで学士学位取得が可

能な大学通信教育課程である早稲田大学人間科学部通信教育課程の実践を例に取り、

開設から完成年度までの経過を報告し、いかにしてその課題を克服してきたかを論じ
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た。そもそも、専らインターネット経由の学修のみで学士学位取得を可能とする高等教

育課程は早稲田大学人間科学部通信教育課程開設までは日本には存在しておらず、その

ような教育課程の設計・運営の詳細を報告・分析しているものは未だ存在しない。

第1章では、本論文の構成、研究の背景、研究の目的について述べた。特に2001年3

月の大学設置基準の一部改正に伴い可能となった、インターネットを利用しての遠隔授

業のみで学士学位取得可能な通信教育課程の開設に至る背景と現状について、研究の背

景で述べた。

第2章では、日米の大学間で1992年度から2001年度までのインターネットを利用し

た国際共同カリキュラムの実践について概観すると共に、主に英語学力の変化について

分析し考察した。この10年間に及ぶ実践によって以下の具体的な知見を得ることがで

きた。

（1）国際共同カリキュラムにおいて、受講者の対人認知と英語学力の増進の間には

有意な相関（r=0.729, p=0.0168）を見いだすことができ、アメリカ人の通信相手をよ

り活動的に見る日本人学生は、より英語学力が増進することが明らかになった。

（2） 国際共同カリキュラムにおいて、日本人の学生が、TOEFLの得点が有意に約

20点上昇したケースは1人当たりのメッセージ受信数がおよそ300通を超えたNews

システムを活用したケースであり1人当たりのメッセージ受信数が少ない電子メール

を活用したケースなどではTOEFLの得点上昇が観察されなかった。
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（3）国際共同カリキュラムの日本側の受講者は、2ヶ月間で英語を利用してのコ

ミュニケーション及びインターネットを利用したコミュニケーションに関して自信

をつけたことが明らかになった（Wilcoxonの符号順位検定: p<0.05）。

（4） 国際共同カリキュラムにおいて、メッセージに出現した語彙の頻度ベクトルを

もとにクラスタ分析を実施した。日米のコミュニケーションの初期・中期段階で

は、日本人学生はアメリカ人とは異なる語彙パターンを示していたのに対し、後期

になるとアメリカ人の初期の語彙パターンに近いパターンに変化してゆくが、高度

な議論におけるアメリカ人の語彙パターンにまでは、2ヶ月間では近づけなかったこ

とが明らかになった。

このように、第2章でインターネットは実験的なカリキュラムで量的なデータに基づ

く知見を報告するとともに、インターネットは、機能的学習空間の媒体となりうること

を論じた。そのインターネットがさらに発展し、法改正もあって可能となったインター

ネットのみでの学士号取得可能な大学通信教育課程に関し、続く第3章では、2003年4

月に設立した早稲田大学人間科学部通信課程を例に取り、その概要と報告し、高等教

育の質保証の観点から実践状況を整理するとともに、放送大学との比較を試みた。早

稲田大学人間科学部通信課程は毎週授業、1クラス30名という初等中等教育で慣れ親し

んだ授業スタイルに基づいた『キャンパス』モデルによるeラーニングを採用すると共
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に通学制とほぼ同じカリキュラムを実施し、授業コンテンツの多くは通学制の教室での

授業風景を撮影したものをもとに制作されている。総配当科目数は341科目で放送大学

の320科目とほぼ同規模である（放送大学 2004）。

学生を対象に2003年度に実施した初年度開講37科目に対する授業評価アンケート

（有効回答数1,230件）の結果は、質問項目「授業全体について：全体としてよく考え

られていたか」に対し「1: 強く否定」から「7: 強く肯定」の7段階の評定で平均5.7

（標準偏差1.1）であり、質問項目「全体の印象として：役に立ちそうか」に対し同じ

7段階の評定で5.7（標準偏差1.2）であった。また質問項目「全体の印象として：満足

したか」に対し同じ7段階の評定で5.1（標準偏差1.4）であった。そして、学期末の

2003年7月下旬（春学期）及び2004年1月下旬（秋学期）に実施した授業評価アンケー

ト（有効回答数それぞれ661件、569件）を集計した結果、「授業全体について：全体

としてよく考えられていたか」が春学期5.6、秋学期5.8、「全体の印象として：役に立

ちそうか」も春学期5.6、秋学期5.8といずれも7段階で良好な回答を得られた。

履修状況を見ると2003年度の登録単位数に対する取得単位数の割合は約81%であっ

た（2003年度総登録単位数5514単位）。そして、約55%に当たる82名が30単位以上の

単位数を1年間で取得していることが明らかになった。

2006年度に完成年度を迎え、総科目数341科目、在籍学生総数は567名となった早

稲田大学人間科学部通信課程は、2007年3月に初めて53名（入学者数比で約31%）の

卒業生を出し、そのうち20名が大学院（主として早稲田大学人間科学研究科）進学し

た。放送大学（2004）によれば、放送大学の現状の累積卒業率は 20％～30％で推移
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している。それに対して早稲田大学人間科学部通信課程では2010年3月の時点で、初年

度入学者169名のうちの累積卒業者数は96名（累積卒業率：56.8%）である。

また、学生の学習状況を見たとき、eスクールの学生1単位あたりの学修時間（講義

時間を含めた）が30時間と大学設置基準で求められている時間数には足りないもの

の、一般の大学生の1単位あたりの学修時間（講義時間を含めた）が約13時間であるこ

とを考えれば、より単位制度の実質化が図られていることがわかった。

eラーニングを取り巻く課題に関し、OECD教育研究革新センター（2006）、 田

口・吉田（2005）を基に具体的に整理した。そして、早稲田大学人間科学部通信教育

課程がそれらの課題をどのように克服したかについて論じた。また、早稲田大学として

受けた2006年の財団法人大学基準協会による相互評価ならびに認証評価の報告書にお

いては、早稲田大学人間科学部通信教育課程について「社会人を対象とした生涯学習を

指向し、学際的視点からの人間理解と“well being”を実践する能力の育成に主眼が置か

れている。

約340科目の配当は十分に評価に値する。また、ブロードバンドインターネットを利

用した動画による授業が行われている。これは時間的制約を最小化でき、社会人の多様

なライフスタイルに対応しうる学習を可能にするものである。

また、専用スタジオも設けられ、通信教育用のコンテンツが集積されている。今後

も光ファイバー通信の整備等によってさらに充実した教育の提供が可能になることが期

待される。」と評価され大学基準に適合していると認定されている。

第4章では、本論文の総括を行った。
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1.3 研究の背景

胡（2007）によれば、アメリカでは1996年にインターネットを中心にする現代遠隔

教育が始まったとされる。カリフォルニア、テキサスなど11の州が共同にバーチャル大

学を創立したことでインターネットを中心とする遠隔教育の幕が開けられた。このバー

チャル大学では学習者がネットにより学習し、試験に合格すれば80の大学から学位が

授与される。専攻は、各大学の主な学科のものが含まれている。例えば、全米工科大学

が化学、橋梁、経営などの16コースを開設し、ウィスコンシン大学も経営、文学、教

育学、図書館学と社会学の5専攻・17コースを開設した。このように、アメリカの遠隔

教育は、現代通信技術により、コース提供を中心とする教育から始まったと言える。そ

れに従って、アメリカではネット学院、ネット教育、ネット教室等の名称が現れ、広

がっている。 吉田（2002）もアメリカでは1990年代半ばより高等教育機関でインター

ネットを利用したeラーニングが活発に活用され始め、特に遠隔教育においてはフェ

ニックス大学が積極的にeラーニングを活用し成功していると報告している。

また、金（2004）によれば、インターネットを用いたサイバー空間での受講のみで

単位が所得でき、学士学位が認められるサイバー大学が2001年、韓国でスタートし

た。韓国におけるサイバー大学は、

（1）インフラの整備と生涯教育法の制定といった推進力

（2）高学歴主義的な側面が強く教育熱心な社会的ムード
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（3）時空間の制約を受けない

（4）経済的負担も少ない

といった政治・経済・社会・文化的な要素が生み出した新しいパラダイムとして、多

くの人々に高等教育の機会を提供している。

翻って、我が国におけるインターネットを活用した高等教育における遠隔教育の動

向はどうであったろうか、制度上の大きな変革は2001年3月の法改正に端を発する。

清水（2002）は以下のように大学設置基準での遠隔授業の位置づけの変遷をまとめ

ている。
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ここで言う遠隔授業は具体的には大学設置基準の一部を改正する省令の施行等につ

いて(通知)(平成13年3月30日・12文科高第346号)で以下のように説明されている。
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つまり2001年4月より大学通学制では、124単位中60単位まではインターネットに

よるeラーニングによって履修可能になったということである。また、大学通信教育に

おいてはそれまで必修だった対面でのスクーリング30単位が遠隔授業で履修すること

が可能になり、また、従来の印刷媒体による教育も遠隔授業で代替可能であったた

め、卒業まで必要な124単位を全てインターネットによるeラーニングでまかなうこと

が可能となった。

一方で技術的な背景を見ると、2001年のYahoo！BBの低価格のADSLサービスの開

始により我が国のインターネット接続環境は劇的な変化を遂げた。これに伴いブロード

バンドインターネットインフラの整備も急ピッチで進んだ。総務省によれば、我が国の

ブロードバンドインターネットの累積加入者数は2003年3月末時点でおよそ690万人

（DSL：6,589,867人、FTTH：305,387人）となっていた。このブロードバンドイン
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ターネットの普及により一般家庭に対し従来地上波や衛星を利用したければ送信でき

なかった高品位な動画像の配信が容易になり、従来とは比較にならない低コストで大学

設置基準第25条の言うところの放送授業に準じた授業が行えるようになったのみなら

ず、その双方向性を生かした遠隔授業が実施できるようになったのである。

上述した法改正とブロードバンドインターネットの普及を受けて、早稲田大学人間科

学部は2003年4月に我が国で初めて卒業まで必要な124単位を全てインターネットによ

るeラーニングでまかなうことが可能な通信教育課程（通称eスクール）を開設した。

本実践に先立つ事例としては、信州大学大学院工学系研究科情報工学専攻が、2002

年4月より、e-Learningによる学習で単位を認定し、入学試験と学位論文の公聴会以外

には原則として通学する必要がない、社会人を対象としたインターネット大学院コース

の開講が挙げられる（師玉、中村 2004、新村ほか 2003）。学部の場合は卒業要件の

124単位のうち、60単位までの上限を定めているが、大学院の場合は上限はない（清

水、2002）ことから可能であった。その後、信州大学のインターネット大学院は3年間

で269名の学生が在学し40名を超える学生が終了している。また、3年次編入者を対象

としたインターネット大学も開講し2年間で28名の学生が入学している。

早稲田大学人間科学部eスクール（以下eスクール）開設後は、2004年4月に八洲学

園が郵送やインターネットによる教材による学習と遠隔授業によるスクーリングを併用

し、全く通学しなくとも卒業ができる通信制大学を立ち上げた（浅井 2005）。また、

2007年4月eスクールとほぼ同じ仕組で教育を実施する株式会社立大学であるサイバー

大学が設立された。
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もちろん、法改正があったからといってすぐに新しい高等教育の形が実現可能であ

るはずはない、それ以前には、礎となったICTを利用した教育に関する多くの研究があ

る。筆者が遠隔教育研究に着手し始めた1980年代までさかのぼって先行研究を俯瞰す

ると、コンピュータ通信の数育利用は、ニュージャージー工科大学のEIES（Electronic 

Information Exchange System）に始まるといわれている（HILTZ and TUROFF 

1993）。また、ニューヨーク工科大学の経営になるAOU（American Open 

University）は、早くも1984年、パソコン通信による学習を正課に取り入れていた。

その後、サンフランシスコに本拠をおくEUN（Electronic University Network）が設

立され、約200校の大学が加盟して、数多くのコースをネットワークを介して提供する

に至った。イギリスのオープンユニバーシティやカナダのオンタリオ教育大学でも、

ニューヨーク工科大学と同様のシステムの実験が行われ、その実用の可能性に多くの期

待が寄せられていた。1990年までにはコンピュータ通信を利用した遠隔教育は最も先

駆的なアメリカを例外としても世界的に見て試験的な段階から実用の段階にさしかかっ

ていたといえる（WALTON 1990）。

日本においては放送大学の遠隔教育を支援するためのコンピュータ通信の利用につ

いて放送教育開発センターが一連の実験を行っていた。1986年から1987年にかけては

長野県諏訪地区の成人を対象としてパソコン通信による英語の通信指導（中西 1986）

が、また1987年から1988年にかけては関東地区の放送大学の学生を対象に電子会議の

システムを用いて自由討論と英語の補習的な学習を行っている（佐賀 1990）。また

COHEN and MIYAKE（1986）はメキシコ、アメリカ、イスラエル、日本、スペイン
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の学校を、アメリカのネットワーク（Intercultural Learning Network, ILN）で結

び、学生間で取り交わされた自由研究のプロセスを教育実践記録として論評している。

我が国における最も代表的な国際コンピュータ通信の教育利用の例としては、三宅

（1985）、COHEN and MIYAKE（1986）、三宅・杉本（1990）で報告されている

青山学院女子短大とアメリカを中心した、いくつかの国々をコンピュータネットワーク

で結んだ教育実践があげられる。そこでは、大学生を対象にILNを経由したアメリカの

学生とのメッセージ交換の様子が報告されている。期間は約1年半に及び、英語での自

己紹介に始まり、簡単な質問紙調査の時期をへて、日米の教育制度比較、メディア比

較、女性の職業意識などのテーマ別に分かれてプロジェクトチームが構成され、頻繁な

情報交換が展開された。

成瀬（1991）は、高校生レベルでのいくつかの国際コンピュータ通信の試行結果を

報告している。その中で、オーストラリアとの取り組みにおいては、時差がないことか

ら、対話形式による小集団コミュニケーションが実践可能であったと報告している。そ

してゲーム的要素を取り入れた2か国対抗数学クイズの実践は2か国の学校の生徒が、

同時に同一の問題に取り組み、その結果を電子メールで報告しながら競い合うという

一種のレクリエーションであるが、1ラウンド10分という短時間に解答をしなければな

らないため、グループ内に作業を効率的に進めるための分業体制ができあがると報告し

ている。

また、戸塚（1989）は、日本の小学生と外国の小学生が、国際コンピュータ通信を

利用して共同で社会科の学習を進めた実践を報告している。この実践では、世界のスー

13



パーマーケットの食品の値段を、コンピュータネットワークに送り込み、個々の教室で

そのデータを比較した。そして、村瀬（1989）は、小学校理科の授業に、太陽の南中

時刻を、北海道から沖縄まで次々に各学校から報告を求めた。「次々と南中した時刻

の報告を受け取るとき、それを待つ時聞が地球の動きだと実感して受けとめられる」と

の参加者の声を報告してしいる。

筆者はこれら1990年代までに行われた研究を元にインターネットを用いた国際交流

カリキュラムの実践研究を行ってきた。そこで得られた知見を第2章にまとめる。

その後1990年代後半より、より大規模で組織的な遠隔教育の試みが通信衛星やイン

ターネットを利用して主として高等教育機関で実践されてきた。通信衛星を用いた大規

模な教育実践としては1995年度の文部省（当時）第二次補正予算により構築を開始し

た大学間衛星ネットワーク（スペース・コラボレーション・システム：SCS）の活用に

よるものが挙げられる（清水 1996、 近藤 1996、 浅井ほか 1997、田中・近藤 

1999）。このSCSを利用した実践の中で具体的な高等教育における遠隔教育のイメー

ジが確立されてきた。その後時代はブロードバンドインターネットの時代になり、通信

衛星に代わりインターネットが授業配信の安価な手段として活用されることになる。

インターネットを主体とした高等教育の代表的な実践の報告としては、大川ほか

（1999）が挙げられる。 その概要を以下にまとめる。

既存の大学の教育環境を可能な限り利用する手法を用いてインターネット上での教

育システム（SOI, School of Internet）を設計し構築した。システムは、講義そのもの

を取り扱う講義システム、課題の提出とコメントの関係を実現する課題提出システム、
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授業全体の評価を開放的に調査する授業調査システムの3つの要素に抽象化を行うこと

により構築した。これらの機能を、学生、教員、管理・事務という実際の大学の3つの

主体と関連付けることにより設計と実装を行った。それぞれのシステムは、映像と音声

の情報とテキスト情報として授業情報を取扱い、主体間のコミュニケーション全体をこ

れらを取り扱うデジタル情報処理として実現した。また、実験全体は「インターネット

学科」という架空の学科を、実存する大学の講義、チュートリアルなどを利用しで構築

するという概念でとりまとめた。実際の大学教育を直接抽象化した本システムの構築手

法により、システムごとの独立した開発と改善が可能となり、電子化以前の授業に対す

る課題を直接的に解決することができ、かつ、実際の大学の授業に本システムを取り入

れることで継続的に大規模な実証実験が可能となった。1年間で11授業、44特別講義、

300時間、約2000人の登録受講者という実験結果は、従来の遠隔教育システムに比べ

て、特殊な設備を前提とせず、かつ、現状の大学教育の電子化への段階的な移行に対し

て有用性が証明された。本システムは、インターネット上のインターネット教育を授業

内容とし、1997年10月から1年間行われた実証実験に基づいて評価を行った（大川ほ

か 1999）。

この大川ほかによる研究は、インターネットを活用した教育実践の雛形とも言える

完成度を見せており、本研究でも大いに参考にした。

本研究は1990年代の初頭から2006年に至る十数年にわたるインターネットを活用し

た高等教育における教育実践研究に基盤を置く。その十数年間はインターネットの急速
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な発達の過程とその急速に発達しつつあるインターネットを道具あるいは教育の場とし

て活用するための様々な試みが活発に行われた時代であったと言えよう。

eラーニングを取り巻く課題に関しては、OECD教育研究革新センター（2006）が取

りまとめたeラーニング発展の障害や、田口・吉田（2005）の調査が国際および国内の

状況を精緻な調査によってまとめている。本研究ではOECD教育研究革新センター

（2006）、 田口・吉田（2005）が想定するeラーニングを取り巻く課題をどのように

克服してきたかに関し、早稲田大学人間科学部通信課程の実践を例に取り考察を行っ

た。
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1.4 研究の目的

インターネットの歴史は1969年のARPANETに始まるとされるが、一般への普及は

1989年にWorld Wide Web（WWW）がTim Berners-Leeによって提案されたことに

よって始まったと言える。 本研究の目的は、インターネットが高等教育の場として成

り立ち得るかを検証することにある。それは、生まれて間もないインターネットをとに

もかくにも、教育実践の場に持込み、そこで得られた知見を分析することから始めな

ければならなかった。また、実践を積み上げる中でもインターネットの成長・発達はと

どまることを知らず、世紀を境にしてダイアルアップ接続を中心としたナローバンドイ

ンターネットの時代から常時接続によるブロードバンドインターネットの時代に突入し

た。ナローバンドの時代では、数キロ～数十キロbpsの帯域しか確保できず、一般的な

ユーザが主として利用するWWWに限っていえば通信できるデータは文字が主体で一部

静止画像をやり取りするのが主流であった。一方ブロードバンドの時代になってからは

帯域も数メガ～数十メガbpsとおよそ千倍にも増え、文字や静止画像ばかりでなく、高

画質の動画像を送受信することも一般的になって来た。

第2章ではナローバンドインターネット時代においてインターネットが高等教育の場

として成り立ちうるかを10年間にわたる国際共同カリキュラムの実践を通して検証す

る。また第3章では、第2章で述べた実践を基に設計された、インターネットによる学

修だけで卒業可能な早稲田大学人間科学部通信教育課程を例にとりブロードバンドイン

ターネット時代における全く新しい高等教育課程の設立と完成年度を迎えての状況につ
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いて論じる。その中で、eラーニングを取り巻く課題を整理し、どの様にその課題を克

服したかについて明らかにすることを研究の目的とするものである。

18



第2章 インターネットを用いた国際共同カリキュラムの開発と実践

2.1 はじめに

1992年度から2001年度までの10年間にわたり早稲田大学とアメリカ合衆国オハイ

オ州クリーブランドにあるCase Western Reserve University（CWRU）の間でイン

ターネットを用いた国際共同カリキュラムは継続的に行われて来た。本章では10年間

の実践を概観するとともにそこから得られた知見を報告し考察する。

早稲田大学におけるインターネットの利用は1984年に開始されたJUNETへの早期の

参加、あるいは1987年より本格的なTCP/IPによるコンピュータネットワーク実験プロ

ジェクトであるWIDEプロジェクトに参加しており、理工学部、人間科学部、情報科学

研究教育センター（現メディアネットワークセンター）では、いわゆるインターネット

の基本サービス（電子メール、ネットニュース、ファイル転送、リモートログイン）を

10年来享受してきた。1992年の研究開始時点で、理工学部（大久保キャンパス）に数

百台、本部（早稲田キャンパス）数百台のパーソナルコンピュータやワークステーショ

ンがFDDIをバックボーンとする学内LAN（キャンパスネット）に接続されており、

キャンパスネットは約1.8Mbpsの回線容量でインターネットに接続されていた。人間科

学部（所沢キャンパス）には端末室100台の他、研究室等におよそ200台のパーソナル

コンピューター（主としてMacintosh）がLAN（Humanet）に接続されており、

Humanetは専用線（256kbps）で本部のキャンパスネットに接続されていた。また、
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電話回線（16回線）を通じでキャンパス外からのHumanetへアクセスも可能であっ

た。

一方、Case Western Reserve Universityは、1967年にCase Institute of 

Technology（1880年創立）と隣接するWestern Reserve University（1826年創立）

が合併し文科系、理科系を含んだ総合大学となった。学生数約1万人であり、そのうち

5千人以上が大学院生であるという典型的な研究大学である。また、Times Higher 

Education World University Rankings 2010-2011では世界第65位に位置し、大変評

価の高い大学である。

CWRUはCWRUnet（図1）と呼ばれる当時最新の光ファイバーによるネットワーク

を有し、1990年代アメリカ国内でも最もネットワーク化が進んだ大学の一つであっ

た。このCWRUnetは1996年時点でインターネットに4.5Mbpsの速度で接続されてい

た。学生寮も含むキャンパス内に約1万台のコンピュータがこのCWRUnetに接続さ

れ、そのうちおよそ2000台がATMにより高速のアクセス（155Mbps）が可能であり、

1998年までには全ての端末がATM化された（後にATMはGigabit Ethernetに置き換え

られた）。また、学生はコンピュータの購入が義務づけられており、大学が貸与する接

続用ボードによって寮から、あるいは電話回線を介して自宅からアクセスが可能であっ

た。また、ソフトウエアライブラリも充実し、学生は自分のPCから大学が契約してい

るソフトを自由に使うことができた。
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図1. CWRUnet構成概要図
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日本側の作業環境であるHumanetに関して、より詳しく述べると、1989年4月に開

設2年目の早稲田大学所沢キャンパスにサン・マイクロシステムズ社製のUnixワークス

テーション（Sun3/260：1台、Sun3/150：3台、Sun3/50：9台）とアップル社製の

パーソナルコンピューターMacintosh II 3台を10base5のケーブルで接続したLAN

（Humanet）が誕生する。当初よりUUCPを用いて本部キャンパスのUnix系のネット

ワークと接続しJUNETの一員として電子メール、電子ニュースのやり取りが可能で

あった。

1991年4月にMacintosh 17台（SE/30：15台、IIci：2台）構成の端末室がオープン

になり、LocalTalk（PhoneNET）で接続された各MacintoshはLocalTalk/Ethernet

ゲートウェイを介してHumanetに接続された。

1992年7月本部キャンパスとTCP/IPによってHumanetは接続され、本部キャンパス

のUnix系ネットーワークに接続されたマシン群とリアルタイムで通信することが可能

になった。同年11月、DNS(Domain Name Server)を立ち上げ、Humanetは 

human.waseda.ac.jpドメインを名乗ることになる。

1993年1月Unixワークステーションをサン・マイクロシステムズ社製のSun4-2 5台

に置き換え、サーバー群として再構成し、Netwareサーバーを新規導入した、これで

HumanetはTCP/IP、AppleTalk、IPX/SPXの流れるマルチプロトコルネットワークと

なる。同年9月情報コンセントが所沢キャンパス内の研究室や実験室に設置され、今ま

で十数箇所にしかHumanetへの接続口がなかったのが所沢キャンパス内の各研究室／

実験室のコンピューターからHumanetに直接アクセスすることが可能となった。
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1995年4月主として情報処理授業用に使われていた2つの端末室のIBM社製パーソナ

ル・コンピュータP S 5 5 1 2 0台がA p p l e社製パーソナル・コンピュータ 

PowerMacintosh6100/60AVに置き換わると同時に新端末はHumanetに接続された。

同年から、学生が授業で用いる電子メールはBITNETから、インターネットでの電子

メールに切り替わった。

1997年4月にHumanetのバックボーンの容量を400Mbps（従来は10Mbps）とし、

基幹サーバー群とは100Mbps、各情報コンセントとは10Mbpsでこのバックボーンと

接続した。また、基幹サーバー群がサン・マイクロシステムズ社製のUNIXサーバー11

台（Ultra Enterprise2：2台、Ultra Enterprise1：9台）に置き換わった。同時にOSは

SunOS 4.1.3から Solaris 2.5.1に変更となった。サーバーに接続されNFS（Network 

File System）によって有機的に配置されたハードディスクの総容量は約130GBとなっ

た。全てのユーザー（含学生）は32MBのネットワーク上からアクセス可能なデータ保

存領域が与えられた。また、MacPartnerというUNIXサーバー上のボリュームを

AppleTalkで利用可能にするソフトウェア製品によって、Macintoshで作成したさまざ

まなデータを特にUNIXを意識することなしに各自の領域に保存、再利用することが可

能であった（後にMacPartnerはオープンソースのNetaTalkに置き換わった）。

1998年4月にはHumanetには約700台のコンピューターが接続されており、その内

約500台がMacintoshであった。そして11台のHumanetの基幹となるUNIXサーバー群

の各々のマシンは数GBから十数GBのハードディスクが接続されていた。それぞれの基

幹サーバーはDNS、NIS、Mail、News、WWW、MacPartner/Netatalk、SAS(統計
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ッケージ)等を分担して処理をしていた。これらサーバー群のマシンに直結されている

ハードディスク群がHumanetのNFSによって有機的に結合されて総容量約130GBの仮

想ハードディスクを構成していた。またNIS（Network Information System）によって

ユーザーアカウントは一元管理されており、この基幹サーバー群はユーザーにして見れ

ばあたかも1台の巨大コンピューターの様に見せることに成功していた。

各ユーザーは、電子メールやWWW（World Wide Web）ブラウザー等の個人設定

ファイルを各自のサーバ上のMacPartner/Netatalkを介してアクセス可能な個人領域に

保存しておくことによって、所沢キャンパスの端末室のみならず、各研究室/実験室の

Macintoshから常にユーザー個人の設定で電子メールやWWWブラウザー等を利用する

ことが可能であった。また、所沢キャンパス内ではフロッピーディスクを使用しないで

さまざまなデータファイルを簡単に受渡しできるばかりでなく、この個人領域はUNIX

のファイルシステム上に存在しているので、一般的なFTP等の手段でHumanetの外から

でもインターネット経由で自分のファイルにアクセスすることが可能であった。また、

MS-DOSやWindowsユーザーのためにNetwareサーバーも用意されており、ファイル

の共有やソフトウエアライブラリーの利用が可能であった。そして、Humanetシステ

ムには、WWWサーバー（www.human.waseda.ac.jp）が含まれ、ユーザーは自分自

身で個人のウェブページをこのサーバーを利用して公開することが可能であった。この

WWWサーバーはNFS上の個人領域(ホームディレクトリー)に public_htmlと言う名前

のディレクトリーを見つけるとその下に置かれたドキュメントを公開するように設定さ

れていた。したがって、一般的な方法として、UNIXのシェル等を用いて公開ファイル
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を作成しpublic_htmlの下に保存するほか、他のコンピューターで作成した公開ファイ

ルをFTPによって自分のホームディレクトリーのpublic_htmlの下に転送することに

よって、ユーザーのホームページを公開することが可能であった。さらに、Humanet

システムでは、前述した一般的な方法のみならず、MacPartner/Netatalkを介して

Macintoshからアクセス可能な領域にpublic_htmlという名前のMacintosh用のフォル

ダーを作成しそれのシンボリックリンクを自分のホームディレクトリーの直下に張るこ

とによって、ユーザーは、Mac in to shで作成した公開ファイルをただ単に、

public_htmlフォルダーに入れるだけでホームページの公開が可能であった。

そして、Humanet上には2台のNetwareサーバーが置かれ、その中にライセンスコン

トロールされたアプリケーションソフトウエア(DTP、作図ソフト等)がインストールさ

れ、ユーザーはAplleTalkまたはIPX/SPXプロトコルを用いMacintoshやMS-DOS/

Windowsマシンからアクセスしこれらのアプリケーションを利用することができた。

したがって、所沢キャンパス内では、Humanetにアクセス可能であれば、個人でソフ

トを購入しなくともさまざまなアプリケーションソフトを利用することが可能であっ

た。

授業、ゼミあるいはオープン利用で利用される端末室には合計120台のMacintosh 

6100/60AVが置かれ、クラリスワークス等の基本的なアプリケーションソフトウエア

は各端末の内蔵ハードディスクにインストールされキーサーバーによってライセンスコ

ントロールが行われていた。また、その他のアプリケーションソフトウエアは上述した

ソフトウエアライブラリーのものを利用することになっていた。また、MacPerfectと
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いう端末管理ソフトが端末室のMacintosh全台にインストールされており、以下のよう

に設定されていた。

・デスクトップ以外のディレクトリーに対して書き込み禁止

・デスクトップにおかれたファイルは日に一回自動消去

・内蔵HD以外のボリュームからのブート禁止、

・内蔵HD以外のボリューム上のアプリケーションの起動不可

・その他、各種設定の変更不可

この設定により、大勢のユーザーが使う端末室の端末でも常に同じ環境をユーザー

に提供しているともに不正な利用ができないようになっていた。その一方で、各ユー

ザーは各自の各種個人設定を含む個人領域をMacPartner/Netatalkを介して端末室の

Macintoshにマウントすることが可能なので、Macintoshの基本的なGUIの操作でファ

イルの保存等の操作をすることが可能であった。

このようなコンピュータネットワーク環境の下で、国際共同カリキュラムの開発と

実践が行われた。
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2.2 カリキュラム概要

1992年度

1992年10月半ばより12月初めまで、早稲田大学人間科学部生12名とCWRU日本語

中上級クラス12名との間で1対1のパートナーを設定した。電子メールやFTP（ファイ

ル転送）を利用して早稲田側がコンピュータ上で作成した絵入りの俳句（図2a-d）を

CWRUに送り、CWRU側はその俳句の英語訳を作成した。
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図2a. 学生が作成した絵入り俳句
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図2b. 学生が作成した絵入り俳句
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図2c. 学生が作成した絵入り俳句
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図2d. 学生が作成した絵入り俳句
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1993年度

実験カリキュラムに参加した学生は、早稲田大学人間科学部人間健康科学科の3年生

10名とCWRU側では日本語中級クラス13名、日本語上級クラス9名、宗教学14名であ

る。まず、日米それぞれのグループで、HyperCardのスタックとして作成したメンバー

のプロフィール（図3）を交換した。1992年度の試みを振り返って、日米双方のメン

バーがより「顔が見える」状態が好ましいと判断し、このスタックには日米双方の参加

者の顔写真と肉声を収録した。

CWRU側では日本語クラスは週5日、宗教学は週3日それぞれ1時間の授業のうち課

題として週に1～2回の英語で電子ニュースの読み書きを行わせ、早稲田側では基本的に

は毎週金曜日に学生を集め2時間ほど自分の属するグループに対して電子ニュースの読

み書きを行わせた。

CWRU側は日本語上級は2グループ、日本語中級は3グループ、宗教学は2グループに

分けた。早稲田側は同一の10名を日本語上級に対しては2グループ、日本語中級に対し

ては3グループ、宗教学に対しては2グループになるよう分けた。即ち早稲田側の学生は

同一の人間が日本語上級・中級及び宗教学の3つのグループに所属するようにした。

各々のクラスのスケジュールは以下のとおりである。
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図3. 学生プロフィールHyperCardスタック
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日本語中上級クラス

9/20～10/17

互いが属する社会、文化的背景を紹介するとともに、自分自身を紹介し合う。こ

の中で通信システムの利用法に習熟する。

グループの海外の学生に対して、日常生活、家族などについて質問し、自分との

共通点、相違点について意見交換する。

俳句鑑賞、作成について基本事項を学習する。

10/25～11/7

俳句作成、自分だけの力で同じ内容についての俳句を日本語、英語で作成する。

またその俳句の現す情景を示す、絵、写真等の準備をする。

11/8～11/21

パートナーを決定する。この期間は基本的には1対1の間で通信を行うが、何らか

の事情でパートナーと連絡が取れない場合は前段階で決めたグループの中から新

しいパートナーを決める。

パートナーと互いに作成した俳句及び絵を交換し、推敲し合って作品を完成させ

る。
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宗教学クラス

9/20～11/21

日米の価値観の違いについてのアンケート調査（表1）を行い、その結果を交換し

合い、その結果を比較し意見交換する。
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表1. 価値観に関するアンケート

 (1) Questions on 1-7 Scale (intermediate: 4)
1. How much has your childhood influenced your religious views? (not at all: 1, very much: 7)
2. How often do you pay respects to deceased relatives? (never: 1, very often: 7)
3. How similar is your Religion to the Religion of your parents? (not at all: 1, very similar: 7)
4. How important is Religion to your society? (not at all: 1, very important: 7)
5. How often do you struggle with moral issues? (never: 1, very often: 7)
6. To what extent do you consider yourself a spiritual person? (not at all: 1, very: 7)
7. How often do you participate in civil or religious rituals? (not at all: 1, very often: 7)
8. How certain are you about your religious beliefs? (uncertain: 1, very certain: 7)
9. How much do you know about Religions other than your own? (none: 1, very much: 7)
10. How much religious significance do national holidays have? (none: 1, very much: 7)
11. To what extent does spirituality influence your everyday life? (not at all: 1, very much: 7)
12. To what extent does Religion influence national affairs in your country? (not at all: 1, very much: 
7)
13. How much free time do you have? (none:1, very much: 7)
14. To what extent do you doubt your spiritual beliefs? (never:1, very often: 7)
15. How important do you think having money is to being happy? (not at all:1, essential: 7)
16. How important are sports to you? (not at all:1, very important: 7)
17. To what extent do you consider yourself to be religious? (not at all:1, very religious: 7)
18. How much personal significance do ceremonies and rituals have for you? (none:1, very much: 7)
19. How much do you respect your elders? (not at all:1, very much: 7)
20. To what extent do you view pre-marital sex as socially acceptable? (not at all:1, very acceptable: 
7)

(2) Short answer questions
1. Give your definition of the English word "Religion."
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1994年度

電子メールを使った実験カリキュラム及び電子ニュースシステムを用いた実験カリ

キュラムを1994年9月～12月（通信期間は10月始めから11月末まで）に実施した。

電子メールを使ったカリキュラムの参加学生は早稲田側は人間科学部3年生9名及び

全学部共通科目コンピュータGクラス12名であり、CWRU側は日本語中級及び上級ク

ラス20名であった。

このカリキュラムの内容は毎週課題に出された内容（双方国に滞在すると仮定した

宿の手配の依頼等）の手紙を早稲田側は英語で、CWRU側は日本語で決まったパート

ナーに送り、添削をすると共に、返事をそれぞれ受けとった手紙に使われていた言語で

出すと言うものであった。

一方電子ニュースシステムを用いたカリキュラムの参加学生は早稲田側はコンピュー

タGクラス約100名であり、CWRU側は日本語初級クラス約30名であった。

内容は自分の関心のある話題（スポーツ、音楽、恋愛等）について日米間で自由に

討論すると言うものであり、毎週最低1通以上の投稿を学生達に義務付けた。使用言語

は英語のみとした。メッセージの受信量は電子メールを使ったカリキュラムでは1人当

たり約7通であるのに対し、電子ニュースシステムを用いたカリキュラムでは全記事数

約300であった。

37



1995年度

早稲田大学及びCWRU両大学全学よりアクセス可能なフリーディスカッション用の

ニュースグループ"cwru.waseda.friends"を設定し150通の投稿を得た。実施期間は

1995年10月より同年12月までである。

1996年度

早稲田大学人間科学部3年生14名、及びCWRUで「日本の宗教」クラスを受講する

14名で、日米各2名ずつ計4名から成る7グループを作り、各グループは各々違ったテー

マ（"Religion and the Constitution", "Religion and Politics", "New Religious 

Movements", "Contemporary Ethical Issues", "Religion and Popular Culture", 

"Religious Pilgrimage", "Religion and Mass Media"）でGeorgia Institute of 

TechnologyのGUZDIAL教授のグループが開発したWWW用のグループウェアWeb 

CaMILE（Collaborative and Multimedia Interactive Learning Environment）を用

いて、討議を行い、グループごとに日米共同でHTMLによるレポートを作成しWWW

サーバーに載せた（図4a, b, c）。
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図4a. 1996年度学生によるレポート
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図4b. 1996年度学生によるレポート
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図4c. 1996年度学生によるレポート
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Web CaMILEはPerl（UNIX用インタープリタープログラム言語）によるCGI

（Common Gateway Interface：パラメータの受渡し／呼出テクニックで、WWWク

ライアントからの入力をWWWサーバーにおかれたプログラムに引渡すもの）プログラ

ムで、WWWブラウザー（Netscape Navigator等）を用いての電子会議システムを実

現する（図5）。またWeb CaMILEは電子ニュースシステムと同等の機能を有するが、

利用者はWWWブラウザーさえあれば特別にアプリケーションをインストールする必

要がなく、また電子ニュースより使いやすいユーザインターフェースを備えており使い

勝手が良い（GUZDIAL et al. 1997）。

レポートは、グループごとに学生が各々に討議の中で出てきたサブテーマを担当し

作成をするという形式をとった。カリキュラム実施期間は1996年10月より1996年12

月までである。
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図5. Web CaMiLE
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1997年度

実施期間は1997年10月初旬から12月初旬であった。早稲田大学人間科学部教育工学

セミナーの学生14名（HTMLについての知識、及びWebページ作成経験あり）と

CWRUの「ポストモダニスムと宗教」の受講者13名合計27名を日米各々がほぼ同数に

なるように4グループに分け、各々にテーマが与えられた。テーマはそれぞれReligion 

and Feminism、Religious Experience、Religion and Morality、Religion on the 

Internetであった。

課題として各々のテーマごとに日米間で共同作業（アメリカ側は主としてレポート

の素材を提供し、日本側はそれを編集しWebページ化する。）でレポートを作成し

Webページとして公開することが求められた。CWRU側は、週2回の「ポストモダニス

ムと宗教」の授業を受講し、そこで学んだ知見をもとに、レポートの素材を作成し

た。また、早稲田側は以下のスケジュールにしたがってCWRU側と連絡を取り合い作

業をすすめた。

第1週：自己紹介Webページ（図6）の作成、グループ編成とテーマ決定。

第2週：自己紹介を英文で自分の属するメーリングリストに対して送る、自己紹介

Webページ作成の続き。

第3週：検索エンジンを使って自分のグループのテーマに関係のあるページを探し、

自分のページにリンク（図7）し、メーリングリストに簡単な解説を送る。
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第4週：レポートのひな型「prototype」の作成

第5～8週：メーリングリストを介して、CWRUと連絡を取り合いながら、レポート

Webページを作成する。
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図6. 自己紹介Webページ
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図7. 情報交換のためのリンク集
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この共同作業では、電子メール（グループごとに設定したメーリングリスト）をコ

ミュニケーション手段として用い、作業期間中出されたメールの総数は日本側54通、

アメリカ側70通であった。図8a,b,c,dは学生達が共同で作成したレポートの一部であ

る。各レポートは、英文で作成されており文章量はそれぞれ、およそ10,000 wordsで

あった。
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図8a. 1997年度学生によるレポート
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図8b. 1997年度学生によるレポート
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図8c. 1997年度学生によるレポート
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図8d. 1997年度学生によるレポート
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1998年度～2001年度

実施期間は1998年10月初旬から12月初旬であった。人間科学部人間健康科学科学生

及び大学院生合計40名、CWRU「Comparative Ethics」の受講者53 名がカリキュラ

ムを受講した。人間科学部側の受講者の半数は生命倫理セミナーに所属するものであ

り、残り半数は教育工学セミナーに所属するものであった。 

「生命操作」に関連するテーマを13種類設定し（表2）、それぞれのテーマごとに、

日本側 2～4 名、アメリカ側3～5名のグループに振り分けた。それぞれのグループに対

してテーマごとに設定した電子ニュースシステムのニュースグループを用いて意見交換

などをさせた。最終的にグループごとにそれぞれの活動の成果をウェブページとしてま

とめさせた。また、日米双方の受講者はNHK　BS1のテレビ番組と連係したウェブサイ

ト「地球法廷」の中にある「生命操作」(英語版あり)を参考にするよう指示された。ま

た、CWRU側では「Comparative Ethics」の授業の中でテーマに関する知識を深めて

おり、早稲田側はその半数が生命倫理をテーマに研究をすすめている学生であった。日

本側においては、実施期間中の毎週火曜日、14:40から17:50を、コンピュータ端末室

における作業と諸連絡のための時間とした。受講者が使用したソフトウェアは、主に

Netscape Navigator ver. 3.01 であった。このソフトウェアはネットワーク統合ソフ

トウェアであり、WWWのブラウジング機能、E-mail送受信機能、電子ニュースシステ

ム（ネットニュース）講読及び投稿の機能を持つものである。
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表2. 「生命操作」に関連するテーマ一覧

西村： による大学通信教育課程の実践

2.4　早稲田大学人間科学部での の取り組み
　人間科学部での の取り組みはインターネッ
トの黎明期にあたる 年に

（アメリカ合衆国オハイオ州クリーブランド
市）との間で実施したインターネットを利用した国際共
同授業に始まる（野嶋・西村 、西村・野嶋ほか

、 、野嶋・西村 ）。
この国際共同授業は 年まで継続的に実施され、そ
の試みの中で授業における の活用方法、効果的な
カリキュラムの構成方法などに関する知見を得ることが
出来た。こうした試みが学部の再編のタイミングと相
まって人間科学部でのインターネットを活用した通信教
育課程の開設につながった。以下にその一例として

年度の実施内容とその分析結果の一部を掲載する。

（1）　 年度インターカルチュラルコミュニケーショ
ンカリキュラムの概要

　実施期間は 年 月初旬から 月初旬であった。
人間科学部人間健康科学科学生及び大学院生合計 名、

「 」の受講者 名がカリキュ
ラムを受講した。人間科学部側の受講者の半数は生命倫
理セミナーに所属するものであり、残り半数は教育工学
セミナーに所属するものであった。
　「生命操作」に関連するテーマを 種類を設定し（表
）、それぞれのテーマごとに、日本側 ～ 名、アメリ
カ側 ～ 名のグループに振り分た。それぞれのグルー
プに対してテーマごとに設定したニュースグループを用
いて意見交換などをさせた。最終的にグループごとにそ
れぞれの活動の成果を として発表させた。また、
日米双方の受講者は のテレビ番組と連係した

「地球法廷」（
）の中にある「生命操作」（英語版あり）を参考に

するよう指示された。また、 側では「

」の授業の中でテーマに関する知識を深めており、
早稲田側はその半数が生命倫理をテーマに研究をすすめ
ている学生であった。
　日本側においては、実施期間中の毎週火曜日、 ：
から ： を、コンピュータ端末室における作業と諸
連絡のための時間とした。
　受講者が使用したソフトウェアは、主に

であった。このソフトウェアはネット
ワーク統合ソフトウェアであり、 のブラウジング
機能、 送受信機能、ネットニュース（ニュース）
講読及び投稿の機能を持つものである。

（2）　 年度インターカルチュラルコミュニケーショ
ンカリキュラムの評価

ⅰ．コミュニケーション
　カリキュラム実施期間中にニュースグループに投稿さ
れたメッセージの数は早稲田側からは 通で 側
からは 通であった。 メッセージあたりの分量はお
よそ であった。また、グループ毎のメッセー
ジの数はあまり変わりがなく各グループおよそ 通で
あった。
　カリキュラムの初期においては、両大学の受講者の自
己紹介の交換がその主な内容であった。続いて各受講者
によって収集された参考文献や資料等の情報の投稿によ
るリソースの交換がニュースの役割として利用されるこ
ととなった。その結果、扱うテーマのしぼりこみと

の作成などの役割分担についての意見交換が活発
に行われることになった。カリキュラムの後半において
は、各グループごとに、 を作成するにあたり、
掲載される各自のレポート等の交換、及び進行状況など
が投稿されることとなった。カリキュラムの末期には各
参加者によるカリキュラム終了に伴うあいさつなどが投
稿された。
　日本側受講者の投稿数は一人当りにすると約 通と少
ないように見えるが、実際は日本側グループ内で共同し
て作文をしていたりしているので、カリキュラム実施期
間中毎週 通以上は英語でメッセージを作成したことに
なる。また、目にした英語のメッセージは自分のテーマ
以外のニュースグループも参考にしているので、一人当
り約 通である。日本側受講者にとって、英文でのコ
ミュニケーションの分量としては過去に経験したことの
ない分量であった。
ⅱ．学生作成のレポート
　カリキュラム受講者は日米共同のグループ作業で
のテーマ毎にレポートととして を作成した。
各レポートの分量は 以上であった。内容は
このカリキュラム実施メンバーである日米の教員（木村
利人　人間科学部教授（生命倫理）および

文理学部教授（宗教学、倫理学））にとって満足の

表 　国際共同カリキュラム課題テーマ一覧
Ⅰ．
　 ．
　 ．
　 ．

Ⅱ．
　 ．
　 ．
　 ． ’
　 ．
　 ．
　 ．

Ⅲ．
　 ．
　 ．
　 ．
　 ．
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コミュニケーションカリキュラム実施期間中にニュースグループに投稿されたメッ

セージの数は早稲田側からは236通でCWRU側からは377通であった。1メッセージあ

たりの分量はおよそ100 wordであった。また、グループごとのメッセージの数はあま

り変わりがなく各グループおよそ50通であった。

カリキュラムの初期においては、両大学の受講者の自己紹介の交換がその主な内容

であった。続いて各受講者によって収集された参考文献や資料等の情報の投稿によるリ

ソースの交換がニュースの役割として利用されることとなった。その結果、扱うテーマ

のしぼりこみとウェブページの作成などの役割分担についての意見交換が活発に行われ

ることになった。

カリキュラムの後半においては、グループごとに、ウェブページを作成するにあた

り、掲載される各自のレポート等の交換、及び進行状況などが投稿されることとなっ

た。カリキュラムの末期には各参加者によるカリキュラム終了に伴うあいさつなどが投

稿された。日本側受講者の投稿数は一人当たりにすると約6通と少ないように見える

が、実際は日本側グループ内で共同して作文をしているので、カリキュラム実施期間中

毎週1通以上は英語でメッセージを作成したことになる。また、目にした英語のメッ

セージは自分のテーマ以外のニュースグループも参考にしているので、一人当たり約

600通である。日本側受講者にとって、英文でのコミュニケーションの分量としては過

去に経験したことのない分量であった。カリキュラム受講者は日米共同のグループ作業

で13のテーマごとにレポートとしてウェブページを作成した。各レポートの分量は

10,000 word以上であった。内容はこのカリキュラム実施メンバーである日米の教員

55



(木村利人 人間科学部教授（生命倫理）当時）及びWilliam E. Deal 文理学部教授(宗教

学、倫理学))にとって十分な内容と評価されて単位が付与された（図9a, b）。1999年

度から2001年度も同様に生命倫理をテーマに日米の価値観を比較再検討する授業を実

施した。
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図9a. 1998年度学生によるレポート
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図9b. 1998年度学生によるレポート
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2.3 実践から得られた知見（1）：コンピュータコミュニケーションと対

人認知

1993年度のカリキュラム開始直前の1993年9月24日、及び終了直後の12月3日に同

一のTOEFLの模擬試験と後述する対人認知に関するアンケートをカリキュラムに参加

した早稲田大学側の10名の学生に行った。また、比較のため早稲田大学の同じ学部、

学科、学年の16名に同時期にTOEFLの模擬試験を対照群として受験してもらった。

日本語のクラスには日本語英語混交文での記事交換、宗教学のクラスとは英語でや

り取りをした。交換されたメッセージの量は早稲田側を基準に考えると、日本語クラス

との通信量は一人当たり平均12.7通の記事を送り42.3通CWRU側からの記事を受け

た。また、送信回数については基本的に週一回の授業時間に送信を行ったので個人的

な差はほとんど無く、受信についても同様である。1通当たり平均の文字数は日本語

172文字、英語111文字である。

宗教学クラスとの通信量は一人当たり平均2.4通の記事を送り13.5通CWRU側からの

記事を受けた。1通当たり平均の文字数は英語672文字である。送った記事数に対し

て、受けた記事数が多いのは、早稲田を基準にグループでの受信を考えたからで、

CWRU側から見れば同数近い量を受信していることになる。また、図10に例として実

際の通信記事をあげる。
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図10. 学生により作成された通信文例。例1はCWRUの学生から来た通信文を引用（ > 
は引用を示す）しながら作成した早稲田大学の学生の通信文。例2はCWRUの学生によ

る英語による通信文（ヘッダー省略）

例1
（ヘッダー：配信先などを表す）
In article <2ajish$63@usenet.INS.CWRU.Edu>, ycw@po.cEdu>
NNTP-Posting-Host: 133.9.12.48
X-Useragent: NewsAgent v1.482 

（本文）
In article <2ajish$63@usenet.INS.CWRU.Edu>, yXX@po.cwrn u.edu (Axx Wxx) writes:

>      Leaves  falls  down  from  trees
>      world  is covered  by  a  yellow  carpet
>      autumn   has  come  quietly
>                                                Wxx

     Wxxさんへ
     ”英語の俳句”　を　よみました。
     とても、秋らしくて　すてきな　”俳句”　ですね。
     この前の　お休みの日に、日光という所に　旅行に　いってきたのですが
     そこでは、紅葉（秋に　木の葉っぱが　赤や　黄色に　色づくこと）が
     とても　きれいだったので、この　”俳句”　は、今の私の気持ちに
     ぴったりです。
                                                     Exx Oxx　より

例2
Hello Folks,

      A quick question for you all:  What is that makes something
a ceremony or ritual?  Is it the communal nature of certain acts?  A religious
feeling of some kind attached to an act?  An invocation of some sort of 
higher power?

      For myself, a ritual (personally), has to do with the repetition
of a set of symbols, many of them with spiritual overtones.  It does not
have to be performed in the presence of others, indeed, often I perform
them simply for myself.

      What does everyone else think?
Later,
Sxx -- Thane of Kxx
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実験カリキュラム実施前と終了後に実施したTOEFLの模擬試験のスコアを実験カリ

キュラム参加者（以降実験群と称す）と対照群の間で比較した。実験カリキュラム実施

前のスコアの平均値は参加者（標本サイズ＝10，平均値＝418.900，不偏分散＝

3045.21）と対照群（標本サイズ＝16，平均値＝422.188，不偏分散＝1535.76）では

有意な差がなかった（t検定（Welchの方法），ｔ値=0.16427，自由度＝14.69197，P

値＝0.87176）（図11）。

一方、実験カリキュラム終了後のスコアから開始前のスコアを引くことによって得

られた、各受験者の得点の変化を見ると、実験群（標本サイズ＝10，平均値＝

30.7000，不偏分散＝729.122）と対照群（標本サイズ＝16，平均値＝9.56250，不偏

分散＝1258.26）の間では有意傾向が見られた（ t検定（Welchの方法），ｔ値＝

1.71700，自由度＝22.90012，P値＝0.09948）（図12）。
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図11. 実験カリキュラム実施前のTOEFLスコア
（エラーバーは95%信頼限界を表す。）
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図12. 実験カリキュラム実施前後のTOEFLスコアの変化
（エラーバーは95%信頼限界を表す。）
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TOEFLのスコアは3つのセクション、セクション1（Listening comprehension）、

セクション2（Structure and written expression）、セクション3（Vocabulary and 

reading comprehension）ごとの素点をもとに統計処理され求められている。実験カ

リキュラム前後での変化をさらに詳しく調べるために、セクションごとに実験群と対照

群の素点を比較した（図13, 14）。

実験カリキュラム実施前のセクション1の素点の平均値は実験群（標本サイズ＝10，

平均値＝19.9000，不偏分散＝52.9889）と対照群（標本サイズ＝16，平均値＝

16.5000，不偏分散＝24.8000）では有意な差は見られなかった（t検定（Welchの方

法），ｔ値＝1.29918，自由度＝14.30113，P値＝0.21444）。

また、実験カリキュラム実施前のセクション2の素点の平均値は実験群（標本サイズ

＝10，平均値＝18.9000，不偏分散＝33.4333）と対照群（標本サイズ＝16，平均値

＝ 20.4375，不偏分散＝21.5958）では有意な差は見られなかった（t検定（Welchの

方法），ｔ値＝0.70972，自由度＝16.15395，P値＝0.48800）。そして、セクション

3の素点の平均値においても、実験群（標本サイズ＝10，平均値＝25.4000，不偏分散

＝64.2667）と対照群（標本サイズ＝16，平均値＝24.6250，不偏分散＝34.5167）の

間には有意な差は見られなかった（t検定（Welchの方法），ｔ値＝0.26452，自由度

＝15.03953，P値＝0.79497）。

一方、セクションごとに実験カリキュラム終了後の素点から開始前の素点を引くこ

とによって得られた各受験者の得点の変化を見ると、セクション1の素点の差の平均値

は実験群（標本サイズ＝10，平均値＝1.30000，不偏分散＝34.0111）と対照群（標本
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サイズ ＝16，平均値＝1.81250，不偏分散＝11.4958）では有意な差は見られなかっ

た（t検定（Welchの方法），ｔ値＝0.25250，自由度＝12.85983，P値＝

0.80464）。 また、実験カリキュラム実施前後のセクション2の素点の差の平均値は実

験群（標本サイズ＝10，平均値＝4.00000，不偏分散＝18.8889）と対照群（標本サイ

ズ＝16，平均値＝1.50000，不偏分散＝14.6667）では有意な差は見られなかった（t

検定（Welchの方法），ｔ値＝1.49256，自由度＝17.39663，P値＝0.15347）。しか

しながら、実験カリキュラム実施前後のセクション3の素点の差の平均値においては、

実験群（標本サイズ＝10，平均値＝ 5.80000，不偏分散＝17.0667）と対照群（標本

サイズ＝16，平均値＝1.62500，不偏分散＝11.5833）の間には有意な差が見られた

（t検定（Welchの方法），ｔ値＝2.67792，自由度＝16.47613，P値＝0.01620）。
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図13. 実験カリキュラム実施前のTOEFLセクションごとの素点
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対人認知は対人知覚と同義に使われ、他者についての感情、意図、欲求、態度、性

格等を知ることを言う。しかし、一般的にはより広く、対人関係（自分と他者の関

係）についての認知や、他者相互間の関係（他者Aと他者Bとの関係）についての認知

も含めて対人認知と呼ぶ（藤永保他編 1981）。我々が異文化交流の枠組みの中で問題

としているのは、より広く見た場合の対人認知である。また、我々の場合、対人認知は

プロセスであると同時に、成果でもある。今回の研究では差し当って国際コンピュー

ター通信の前後における認知の変容を問題とすることにする。

林（1978b）は、対人認知構造の基本次元について、大橋ほか（1973, 1975）、飯

島（1961）、中里ほか（1976）、林（1978a）、 LEVY and DUGAN（1960）、

NORMAN（1963）等の専攻研究を整理し、これらの研究で用いられた他者のパーソ

ナリティーを評定させるのに用いた尺度項目を検討し、特性形容詞対を79組収集し、

それに基づき実験・分析を行った。また、140サンプルのデータに基づき主因子法によ

り因子分析をした結果、相対分散がそれぞれ56.1%、24.1%、11.4%、の第I、II、IIIの

因子を抽出し、第I因子は個人的親しみやすさ=好感次元、第II因子は社会的望ましさ=

尊敬次元、第III因子は活動性と対応付けを行っている。筆者はこのような林（1978b）

の尺度を採用し、日本人の学生10人にCWRUの学生に対する対人認知を求めた。すな

わち、カリキュラム実施前と終了後の2回、各項目についてCWRUの学生達の印象を7

段階尺度で評定を行った。

本来、調査の実施群に因子分析をほどこし、同じような因子構造が見られることを

確認した上で、各因子の項目上の得点の代表値を求めるべきであるが、サンプル数の関
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係から、我々のデータに林(7)同様の因子分析をほどこすことは不可能である。そこで

今回は林（1978b）において各因子の因子負荷量の最も高い項目を代表項目とみなし、

それぞれの3項目について、以下に結果をみていくことにする。TOEFLの得点は第1回

目の最低点は315点、最高点は533点、平均は418.9点であり、第2回目の最低点は375

点、最高点は522点、平均は449.6点であった。

図15a, b, cは2回行った調査の結果をそれぞれの項目ごとにまとめたものであり、

YH、SA等の記号は被験者の分別記号である。

図13aの個人的親しみやすさ（社会・対人的評価）の次元を代表する項目I「悪い - 

良い」（林（1978b）での因子負荷量＝-0.84）では初回の調査では全ての学生が0（ど

ちらともいえない）から3（非常に良い）と比較的好印象を述べているが2回目の調査

では、ばらつきが大きくなり特に初回で2（かなり良い）以上をつけたものが2回目に

は初回よりも低い点数をつける傾向にある。図13bの社会的望ましさ（知的・課題関連

的評価）の次元を代表する項目II「たよりない - しっかりした」（林（1978b）での因

子負荷量＝ 0.72）では、ほとんどの学生が初回の調査では比較的中立的な答をしてい

るのに対し2回目では大きくばらつく。図13cの活動性の次元を代表する項目III「おと

なしい - 活発な」（林（1978b）での因子負荷量＝0.83）では、初回の回答はばらつ

いているが、2回目では全て0以下になっている（”おとなしい”方に寄っている）。項

目I、IIについては初回にはどの学生のばらつきも比較的少なく2回目には大きくばらつ

くようになる。このことはCWRUの学生に対する漠然とした印象あるいはステレオタ

イプ的な印象がコンピュータ通信を通してより具体的な印象に変わったからではないか
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と推察される。項目IIIについては、何人かの早稲田の学生が感想として述べていたが、

期待していたほどCWRUの生徒が通信をしてこなかったのが原因であると考えられる。
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図15a. 対人認知調査結果（実験カリキュラム実施前及び終了後のスコアの変化）
：個人的親しみやすさ（社会・対人的評価）の次元
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図15b. 対人認知調査結果（実験カリキュラム実施前及び終了後のスコアの変化）
：社会的望ましさ（知的・課題関連的評価）の次元
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図15c. 対人認知調査結果（実験カリキュラム実施前及び終了後のスコアの変化）
：活動性の次元
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送受信の回数、送受信文字数などとこれらの3項目の得点の変化及びTOEFLの得点

について様々な相関関係を調べてみたが、特に有意な関係を見つけることができなかっ

た。この理由としては、今回の実験カリキュラムが基本的に限られた時間内に一斉に通

信する方式を取ったため、送受信の回数、送受信文字数に学生間にほとんど差が現れ

ないことの原因であると考えられる。

一方、上記3項目の得点変化と、TOEFLのセクションごとの得点の変化の間の関係

を調べたところ興味深い傾向が見られた。各項目の得点変化とTOEFLのセクションご

との得点変化について単回帰分析を行ったところ、3つの対人認知調査項目とTOEFLの

セクション1（Listening comprehension）及び2（Structure and written 

expression）の間には何等の関係を見いだすことはできなかったが（p > 0.4123：F検

定）。しかしながらTOEFLのセクション3（Vocabu l a r y a nd r e a d i n g 

comprehension）と各対人認知調査項目との関係を見ると（図16a, b, c）、項目Iとの

間にはF検定でp = 0.0672であるが2回目の調査時に一回目の調査時よりもよりポジ

ティブに回答したものがそうでないものよりTOEFLの得点が上昇する傾向が認められ

た。つまり、CWRUの学生をより”良く”評価した者がTOEFLのセクション3の得点が

上昇する傾向にあることが分かった。項目IIでは項目得点の変化量とTOEFLのセク

ション3の得点の変化量との間では何らの関係が見いだせなかった（p = 0.9783）が、

項目IIIでは項目得点の変化量とTOEFLのセクション3の得点の変化量の間に有意な正の

相関（r = 0.729, p = 0.0168）が認められ、CWRUの学生をより活動的に見るものが

よりTOEFLのセクション3の得点が上昇することが分かった。
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図16a. 実験カリキュラム実施前と終了後に行ったTOEFL模擬試験（セクション3）
の得点変化：個人的親しみやすさ（社会・対人的評価）の次元
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図16b. 実験カリキュラム実施前と終了後に行ったTOEFL模擬試験（セクション3）
の得点変化： 社会的望ましさ（知的・課題関連的評価）の次元
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図16c. 実験カリキュラム実施前と終了後に行ったTOEFL模擬試験（セクション3）
の得点変化： 活動性の次元
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上記の結果より、TOEFLのセクション3の得点上昇と対人認知の個人的親しみやす

さ（社会・対人的評価）の次元及び活動性次元の関連が示唆された。しかしながら、

少数のサンプルということもあり、今後繰返し試行する中で確認をより強めるべき必要

がある。
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2.4 実践から得られた知見（2）： 実験カリキュラムの英語能力への波及

実験カリキュラムを定量的に評価する試みとして、米国留学生選定等に広く用いら

れている英語力試験TOEFL (Test of English as a Foreign Language) を1994年度に、

実験カリキュラムの前後に学生に対して行った。カリキュラム開始の前及び終了後に

TOEFLを参加学生のうち電子メールカリキュラム12名、電子ニュースカリキュラム13

名、また同時に対照群として全学部共通科目コンピュータXクラスの学生10名に受験し

てもらった。

図17はカリキュラム終了後におこなったTOEFLの得点から実施前の得点を差し引い

た得点の増減のグラフである。図17のMail、Control、Newsはそれぞれ電子メールカ

リキュラム、対照群、電子ニュースカリキュラムを表す。電子メールカリキュラム受講

者のTOEFLの得点の変化量は-3.8点（95%信頼区間：-23.8～20.0）であり、同じく対

照群は-12.5（95%信頼区間：-37.5～25.0）、電子ニュースカリキュラムでは19.8

（95%信頼区間：2.0～37.6）であった、3群それぞれの実施前後のTOEFLの得点に等

分散性を仮定できなかった（p < 0.01：Bartlett検定）ので、それぞれのグループごと

にその得点の増減をWilcoxonの符号順位検定法により検定した。その結果、5%の危険

率で電子ニュースカリキュラム群のみ有意な得点の上昇が見られた。

電子メールを利用したカリキュラムでは、基本的には1対1型のメッセージ交換なの

で送信したメッセージ数と受信したメッセージ数はほぼ同数になる。一方、電子

ニュースを利用したカリキュラムでは多対多のメッセージ交換なので1人の学生は、カ
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ュラムに参加したCWRU、早稲田双方の学生のメッセージ全てに目を通すことにな

る。電子ニュースを利用したカリキュラムではおよそ2ヶ月間に約300通のメッセージ

を受信するということは、毎日数通のメッセージを目にしているわけである（実際メッ

セージは毎日届いていた）。それに比べて電子メールでの10カリキュラムでは、1週間

に1通メッセージが届けば良いような状態である。受信した英文メッセージの量のほか

に、メッセージが届く頻度も英語力の促進の大きな要因であろう。

1992年度から1996年度までに実施した国際共同カリキュラムで学生同士が交換した

メッセージ数を表3にまとめた。1993年度および1994年度の電子ニュースを利用した

群で統計的に有意（T検定、p<0.05）な得点上昇が認められた、上昇得点は何れも20

点であった。一方、1994年度の電子メールを利用した群、および1996年度では、

TOEFLの得点上昇を見ることはできなかった。また、1992年度および1995年度につ

いてはTOEFLを実施しなかった。

表3の項目「メッセージ数（1人当たりの受信）」はカリキュラムに参加した学生一

人当りが読んだメッセージの数である。1992年度、1994年度の電子メールを利用した

カリキュラムでは、基本的には1対1型のメッセージ交換なので送信したメッセージ数

と受信したメッセージ数はほぼ同数になる。

一方、1993年度、1994年度の電子ニュースを利用したカリキュラムでは多対多の

メッセージ交換なので1人の学生は、カリキュラムに参加したCWRU、早稲田双方の学

生のメッセージ全てに目を通すことになる。1996年度のCaMILEを用いたカリキュラ

ムでは、作業を日米各2名ずつ計4名という小グループで行ったために、CaMILE自体は
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子ニュースとほぼ同じ多対多のメッセージ交換の手段にも関わらず、1人当たりの受信

したメッセージ数はあまり多くはない。

TOEFLの得点とカリキュラムの関係を調べると、表3より、送信したメッセージ

数、即ち書いた英文の量とはあまり関係がなく、どれだけのメッセージを受信したか

に深く関係することが分かる。TOEFLの得点が上昇するケースは1993年度の一人あた

りの受信メッセージ数が590通と1994年の301通のNewsを活用したケースであり、何

れも得点の上昇は20であった。
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図17. カリキュラム実施前後のTOEFLの得点差（エラーバーは95%信頼限界を表わ
す。）
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表3. メッセージ数とTOEFLの得点変化

実施年度 参加人数 参加人数 交信手段 メッセージ数 メッセージ数 メッセージ数 TOEFLの
（早大） （CWRU） （全体） （1人当たり送信）（1人当たり受信） 得点上昇

1992 12 12 Mail 39 4 4 -
1993 10 38 News 602 12 590 20
1994 12 20 Mail 81 4 3 0
1994 100 30 News 304 3 301 20
1995 20 14 News 154 5 149 -
1996 14 14 CaMILE 145 5 15 0
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2.5 実践から得られた知見（3）：自信の獲得

1998年度の実践において、日本側の受講者の内9名に対して、第2週及び第9週の授

業中にアンケートへの回答を求めた（表4）。このアンケートは、「全くそう思わな

い」を1点、「かなりそう思う」を5点とした12項目の印象評定により構成された。カ

リキュラム実施初期（第2週）と後期（第9週）の回答を分析しWilcoxonの符号順位検

定法により検定したところ、1%水準で項目7（p＝0.008）、項目10（p＝0.005）に有

意な得点の上昇が見られ、項目8（p＝0.09）、項目11（p＝0.056）と得点の上昇に有

意傾向が認められた。以上のことから、受講者は英語を利用してのコミュニケーション

及びインターネットを利用したコミュニケーションに関して自信をつけたことがうかが

われる。
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表4. アンケート項目

1. ネットワーク利用の新しい授業方式に関心がある。
2. 教育実践の対象である内容（バイオエシックス）に関心がある。
3. 自分の担当トピックスに関心がある。
4. アメリカ人と日本人の考え方や価値観に差があると思う。
5. 基本的に英語に接することが嫌いではない。
6. 自分の英作文で相手に自分の意見を伝える自信がある。
7. 自分の英会話で相手に自分の意見を伝える自信がある。
8. 自分の読解力で相手の意見を理解する自信がある。
9. 十分ではないまでも英語で説明をする自信がある。
10. ネットニュースを使う自信がある。
11. E-mail を活用する自信がある。
12. 自分でウェブページを作成する自信がある。
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2.6 実践から得られた知見（4）：英語語彙パターンの変容

2000年度の国際共同カリキュラムでは早稲田大学人間科学部3年生25名とCWRUの

学生50名合計75名を日米各々がほぼ1:2になるように10グループに分けられ、各々に生

命倫理に関するテーマが与えられ日米間で討議し、成果として、テーマごとに日米間の

共同作業でレポートを作成しWeb Pageとして公開することが求められた（図18）。カ

リキュラム実施期間は2000年10月初旬から12月初旬までのおよそ2ヶ月間であった。

また、この共同作業では、電子掲示板やファイル共有機能を有するインターネット上の

コースマネージメントシステム（Blackboard System社製）を情報共有やコミュニケー

ションの手段として利用した（図19）。
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1. はじめに

報告者は1992年より継続的に早稲田大学およ

びアメリカ合衆国オハイオ州クリーブランド市に

あるCase Western Reserve University（以下

CWRUと略す）をインターネットで結んだ国際共

同カリキュラムを実施している。このカリキュラ

ムは情報教育、英語教育、国際理解教育、コミュ

ニケーションの対象としているコンテンツに対す

る教育、自己学習能力の育成等々実に多様な側面

をもっており、典型的な総合学習のカリキュラム

とも言える。今回は、2000年度カリキュラムに

おいての受講者の英語語彙パターンの変容につい

て報告する。

2. カリキュラム概要

2000年10月初旬から12月初旬に早稲田大学

人間科学部とCWRUの間でインターネットを利用

した国際共同授業を実施した。この国際共同授業

では早稲田大学人間科学部3年生25名とCWRUの

学生50名合計75名を日米各々がほぼ1:2になる

ように10グループに分け、各々に生命倫理に関

するテーマが与えられ日米間で討議し、成果とし

てテーマごとに日米間で共同作業でレポートを作

成しWeb Pageとして公開することが求められた

（図1）。

この共同作業では、電子掲示板やファイル共有

機能を有するインターネット上のコースウェア

（Blackboard System社製）を利用した（図

2）。今回は10グループの内；

グループ1：命の始まりの生命操作

（日本側2名、アメリカ側5名）

インターネットを利用した国際共同カリキュラム受講者の英語語彙パターンの変容

English Word Frequency Distribution of Participants of

the International Cooperative Curriculum Using the Internet

西村昭治

Shoji NISHIMURA

早稲田大学人間科学部

School of Human Sciences, Waseda University

＜あらまし＞　インターネットを利用した国際共同カリキュラムにおいて受講者の送信したメッセー

ジにあらわれる語彙パターンをクラスター分析した結果、日米のコミュニケーションの初期段階で

は、日本人学生のメッセージはアメリカ人とは異なる語彙パターンを示していたのに対し、後期にな

るとアメリカ人の語彙パターンに近いパターンに変化してゆくことが分かった。

＜キーワード＞　インターネット，国際協力，語学教育，統計処理，高等教育

図1. 学生作成レポートの1例
図18. 学生作成のレポート
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グループ2：死の自己決定はできるのか

（日本側3名、アメリカ側5名）

グループ3：誰のための不妊治療か

（日本側3名、アメリカ側5名）

の3グループに関するデータを分析した結果につ

いて報告する。

3. 分析

分析対象3グループすべてにおいて期間中に電

子掲示板に投稿されたメッセージ（160通：日

本側52通、アメリカ側108通）に現れた1855

種類、合計14374個の単語から頻度順上位20単

語（順番に"you", "with", "we", "to", "this", 

"the", "that", "on", "of", "not", "it", "is", "I", 

"have", "for", "be", "are", "and", "a"）を選び

だした。これらの単語の全体に占める割り合いは

24.32%であった。

各グループ毎にメッセージを発信者の国別に分

類し、また、それぞれを時系列に初期、中期、後

期のメッセージ量がほぼ均等になるように分けた

後、集計し

日本側初期（Waseda-1、17通、2448語）

日本側中期（Waseda-2、18通、2782語）

日本側後期（Waseda-3、17通、2354語）

アメリカ側初期（CWRU-1、38通、4418

語）

アメリカ側中期（CWRU-2、35通、6557

語）

アメリカ側後期（CWRU-3、35通、5744

語）

の6グループとして分析した。

上記6グループのメッセージ中の上述した20

単語の出現頻度を集計しその20個、6組のデー

タを正規化しウォード法を用いてクラスター分析

を行った（表1、図3）。

4. まとめ

クラスター分析の結果、日本側初期と中期、ア

メリカ側中期と後期の単語の出現パターンが類似

しており、その一方で日本側後期とアメリカ側初

期が類似していることが分かった。このことは、

日米のコミュニケーションの初期段階では、日本

人学生はアメリカ人とは異なる語彙パターンを示

していたのに対し、後期になるとアメリカ人の語

彙パターンに近いパターンに変化してゆくことを

示唆している。インターネットを利用した文字

ベースの国際コミュニケーションにより、日本人

側の英語文体がよりアメリカ人に近くなることが

明らかになった。

今後は通信量と語彙パターンの変容の関係に関

しより定量的に明らかにしてゆきたいと考えてい

CWRU-1

CWRU-2

CWRU-3

Waseda-1

Waseda-2

Waseda-3

0 80 12040

表1. クラスター分析結果

図1. コースウェア

図3. デンドログラム（単位は二乗距離）

2

1

CWRU-1, CWRU-10.12724102.5615

CWRU-1, 7.61285157.95554

CWRU-1, 5.63815331.788773

Waseda-1, 5.14317126.45221

CWRU- 2, CWRU-4.60895621.24247

融合クラスター距離平方距離ステップ

図19. コースマネージメントシステム
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10グループの内;

グループ1:命の始まりの生命操作 (日本側2名、アメリカ側5名)

グループ2:死の自己決定はできるのか (日本側3名、アメリカ側5名)

グループ3:誰のための不妊治療か (日本側3名、アメリカ側5名)

の3グループに関するデータを分析した。分析対象3グループ全てにおいて期間中に

電子掲示板に投稿されたメッセージ（160通:日本側52通、アメリカ側108通）に現れ

た1855種類、合計14374個の単語から頻度順上位20単語（順番に"you", "with", "we", 

"to", "this", "the", "that", "on", "of", "not", "it", "is", "I", "have", "for", "be", "are", "and", 

"a"）を選びだした。これらの単語の全体に占める割合は24.32%であった。グループご

とにメッセージを発信者の国別に分類し、また、それぞれを時系列に初期、中期、後

期のメッセージ量がほぼ均等になるように分けた後、集計し日本側初期（Waseda-1、

17通、2448語）、日本側中期（Waseda-2、18通、2782語）、日本側後期

（Waseda-3、17通、2354語）、アメリカ側初期（CWRU-1、38通、4418語）、アメ

リカ側中期（CWRU-2、35通、6557語）、アメリカ側後期（CWRU-3、35通、5744

語）の6グループとして分析した。上記6グループのメッセージ中の上述した20単語の

出現頻度を集計しその20個、6組のデータを正規化しウォード法を用いてクラスター分

析を行った(表5、図20)。
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表5. クラスター分析結果

ステップ 平方距離 距離 融合クラスター　　　　
1 21.24247 4.608956 CWRU-2, CWRU-3
2 26.45221 5.143171 Waseda-1, Waseda-2
3 31.78877 5.638153 CWRU-1, Waseda-3
4 57.9555 7.612851 CWRU-1, Waseda-1
5 102.561 10.12724 CWRU-1, CWRU-2
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グループ2：死の自己決定はできるのか

（日本側3名、アメリカ側5名）

グループ3：誰のための不妊治療か

（日本側3名、アメリカ側5名）

の3グループに関するデータを分析した結果につ

いて報告する。

3. 分析

分析対象3グループすべてにおいて期間中に電

子掲示板に投稿されたメッセージ（160通：日

本側52通、アメリカ側108通）に現れた1855

種類、合計14374個の単語から頻度順上位20単

語（順番に"you", "with", "we", "to", "this", 

"the", "that", "on", "of", "not", "it", "is", "I", 

"have", "for", "be", "are", "and", "a"）を選び

だした。これらの単語の全体に占める割り合いは

24.32%であった。

各グループ毎にメッセージを発信者の国別に分

類し、また、それぞれを時系列に初期、中期、後

期のメッセージ量がほぼ均等になるように分けた

後、集計し

日本側初期（Waseda-1、17通、2448語）

日本側中期（Waseda-2、18通、2782語）

日本側後期（Waseda-3、17通、2354語）

アメリカ側初期（CWRU-1、38通、4418

語）

アメリカ側中期（CWRU-2、35通、6557

語）

アメリカ側後期（CWRU-3、35通、5744

語）

の6グループとして分析した。

上記6グループのメッセージ中の上述した20

単語の出現頻度を集計しその20個、6組のデー

タを正規化しウォード法を用いてクラスター分析

を行った（表1、図3）。

4. まとめ

クラスター分析の結果、日本側初期と中期、ア

メリカ側中期と後期の単語の出現パターンが類似

しており、その一方で日本側後期とアメリカ側初

期が類似していることが分かった。このことは、

日米のコミュニケーションの初期段階では、日本

人学生はアメリカ人とは異なる語彙パターンを示

していたのに対し、後期になるとアメリカ人の語

彙パターンに近いパターンに変化してゆくことを

示唆している。インターネットを利用した文字

ベースの国際コミュニケーションにより、日本人

側の英語文体がよりアメリカ人に近くなることが

明らかになった。

今後は通信量と語彙パターンの変容の関係に関

しより定量的に明らかにしてゆきたいと考えてい

CWRU-1

CWRU-2

CWRU-3

Waseda-1

Waseda-2

Waseda-3

0 80 12040

表1. クラスター分析結果

図1. コースウェア

図3. デンドログラム（単位は二乗距離）

2

1

CWRU-1, CWRU-10.12724102.5615

CWRU-1, 7.61285157.95554

CWRU-1, 5.63815331.788773

Waseda-1, 5.14317126.45221

CWRU- 2, CWRU-4.60895621.24247

融合クラスター距離平方距離ステップ

図20. デンドログラム（単位は二乗距離）
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その結果、日本側初期と中期、アメリカ側中期と後期の単語の出現パターンが類似

しており、その一方で日本側後期とアメリカ側初期が類似していることが分かった。ア

メリカ側において初期と中・後期に隔たりがある原因は、初期における自己紹介の

フェーズで、挨拶が主体の比較的簡単な英文が多かった一方で、中後期は生命倫理に関

するディスカッションのフェーズとなり専門的なメッセージがやり取りされていたこと

に起因すると思われる。よって、日米のコミュニケーションの初期・中期段階では、日

本人学生はアメリカ人とは異なる語彙パターンを示していたのに対し、後期になるとア

メリカ人の初期の語彙パターンに近いパターンに変化してゆくが、高度な議論における

アメリカ人の語彙パターンにまでは2ヶ月間では近づけなかったことが明らかになっ

た。

92



2.7 考察

第二外国語はせっかくそれを学習してもそれを使う場がなければそれは書き言葉、

読み言葉としての外国語を学習したにすぎない。特に日本という地理的条件の中では、

外国語を話す必要性に遭遇することは非常に少ない。自分の習った外国語が書物を読

み書きする場合だけでなく、フェース・トゥ・フェースの意志の疎通にも十分役にたつ

外国語であることを確認するチャンスが必要である。相手に伝わるというチェックを通

過した外国語の習得が必要であり、かつそのような場を、インターネットは提供しうる

と考える。それは、2.4で述べた実験カリキュラムの英語能力への波及からも裏付けら

れる。

カナダのマギル大学のLAMBERT et al.（1973）の実験は、その内容がコンピュー

タ通信の実験とはまったく関係ないにかかわらず、有効な示唆を与えてくれる。

カナダのケベック州には英語を話すカナダ人とフランス語を話すカナダ人が住んで

いる。英語を話すカナダ人の家庭では英語で教育をしている学校に子供を入れ、英語に

よる教育と外国語としてのフランス語の教育とを受けさせている。フランス語を話すカ

ナダ人の子供はフランス語で教育を受け、外国語として英語を学んでいる。どちらの場

合でも、外国語として学んだ言語は、小学校から高校まで勉強してもなかなか上手にな

らない。外国語教育の方法にいろいろな工夫が懲らされていて、しかも、英仏両言語が

用いられているところでさえ、外国語技能の学習は困難なのである。
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それでは、外国語の教育はやめにして、外国語による教育をしたらどうであろう

か。英語を話すカナダ人で、子供たちに英語だけでなくフランス語も使いこなせるよう

になってほしいと望んでいる家庭から選ばれた子供たち26名が、実験群になった。そ

して、彼らのクラスをフランス語しか話せない教師が受け持って、全ての教科の授業を

フランス語で行った。教育内容はフランス語による教育を行っている学校のものと同じ

である。このフランス語による教育の効果は毎学年の終わりにテストされていた。実験

群の効果を測定するために2種類の統制群が設けられた。一つは、英語を話すカナダ人

の子供で英語で教育を受けているもの(英語統制群)、もう一つは、フランス語を話すカ

ナダ人の子供でフランス語で教育を受けているものである(仏語統制群)。実験群と統制

群は、子供の知能・家庭の社会経済的地位などについて、等しくなるように注意が払わ

れた。

結果はどうであったろうか。小学校1年生の終わりの英語のテストの結果は次のよう

であった。実験群の子供は、話し言葉では、文法の誤りが多く、聞いた物語を再構成

して話すのに時間がかかることを除いては、英語統制群と同じ成績をあげた。書く技能

は、正式の訓練を受けていないこともあり、英語統制群より劣っていた。ところが、こ

のように、部分的に見られた英語統制群との差は2年生の終わりには、ほとんど消えて

いった。フランス語を扱う能力についてはどうであろうか。1年生の終わりには、フラ

ンス語を話すことについては実験群はずっと劣っていた。ところが2年以降の進歩は著

しく、4,5年生になると、フランス語の音韻、語形、構文などの基本的要素は、完全に

習得し、二言語使用者の段階に達したといえる状態になった。
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われわれは、地理的条件により、生の外国語に接する機会が非常に制限されてい

る。コミュニケーション手段として使える外国語を習得するためのヒントが、

LAMBERT et al.（1973）の実験に隠されているとするならば、それは手段として外国

語を使うということにある。外国人としての日本人のコミュニケーションの問題は、し

ばしば「英語ができない」という形で表現される。「英語ができないからコミュニ

ケートできない」のではなく、「コミュニケートできないから英語ができない」ので

あるという理論を提唱したのはネウストプニー（1982）である。ネウストプニーは、ま

ず行動を実質行動とコミュニケーション行動に分ける。人間の聞の相互伝達を主な目

的とするあらゆる行動、例えば音声言語、非言語的コミュニケーションなどはコミュ

ニケーション行動であるが、それ以外の人間行動を実質行動とよぶ。ただここで、実質

行動はコミュ二ケーション行動とは無関係である、と考えることは順当でない。実質

行動が、コミュニケーション行動の顕在形である場合はいくらもある。しかし、ここ

では、この問題に入るのは本筋ではないためこれ以上の言及は避ける。ネウストプニー

は、コミュニケーション行動を文法外コミュニケーション行動と言語（文法）行動と

に分ける。詳細については、図21を参照されたい。
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図21. コミュニケーション行動（ネウストプニー（1982）による）
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ここで問題となる行動は、文法外コミュニケーションであることはいうまでもな

い。ここに挙げた行動は、全て暗黙裡には自分の行動を制御しているものであること

は、得心のいくものばかりである（一つ一つに対する説明は省略する）。しかし、言

われてみればなるほどと思えても、自分の行動の他者に映じている姿を想像することが

困難である行動ばかりであろう。特に手紙形式のコミュニケーションにおいては、内

容に関するルール、形のルールなどに敏感なコミュニケーションになるであろう。文法

外コミュニケーションの場としては、いささか制約の多い場であるが、文字だけでなく

音声、画像などの複合媒体が利用可能なった1990年代、インターネットの場におい

て、文法外コミュニケーション行動を研究の対象とすることはそれほど的はずれとはい

えないであろう。

ネウス卜プニーが指摘していること以外の点で、コミュニケーション活動を維持して

いる重要なファクターがある。それは、相手に対する素朴な信頼感である。インター

ネットという特殊な制約の場で、いかにして互いのメンバーが、しかも、できるだけ早

い時期に素朴な信頼感を抱けるようになるか、その工夫がこの研究の重要なテーマの

一つになるであろう。究極、人はその背後にある人間像に照らしてそのメッセージを解

説していると考える。「2.3 実践から得られた知見（1）：コンピュータコミュニケー

ションと対人認知」で報告した対人認知の変容は交換される文字列からその背後にあ

る人間像まで思い起こしていることを示唆している。また、その信頼感が相手の文体を

まねるという「2.6 実践から得られた知見（4）：英語語彙パターンの変容」で言及し

た行為に繋がるのではないであろうか。
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異文化コミュニケーションスキルは、対人行動の中で出現するパフォーマンススキ

ルであるが、ここで問題とする能力は文字どおり理解、認識の能力である。相手との

対話や共同作業の過程及び共同作業の内容それ自体から、われわれは多くの事柄を学

びとる可能性がある。最も重要視されるべきは、お互いの文化が異なるという認識で

ある。ここで、認識するとは、積極的にお互いの文化の違いを調べ、理解し、かつそれ

ぞれの存在を尊重するということである。さらに、ここで異文化を理解するというこ

とは、相対的には自分自身をより深く知るということであることに気づくことであ

る。外国語という障壁を乗り越え、文法外コミュニケーションというゆさぶりに耐えて

たどりつく次のターゲットが異文化理解である。

人と人が交わり、インターネットを利用し、共同作業をしていくという過程に見ら

れる人の活動を分析していくと、分析の合間合間にちらちらと「文化の影」が見えてく

るであろう。人の行動に与える文化の影響を紡ぎ出す方法論をしかと提起できるわけで

はないが、コミュニケーションという過程を体験して「文化の影」を理解する場を得る

ことは非常に貴重であろう。異文化についての知識をたくさんもっているということで

なく、異文化を理解して行く能力があるということが大切である。

1996年度の実践での例を挙げる。詳細は、基本的に学生達の交信記録の中に埋め込

まれている。宗教というテーマについて、交信すること自体が学生達にとって文化差理

解のプロセスである。言いかえれば、手探りの中で互いの宗教というテーマに対する

スタンスの違いを認識しあっているといえる。
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少なくとも大きな隔たりを、いささかの衝撃を受けながら受け止めている。直接的

なコミュニケーションから得た、衝撃を伴った気付きに基づく、体験としての異文化理

解が引き起こされる可能性が高い。プロトコルを中心とした分析を待って、より詳細な

報告を行いたいが、以下に実践に加わった学生の報告を紹介しておく。

「私たち日本人は、古くから仏教、儒教などが伝わっていたのにも関わらず、ほとん

ど関心を持っていなかった。アメリカ人であるCWRUの学生の方が、日本についての

知識が豊富であったため、情報収集が非常に大変だった。それに関して10月の中旬、

グループの中で、「Values Questionnaire」について話題があがった。私は、その日米

の比較をしてみて、宗教の捉え方が全くといっていいほど違うことを、改めて実感し

た。これは、パートナーのRandyも言っていたのだが、日米の学生で共通しているとい

える答え（The most common view）が「respect for elders」と、「premarital sex 

is socially acceptable」の2つしかないのだ。宗教自体に関する問題の中で、これは一

致しているだろうと思われる項目が、はっきりいってないのである。例えば、私たち

は、「an apparent lack of religion or religious belief」という結果が見て取れるの

に、逆にCWRUの学生は、「They had some sort of religion in childhood」らし

い。つまり、子供の頃から宗教について関心があるのだ。彼は、「I am not a religion 

person」とあくまでも無神論派であることを強調していたのであるが・・・。しかし

それでも、大統領選を控えて、それに宗教問題を絡ませて、実に細かく分析しているの

だ。（ex. "He mentioned that the founding fathers of our country were Christian 

in a debate last night. What he DIDN'T say is that they left England for religious 
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freedom!"）これは、当然、日本ではほとんど考えられないことである。実際、私も宗

教のことなど少しも考えずに投票してしまった。」

こうした違いを実体験に基づいて感じることができたのは、それこそこのカリキュ

ラムの効用であったと言えよう。

インターネット上でのコミュニケーションができるという能力は、それ自体が、か

なり高いレベルの情報化社会への適応力を示している。まず第1に、「やっかいだな」

と思う気持ちを乗り越えて、コミュニケートしたいという欲求が機器操作のハードルを

乗り越える。第2にコンピュータを介しての対話型の会話が成り立っている。高度情報

化社会においてコンピュータを介した対話型の会話から入っていくコミュニケーション

活動の比重が高くなりつつある。また、会話というものはそれ自体個人的な関係を作

り出す。コンピュータを媒介とした新しい人間関係を経験し、しかも、国境を越えた新

しい人間関係を経験しているわけである。これを、第3の点として指摘する。「2.3 実

践から得られた知見（1）：コンピュータコミュニケーションと対人認知」における知

見「受講者は英語を利用してのコミュニケーション及びインターネットを利用したコ

ミュニケーションに関して自信をつけたことがうかがわれる。」は受講者がまさに高い

レベルの情報化社会への適応力を獲得したことを示唆している。

より、パーソナルなコミュニケーションを望む人間は、文字を媒介としたコミュニ

ケーションに一種のもどかしさを感じるものと思われる。このような場合、音や音声

による情報の表現方法が望まれたことであろう。さらに、動きを伴った映像による表

現方法が望まれる場合もある。伝達されるデータがテキストデータだけでなく、様々な
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バイナリーデータをファイルという単位でやり取りすることが可能であれば、音声や静

止画像、動画像も容易にやり取りが可能になる。1990年代に入り、インターネットに

よってバイナリデータの交換が容易に出来るようになった。そのような状況にあって

は、文章作成だけでなく、音声や画像を交えて必要な情報を的確に表現する技術が必要

になってくる。

これまで述べてきたことからも、このような形式のインターカルチュラルコミュニ

ケーションの実践は実に多様な側面をもつ。情報教育、英語教育、国際理解教育、コ

ミュニケーションの対象としているcontentsに対する教育、自己学習能力の育成等々で

ある。いずれの年度の実践においても、どれ一つとして関連しないものはない。逆の側

から言えば、どういう教科なのかということになる。言いかえれば典型的な総合学習

のカリキュラムとも言える。また一方でこの学習は明確に情報教育としての特徴もも

つ。なぜなら、この学習環境はインターネット上に存在する学習環境であるからであ

る。このような環境を使いこなす能力を育成したいならば、その環境を必要とする現実

の場面を学生に提供しなければならない。また、それを学校の場面に埋め込まねばな

らない。学校自身がそのような環境を必要としなければ学校の中のカリキュラムに反映

させることはできない。そのためには、学校自体が学力観、学習観の見直しを行わね

ばならない。

ここで実践される学習の特徴は、performance（実行行為）を伴うということであ

る。100％主導権が教師の側にある講義型式の授業とは異なり、学習者をオーガナイズ

する一部に自分自信が含まれていることを自覚できる学習であることもこの特徴であ

101



る。またここで行われる実践は、それ自体意味のある目的をもっていることである。例

えば1996年度の実践においては、「日本の宗教」についてのウェブページを日米共同

で作成することであった。このような目的をもった具体的行動を実践する中で、そこか

ら派生する副次的産物のような形で教育の成果は確認される。通常教室の中で行われ

る学習行為とは形式的に異なる。ヒトが生活しながら学ぶことと類似している。

大学で行われる教育活動の中に、このようなカリキュラムを導入することは、大学

で学ぶ学力の中に、義務教育の改革の中で最近叫ばれている「生きる力」という概念を

延長することと似ている。

教育とは学習者のコンピテンスを増すように助けることであり、そのためには当該

の学習者の発達が促進されるような、豊かなやりとりが期待できる環境を整えてやるべ

きであるとする考え方がある。

外国語教育の場合を考えてみよう。せっかく外国語を学習しでも、それを使う機会

がなければ、その言語を使いこなせるようにはならないであろう。逆に、まわりの人が

みんなその言語を話すという環境に置かれれば、1～2年のうちにその言語を習得して

しまうであろう。ここで、全ての学習者を留学させることは、非現実的であるが、それ

に近い環境をつくることはできる。例えば、学校での生活で用いる言語を当該の外国

語で統一してしまうことである。それは、例えば先述のLAMBERT et al.（1973）のよ

うに英語を教えるのでなく「英語による教育」を行うことにより実現可能である。さ

らに一歩進めて学校という場のかわりにインターネットという場を設定することはどう

102



であろうか。教え込みではない英語教育の場がインターネットによってある程度実現可

能であることが本研究で明らかになって来た。

三宅（1985）は、上記の「豊かなやりとりが期待できる環境」の意味を「機能的学

習環境」という見解から説明している。三宅によれば機能的学習環境とは、「その中で

生徒は生徒なりに、今、なぜ、どうしたらいいかがわかり、しかもそのことが十分生徒

の興味を引くことであり、かつ、その場での生徒の活動が、教師の口から見ても十分

教育的的価値のあるものであるような、教育的活動の場をさす。」とされている。これ

までに、プログラミング言語LOGO、テレビ番組とシミュレーションソフトとからなる

教材「ミミ号の航海」、「コンピュータ新聞」に代表されるコンピュータ通信を利用し

た作文学習などが、機能的学習環境の構成例として米国を中心に研究されてきている。

日本では、三宅（1985）、COHEN and MIYAKE（1986）、三宅・杉本（1990）が

機能的学習環境の研究例になる。

三宮（1990）は、電話、手紙、コンピュータの3条件を設け、各条件の被験者をそ

れぞれのメディアを介して別室の実験者と対話させ、この対話行動の分析結果から、電

話は相手から率直な考え、実際的なアイディアを引き出しやすいが、話の冗長度・逸脱

度も高い。手紙はほぼ逆の傾向をもつ。コンピュータによる実時間のコミュニケーショ

ンは、論のまとまりの良さでは手紙に近いが、電話と同様に双方向性、応答性を感じ

させやすいという見解を出している。コンピュータを介した対話行動の分析は、コン

ピュータ通信の場を教育活動の場に利用する場合、その条件設定に重要な資料を提供

する。さらに、交信している相手との交流を通して互いの親近感はより深まるものであ
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が、文字によるコミュニケーションを補完する適切な多メディアの利用方法の研究が必

要である。

コンピュータ支援による共同作業の研究は、通信機器とコンピュータを統合したシ

ステムの開発が盛んになると共に浮上してきた新しい研究テーマである。インターネッ

トを利用した教育は1対1、1対多、あるいは、多対多のコンピュータ支援型共同作業の

場であることからCSCWの研究の観点から眺めることもできる。情報媒体の特性がコ

ミュニケーションに及ぼす影響はこのような研究の重要な解決課題である。
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第3章 eラーニング主体の大学通信教育課程の設立と実践

3.1 はじめに

前章においては、インターネットの特長のうち、特に「場所を選ばない」という特

性を活かし、国境を越えた国際共同カリキュラムの実践についてその概要と評価につい

て論じてきた。また、インターネットは機能的学習環境を提供する媒体になりうること

を示した。限られた実践例ではあるが、インターネットは高等教育を実践する場となり

得ることが提示できたと考える。インターネットの「場所を選ばない」という特性は、

国際化の他に、国内にあっても通学の手間を省くという利点につながる。その意味にお

いて、通信教育への適用の流れは当然のものであったと言えよう。また、インターネッ

トの通信基盤が21世紀に入ってからのADSLや光ファイバーの普及で劇的に進化し、そ

れに伴いインターネットを経由して流れるコンテンツが、文字や静止画中心から、音声

や動画に変化してきた。前章が1990年代のナローバンドのインターネット時代におけ

る高等教育の実践報告の側面があったのに対し、本章はブロードバンドインターネット

時代における高等教育の実践報告の側面も持つであろう。

前章では、ある程度実験的にコントロールされた環境の中での実践に関して論じ

た。本章では、前章で述べた実践の実際の高等教育現場への大規模な適用の報告として

広帯域でのインターネットへの常時接続が一般的になってきた2003年春に開設され

た、早稲田大学人間科学部通信教育課程（eスクール）を例にとり。その完成年度まで
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の状況を報告し、 OECD教育研究革新センター（2006）、 田口・吉田（2005）を基

に、eラーニング取り巻く課題を整理し、それらの課題にeスクールはどの様に対応して

いるかを述べるとともに、高等教育の質保証の観点から、齋藤（2008）のeラーニング

の付加的基準に照らし合わせて、実践状況の整理をおこなった。
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3.2 eラーニングを取り巻く課題

3.2.1 OECD教育研究革新センターの調査結果によるeラーニング発展の障害

国際的な比較としてOECD教育研究革新センター（2006）はOECD加盟11ヶ国と

OECDに加盟していない2ヶ国から選ばれた19の教育機関に対し2003年に実施したe

ラーニングの国際的なトレンドと実務に関する理解を高めることを目的とした詳細な調

査の結果を分析している。その中でeラーニング発展の障害を「グッドプラクティスや

プロトコルの欠如」、「職員の課題」、「個々の教育機関に特有の課題」に分類し

た。さらに、それぞれにおける具体的な課題を、「グッドプラクティスやプロトコルの

欠如」に関しては「オンライン教育に関する様々な形式／選択における、広く認められ

た『グッドプラクティス』の欠如」、「広く認められた財務計画とeラーニングの持続

可能に関する『『グッドプラクティス』の欠如」、「広く認められ、国際的に採用され

るeラーニングの技術的なプロトコルとインフラストラクチャの不在」の3項目として挙

げ、「職員の課題」に関しては「変化に対する教員／職員の抵抗」、「上級管理職の関

与の欠如」、「教育よりも研究の方が高い社会的評価と多額の報酬を得られるという

認識」、「教員／職員の時間の不足」、「適切な技術を持った専門職員（例えば、

ウェブデザイナやインストラクショナルデザイナ）を必要な人数だけ採用することに伴

う困難」の5項目として挙げ、「教材／資源の不足」としては「質の高いeラーニング教

材を開発する、適切で効果的な方法の不在」、「資金／資源の不足」の2項目を挙げて

いる。また「個々の教育機関に特有の課題」としては「地域的なeラーニング開発の枠
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みと、適切な地域的ICTインフラストラクチャの欠如」、「授業料の不在」、「『キャ

ンパス間の能力』の欠如（親大学の各地のキャンパスにおけるeラーニングへの関心や

経験が一貫していないことなど）」、「eラーニングに（教育的な意味で）『大学で行

われる伝統的な学習の最良のもの』と同じ水準を保証したいという望み」、「独自に

学位を認定する権限が親機関からあたえられていないこと」、「eラーニングの発展に

おける機関の実績をより明確化する必要性」、「遠隔学習はいまだに社会から教育の

有効な手段として幅広く受け入れられていない」、「高等教育やより一般的な経済に及

ぼすICTの長期的影響に対する。利害関係者の懐疑的態度」を挙げている。これらは、

eラーニングを取り巻く国際的な課題と捉えることができる。
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3.2.2 国内におけるeラーニングの課題

国内におけるeラーニングの課題に関しては、田口・吉田（2005）が2003年11に、

メディア教育開発センターが1999年度より毎年実施している「全国高等教育機関にお

けるマルチメディア（IT）利用実態調査」のうち、2003年度にインターネットを利用

した授業の配信を「行なっている」または「行うことを計画している」と回答のあった

部局を対象にeラーニングの展開状況、個別のeラーニング授業の具体的状況、eラーニ

ング実施の課題に関しての調査用紙を配布し調査を実施した。配布対象は293大学（全

て4年制）、506部局であり、回収率は56.7%であったと報告している。その中で、e

ラーニング実施の課題について、eラーニングを実施した経験のある部局（N=96）と

経験のない部局（N=170）に分類し、表12（本稿では表6）の18項目がどの程度課題

になっているかについて、「よくあてはまる」「あるていどあてはまる」と回答した機

関の割合を集計した。

田口・吉田（2005）の表12（本稿では表6）において、eラーニングを実施した経験

がある部局の半数以上が課題として認識している以下の8項目「教材作成やシステム運

用のための予算が十分にない」、「著作権の処理などで不安や困難がある」、「教員

やTAに、eラーニングを授業を行うためのスキルが不足している」、「電子掲示板での

議論活動を成績評価に反映させる方法が確立していない」、「教員の積極的な協力が得

られない」、「対面授業による実験や実習に取り組めないため、十分な教育が行えな

い」、「TAなどの学習の支援者が十分に用意できない」、「遠隔地受講者に、図書館
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などのキャンパス施設と同等の環境を保証することが困難である」は特にeラーニング

実施に関する重大な課題といえよう。
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表6. eラーニング授業実施上の課題（％）（田口・吉田2005より表12）

Japan Society for Educational Technology

NII-Electronic Library Service
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3.2.3 質保証の観点からの満たすべき基準

齋藤（2008）は、大学改革、または質の向上という名のもとに、多くの大学がe

ラーニングを導入する一方で、高等教育の質保証の観点からは質の低い教育が現れる懸

念があることを述べるとともに、学位を授与する高等教育機関としての質保証の観点か

ら、遠隔教育やeラーニング（DE/eL）の質保証にアプローチし、従来の対面授業を想

定した質保証の基準との差分による、付加的な以下の基準を提示した。この基準は高

等教育機関がeラーニングを導入する際に満たすべき基準に他ならず、eラーニングの実

施者にとっては乗り越えるべき課題であるといえよう。

1. 教員・機関と学生間の物理的／精神的距離

1）学科や科目のDE/eLに対する適切さ

- 対面の授業と同等の教育成果が得られること・特に技術的な要素に注意が必要。

2）適切な教育提供の方法

- 教育提供方法がコース、学生、学習成果等に対して適切であること。マルチメディ

アや同期、双方向性が求められることもある。

- 教育提供は、学生の手元に届くまで教育機関が責任を負うこと。信頼のおける教育

提供の方法や代替手段が必要となる。

- 学習センターや教室を用いる場合には、 DE/eLにふさわしい施設設備があるこ

と。
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3）資源の利用可能性

- 書籍、メディアなどの資源が学生の環境で利用可能であること。不可能であれば、

機関が責任をもって送出すること。

4）学生支援

- 遠隔地に居る学生であれ、全ての学生に適切な、キャンパスに通学するのと同等の

学習支援がなされること。なんらかの制約がある場合には、それを学生が登録す

る前に周知し、合意を得ること。

- DE/eLの教員／機関と学生間の物理的／精神的距離は学生の学習や修了の意欲を減

退させるため、学習動機を高める配慮をすること。

5）教員―学生間、学生―学生間の相互作用

- 教員―学生間、学生―学生間の相互作用を設計し、機能するよう努めること。相互

作用や学習コミュニティの形成は、学生の学習を促進させる。

2. 教授学習過程の不可視性

1）教授学習過程を可視化するシステム

- 質保証のために、学生の学習ログのような根拠資料を保持すること。そのために

は、LMS等のツールが有用である。
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2）学生の識別

- 学生が本人であることを、学習や評価の過程ごとに確認すること。DE/eLにとっ

て、「なりすまし」が最も懸念される問題であるため、それを防ぎ、授与される

単位や学位の質を保証することに最大限の努力を払うこと。

3）教職員の識別

- 同様に、教職員が本人であることを、教授や学習試験の過程ごとに示すこと。特に

サイバースペースでは、その対象が教員なのか、チューターなのか、それとも機械

応答なのかを示すこと。

4）情報の共有

- 入学生や在学生が、単位認定、伝統的大学への編入学、その他取得できる単位、資

格、学位に関するあらゆる事項に関し、明確かつ具体的な情報を入手できるよう

にすること。

- 単位や資格・学位が伝統的大学と同等とみなされない場合には、入学前にそれを周

知すること。
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3. 学生の多さ

1）教授者の支援

- 一般に1人の教員に多くの学生が割り当てられるため、教員を支援するシステムを

有していること。

- 質的にも、量的にも、教授者の支援にふさわしいチューターを配置していること。

教員と同等の指導に当たるのであれば、それに相応しい資格を有していること。

4. 高い技術的側面

1）学生の受信設備に関する利用可能性

- 入学生や在学生が、教育の受信に必要な設備機材について、明確かつ具体的な情報

を入手できるようすること。特に発展途上国では通信インフラが十分でないこと

もあるため、機関、学生とも配慮すること。

2）教育提供への適応

- 高度な技術を利用することのガイダンスやアドバイス、ときに訓練の機会が、教職

員と学生に提供されること。その責任は機関と学生双方にあり、必要とされる技術

については入学前に説明されていること。
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3.2.4 eラーニングの課題の整理

ここでは、3.2.1～3.2.3で言及したOECD教育研究革新センター（2006）が取りま

とめたeラーニングを取り巻く課題、田口・吉田（2005）が国内機関を調査して浮き彫

りになった課題、そして 齋藤（2008）によるeラーニングの付加的基準の各項目を整

理する。OECD教育研究革新センター（2006）は主として大学単位の組織運営者の視

点でeラーニング発展の障害をとりまとめているのに対し、 田口・吉田（2005）は部

局といったより現場の実施者を対象とした調査であり、項目に偏りがある。その一方

で 齋藤（2008）は高等教育の質保証の観点から、eラーニング実施の際の必要要件を

付加基準としてまとめたものであり、高等教育機関を評価する立場で課題がバランスよ

く整理されている。

齋藤（2008）の付加基準をeラーニングの課題の観点から見直すと、各項目は「マ

ネジメント・教育機関全体の問題」、「eラーニングの技術的な問題」、「教育内容お

よび教育方法の問題」、「教職員組織の構造的問題」、「資源の問題」、「学生の問

題」という6つの課題に整理できるであろう。改めてOECD教育研究革新センター

（2006）および 田口・吉田（2005）をこの6つの分類に当てはめて、まとめたものが

表7である。

続く3.3節では、この6つの課題に照らし合わせ、早稲田大学人間科学部通信教育課

程の状況を概観する。
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表7. eラーニングの課題
（OECD教育研究革新センター（2006）、田口・吉田（2005）、 齋藤（2008）より）

OECD 田口・吉田 齋藤
（1）マネジメ
ント・教育機
関全体の問題

（2）教育内容
および教育方
法の問題

（3）eラーニ
ングの技術的
な問題

オンライン教育に関する様々
な形式／選択における『グッ
ドプラクティス』の欠如

情報共有

財務計画とeラーニングの持続
可能に関する『グッドプラク
ティス』の欠如
独自に学位を認定する権限が
親機関からあたえられていな
いこと
eラーニングの発展における機
関の実績をより明確化する必
要性
遠隔学習はいまだに社会から
教育の有効な手段として幅広
く受け入れられていないこと
高等教育やより一般的な経済
に及ぼすICTの長期的影響に対
する利害関係者の懐疑的態度
eラーニングに（教育的な意味
で）『大学で行われる伝統的
な学習の最良のもの』と同じ
水準を保証したいという望み

著作権の処理などで不安や
困難があること

学科や科目のDE/eLに対
する適切さ

電子掲示板での議論活動を
成績評価に反映させる方法
が確立していないこと

適切な教育提供の方法

対面授業による実験や実習
に取り組めないため、十分
な教育が行えないこと

教授学習過程の可視化

教材内容や評価方法などの
規範について、部局内での
合意形成が困難であること
対面授業と比べて、魅力的
な教育が行えないこと

国際的に採用されるeラーニン
グの技術的なプロトコルとイ
ンフラストラクチャの不在

ネット上の個人情報の取扱
に関して不安や困難がある
こと

適切な教育提供の方法
（学習センター等の適切
な施設設備）

質の高いeラーニング教材を開
発する、適切で効果的な方法
の不在

遠隔地受講者の本人確認が
難しく、出欠やテストでの
不正が心配であること

学生の識別と教職員の識
別

地域的なeラーニング開発の枠
組みと、適切な地域的ICTイン
フラストラクチャの欠如

遠隔地受講者の学習の進捗
状況の管理が困難であるこ
と
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OECD 田口・吉田 齋藤

（4）教職員組
織の構造的問
題

（5）資源の問
題

（6）学生の問
題

十分な通信を行うための通
信帯域や設備が用意できな
いこと
コンピュータの技術的トラ
ブルが多く、安定した教育
活動を提供できないこと

上級管理職の関与の欠如 教員の積極的な協力が得ら
れないこと

学生の多さに対する教員
への支援、チューターの
支援

変化に対する教員／職員の抵
抗

教員やTAに、eラーニング
を授業を行うためのスキル
が不足していること

教育よりも研究の方が高い社
会的評価と多額の報酬を得ら
れるという認識

科目の履修や単位の発行に
ついて、従来の教務事務と
の連携が困難であること

適切な技術を持った専門職員
（例えば、ウェブデザイナやイ
ンストラクショナルデザイ
ナ）を必要な人数だけ採用す
ることに伴う困難

資金／資源の不足 資源の利用可能性（書
籍、メディア等）

教員／職員の時間の不足 学生の受信設備の利用可
能性

授業料の不在
教材作成やシステム運用の
ための予算が十分にないこ
と
TAなどの学習の支援者が十
分に用意できないこと
遠隔地受講者に、図書館な
どのキャンパス施設と同等
の環境を保証することが困
難であること
学生の単位取得までの学習
継続が困難である

学生支援（遠隔地への）

履修及び利用を希望する学
生が少ない

学生支援（精神的距離を
補うための学習動機等）
関係者間の相互作用
教育提供への適応
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3.3 eラーニングを取り巻く課題と早稲田大学人間科学部通信教育課程

3.3.1 早稲田大学人間科学部通信教育課程の概要

2003年4月1日に、早稲田大学人間科学部は改組を実施した。それは、従来の人間基

礎科学科（入学学生定員100名)、人間健康科学科（入学学生定員160名)、スポーツ科

学科（入学学生定員240名)のうちスポーツ科学科をスポーツ科学部（入学学生定員400

名)として独立させ、人間科学部を人間環境科学科（入学学生定員200名）、健康福祉科

学科（入学学生定員200名）、人間情報科学科（入学学生定員160名）の3学科に再編

したものであった。その際、人間科学部に専らインターネットを介したeラーニングに

よる教育のみで学士号が取得可能な通信教育課程を併設した。

この早稲田大学人間科学部通信教育課程（通称eスクール：以下eスクールと略す）

のカリキュラムは通学制のカリキュラムを踏襲し、専任教員組織も全く同じである。授

業の内容は（即ちeラーニングコンテンツ）は通学制での教室での授業を専門のスタッ

フが収録し編集したものを基本とし、一部はスタジオで収録した授業風景を利用し

た。また、一般的な通信教育課程とは異なり、授業は通学制に準じて学期期間中に通

学制での進捗に合わせて、毎週新たなコンテンツが配信され、教育コーチと称されるメ

ンターが担当教員と一体になって授業運営を行っている。学生数は毎年ほぼ150名であ

り、そのほとんどが30代、40代の社会人である。
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3.3.2 早稲田大学人間科学部通信教育課程の沿革

早稲田大学は創立のわずか4年後の明治19年（1886年）、正規学生以外の校外生を

対象に「早稲田講義録」の発行を開始した。「早稲田講義録」は昭和32年（1957年）

まで刊行され、270万人がそれで学び、その中には津田左右吉など本大学や日本を代表

する著名な研究者・学者も数多く含まれている（早稲田大学出版部 1978）。各地で開

催された「巡回講話」とならび我が国の生涯学習の歴史に特筆されるものといっても過

言ではないであろう。

1949年以降早稲田大学は、新制大学として社会人教育は専ら夜間開講の第二政治経

済学部（1973年廃止）、第二法学部（1973年廃止）、第二文学部、第二商学部

（1973年廃止）、第二理工学部（1968年廃止）及び1966年設置の社会科学部（1998

年より昼夜開講）が担って来たが、新制大学としての通信教育課程は設置していなかっ

た。 

アメリカでは1990年代半ばより高等教育機関でインターネットを利用したeラーニン

グが活発に活用され始め、特に遠隔教育においてはフェニックス大学が積極的にeラー

ニングを活用し成功している（吉田 2002）。我国においては2004年4月に国立大学が

法人化され、各大学が教育に関しても特徴を出すことに力を入れ始めたことから、e

ラーニングや遠隔教育に関心が高まっている（清水 2004）。そして信州大学や長岡科

学技術大学では学部単位での組織的なeラーニングによるカリキュラムの提供が行われ

始めており、特に2002年に開設された信州大学インターネット大学院では博士前期課

程をインターネットによる授業の履修のみで修了することが可能である（不破ほか 
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をインターネットによる授業の履修のみで修了することが可能である（不破ほか 

2004、植野 2004）。

2001年3月の文部科学省大学設置基準等の改正は一種のeラーニングである「イン

ターネット等活用授業」を「メディアを利用して行う授業（遠隔授業）」の一つと位置

づけ、そのことによって大学通信教育課程では卒業に必要な124単位全てを「インター

ネット等活用授業」で充当することが可能になった（清水 2002）。また総務省によれ

ば、我が国のブロードバンドの累積加入者数は2003年3月末時点でおよそ690万人

（DSL：6,589,867人、FTTH：305,387人）となっていた。このブロードバンドの普

及により一般家庭に対し高品位な動画像の配信が容易になってきたという背景もあっ

た。そして、既に早稲田大学では1999年発足したデジタルキャンパスコンソーシアムで

の取り組みや2001年から文学部を中心にスタートしたオンデマンド授業（オンデマン

ド・ストリーミングを活用した授業配信）の積極的活用の中でインターネットを活用し

た授業に関し様々なノウハウが蓄積されていた。それとともに配信システム等のインフ

ラストラクチャーの構築が行われていた（松岡 2001）。全国に先駆けて「インター

ネット等活用授業」のみで卒業可能な大学通信教育課程を開設できたのもこのような

蓄積があったからである。

一方早稲田大学人間科学部は1987年に設立されたが、その設立の動機の一つとし

て、21世紀に向かって多くの社会問題が生じて人間性が著しく損なわれつつあるとい

う認識があった。早稲田大学では、これを緩和ないしは回復するための人間科学を高

く標榜し、人間に関わるあらゆる問題を学際的に教育研究できる人物を養成しようと
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する高い理想を掲げたのである。早稲田大学人間科学部は当初、現代社会が抱える諸

問題の解決、あるいは持続可能な社会の構築に向けて、細分化された個別の科学分野

の深化とは異なったアプローチとして、総合性や学際性を重視する教育研究が求められ

ていた。その後、特に最近の10年間における世界や日本の社会の急速な変化は、早稲

田大学人間科学部の教育研究の内容に大きな変革をもたらすことになった。そこで、こ

れまでに蓄積してきた教育研究の成果から発展してきた新たな分野を再整理し、それを

新たな教育研究の目標とすることとした。具体的には「環境」「健康・福祉」「情

報」という21世紀の緊急の課題に取り組むこととした。

「環境」「健康・福祉」「情報」に関わる問題意識は、社会人一般に共通であると

思われる。特に、職業人として、あるいは家庭を守る立場の者としての問題意識は実際

に積んできた様々な経験故に社会人経験のない生徒に比べて、より深く、より切実なも

のであると考えられる。その一方で、その問題に立ち向かうための手法を学習する機会

は限定されたものであった。上述したADSL等に代表されるインターネットへのブロー

ドバンド接続の普及や大学設置基準の改正は、自宅に居ながら、いつでも好きな時間に

授業に参加し、在宅のまま大学を卒業することを可能にした。

このような状況のもと「環境」「健康・福祉」「情報」に関わる高い問題意識を有

する社会人に、問題解決のための学術的、技術的手段の学習の場を提供することが可

能となってきた。そして、早稲田大学は2003年4月に全国に先駆けて「インターネット

等活用授業」の受講のみで卒業可能な大学通信教育課程である人間科学部通信教育課

程（通称早稲田大学人間科学部eスクール、以下eスクールと記す）を設置した。
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3.3.3 マネジメント・教育機関全体の問題

まず、はじめにeスクールの組織体制の概要を述べる。その後に「3.2.4 eラーニング

の課題の整理（1）マネジメント・教育機関全体の問題」に上げた項目に関しeスクー

ルでの対応状況を概観する。

（1） eスクールの組織体制

eスクールは人間科学部の改組と同時に開設され、専任教員組織は一体化されてい

る。すなわち全ての専任教員（69名）はeスクールの授業担当者であり、通学制の授業

担当者でもある。教員の負担は、通学制と通信制のバランスを考え調整し、教員1人あ

たりの授業担当コマ数は早稲田大学の平均的な担当コマ数（週7コマ／年）とほぼ同じ

である。

また、人間科学部執行部の一員として専任教員の中からeスクール担当の教務担当教

務主任と学生担当教務主任をそれぞれ1名置き運営に当たっている。

事務及び授業コンテンツ制作／システム運用に関しては専任職員を2名eスクールに

配置する他は、通学制とは違ったノウハウが必要なため、早稲田大学が出資する会社

（以下、大学関連会社と呼ぶ）の専門家の派遣を受け運営している。この派遣されてき

た人材が中心となって、授業コンテンツの制作、授業配信システム／ラーニングマネー

ジメントシステム（LMS）の管理運用、後述する教育コーチの研修、人事管理、広報活

動を行っている。

制作に関しては人間科学部のある早稲田大学所沢キャンパス内にある専用のスタジオ

にディレクター（2名）、カメラマン（2名）、編集者（1名）、第三者著作物の利用許
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諾等著作権処理担当（1名）が常駐し、作業に当たっている。また、授業配信システム

／ラーニングマネージメントシステム（LMS）は、サーバを構築しホスティングしてい

る会社のスタッフとともに大学側の担当者3名を配置している。その他一般事務サポー

トとして3名が当たっている。このようにeスクールでは教員組織は通学制と同じなが

ら、eラーニング専門のスタッフを手厚く配置することにより無理のない運営が可能と

なった。

遠隔授業においては講義内容の提供者である教員の他に、遠隔授業を円滑に実施す

るための補助者が重要な役割を果たす。このような役割を果たすべく教育コーチを設定

した。また教育コーチは従来の大学通信教育課程においては添削指導員として位置づけ

られていた職を、「インターネット等活用授業」が主体のeスクールの授業実施形態に

合わせて解釈し直した職でもある。すなわち、教育コーチは教員と一体となり授業期

間中、学生との双方向性を保つべく電子掲示板システム（BBS）や電子メールでの質疑

応答の受付窓口となる役割を担う他、学習支援（指導・助言）といったメンターの役割

も受け持つ。教育コーチには学生からの問いかけに関し48時間以内の対応が義務付け

られているが、実際はほとんどの場合当日中に対応が行われている。

学期ごとに、教育コーチに就任する者は、「eスクールの全体像」、「カリキュラ

ム」、「インターネット上でのコーチング」、「LMS活用法」等に関して1日集合して

研修を受け、その後2週間実際のシステム上にある研修用授業コンテンツを利用して、

実際の授業運営に近いかたちでのオンライン研修を受ける。この研修プログラムや人材

募集等は、人間科学部監督の下、上述した大学関連会社が実施している。
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教育コーチは、授業担当教員の専門分野に近い研究者が当たるのが望ましいので、

担当する科目の担当教員の推薦により採用されることが多い。そして、教育コーチの主

体は早稲田大学の大学院博士後期課程に在籍している者である。なお2006年12月の時

点で教育コーチの登録者数は138名でそのうち55名が早稲田大学大学院人間科学研究科

に所属し、37名が早稲田大学大学院のその他の研究科、22名が他大学大学院、24名が

大学院を修了した後家庭に入っている主婦や科目に近い分野の専門家として活躍中の人

材である。この登録者の中から授業開講スケジュールや開講クラス数に合わせて、学期

ごとに具体的に科目／クラスを担当する教育コーチが担当教員との面接の後に決定され

ている。

eスクールの開設に当たっては専任教員の増員を行わなかった為に教員の大幅な負担

増が懸念された。教育の質を落とさずに教員の負担も最小限に抑えるべく、上述した

教育コーチ制度を制定した。この教育コーチ制度は非常に良く機能し、学生の評価も

2003年度の春学期、秋学期末に実施した授業評価アンケートによれば、「役割が明

確」、「BBSの運営が適切」、「科目に対する知識レベルが高い」、「発言や質問に対

する対応が親切」という項目でいずれも7段階評定で5以上と高評価を受けている（表

5）。このように、早稲田大学人間科学部通信教育課程においては、通学制と同じ教員

組織の下、各教員が平等な負担を担っている。また、eラーニング特有な事項に関して

は専門のスタッフ常駐で手厚く配置している。そして教育コーチを導入することにより

教員の負担が軽減すると共に、学生への手厚いサポートにもつながっている。
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（2） マネジメント・教育機関全体の問題への対応状況

「オンライン教育に関する様々な形式／選択における『グッドプラクティス』の欠

如（OECD）」に関しては、早稲田大学は1999年より遠隔教育センターを中心に全学体

制でeラーニング実施の基盤を整備してきた。また、正規科目として早稲田大学全体と

して2001年度にはオンデマンド授業を7科目（述べ受講者数926名）、2002年度には

17科目（述べ受講者数2,062名）を開講し、eスクール開講の2003年4月までにそれな

りのオンデマンド授業実践に関するノウハウを得ていた。

また、eラーニングでの教育をなるべく対面での教育に近づけることによって、既に

実行している通学制における教育モデルを基に教育を実践することが可能となる。即

ち、グッドプラクティスの対象がeラーニングだけにとどまらず、対面を基本とした高

等教育のグッドプラクティスを参考にすることが可能になっている。

「財務計画とeラーニングの持続可能に関する『グッドプラクティス』の欠如 

（OECD）」に関しては、早稲田大学では2001年度、2002年度に正規学生にオンデマン

ド授業を実施し、対面での授業と同等の教育効果があると確認がなされていた。同等な

教育内容に対しては同等の費用を基本に、通学制とほぼ同じ学費をeスクールで学ぶ学

生にも課している。そもそも、コンテンツ配信システムは早稲田大学全体のシステムの

中にあり、eスクールのために特別に構築したものではなく、また、コンテンツも通学

制での授業風景を基本としているので、コンテンツ制作のコストも最小限であって、コ

ストの大きい部分は教育コーチの人件費であるが、それは学生数に応じて増大するも

のであり、入学者が増加すれば学費収入も増加するので、教育コーチの人件費は十分賄
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えている。財務的な問題も、通学制を持ちながらeスクール運営することによって、通

学制のノウハウが活かせている。なお、同等な教育には同等な費用を徴収するという

基本方針にしたがい、eスクールの学費は人間科学部通学制の学生が卒業までに支払う

学費を卒業までに履修する平均単位数で除算したもの（2003年度は29,000円／単位）

を履修登録単位数に従い支払うものとしている。

「独自に学位を認定する権限が親機関からあたえられていないこと（OECD）」に関し

ては、eスクールは文部科学省の大学通信教育課程の設置審査を受けて設立されたお

り、eスクールの卒業生は学士（人間科学）が授与されるので、該当しない。

「遠隔学習はいまだに社会から教育の有効な手段として幅広く受け入れられていな

いこと（OECD）」や「高等教育やより一般的な経済に及ぼすICTの長期的影響に対す

る。利害関係者の懐疑的態度（OECD）」に関しては、eスクールの開設が早稲田大学全

体の決定および早稲田大学人間科学部の全教員の賛同のもと実施されたこと、また定

常的に入学志願者があることを考えれば早稲田大学においては過去のものとされてい

る。

「情報共有（齋藤）」に関しては、（1）で述べたようにeスクールは早稲田大学人間

科学部全体の中で運営や意思決定がなされ、また、eスクールの教務主任は早稲田大学

全箇所（学部、大学院、附属機関等）の教務主任が月に一度集まり議論をする教務主

任会のメンバーであり、eスクールの情報は早稲田大学全体で共有されている。

このように、早稲田大学人間科学部通信教育課程においてマネジメント・教育機関

全体の問題に関しては十分な対応がなされている。
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3.3.4 教育内容および教育方法の問題

本項ではeスクールの教育内容および教育方法に関してカリキュラム、履修モデル、

授業コンテンツについてその概要を述べ、その後に「3.2.4 eラーニングの課題の整理

（2）教育内容および教育方法の問題」に上げた項目に関しeスクールでの対応状況を

概観する。

（1）カリキュラム

カリキュラムは基本的には通学制に準じ、卒業必要単位数は124単位である。通学制

を含めた人間科学部のカリキュラムの特徴は、自学科／他学科にこだわらず自由に科目

が履修でき、それを卒業単位として認める点にある。実験調査研究法、演習、卒業研究

に関しても他学科の教員が実施する科目も履修可能であるが、これらの科目については

定員が定められているので、定員を超えた場合は自学科のものが優先される。専門講義

科目に関しては、定員は設けずに履修希望者数に合わせてクラスを開講している。カリ

キュラムを基本的に通学制と同一にすることによって、通学制の教室での授業風景を収

録しそれを元にeスクールの授業コンテンツを制作することが可能となった。このこと

によって教員の負担を最小限に抑えることが可能となった。

配当科目数は通学制が475科目であるのに対し、eスクールは341科目である。これ

は、科目選択の自由度が非常に高い人間科学部においては、通学制のカリキュラムが時

間割や教室サイズに影響され、ある程度多めに科目を設置しないと学生が必要な単位数

を登録できなくなるのに対し、eスクールでは時間割や教室サイズに影響されず科目登

録が可能になるので、ある程度科目を整理した結果である。
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eスクールの配当科目数は入学定員300名で設計した。eスクールでは学科横断的な履

修が可能であるので以下は学部全体で単純化した見積もりである。演習I,II及び卒業研

究は69科目設置するので1科目あたり平均4.3名である。そして実験調査研究法の定員

はおよそ20名と設定し設置科目数は59科目（半数づつを隔年で開講）である。学生は

卒業までにこの科目群より2科目履修しなければならないが300 × 2 ÷ 29 ≒ 20.7であ

るので収容可能である。また専門講義科目数は99科目で、卒業までに98単位（49科

目）以上履修する必要がある。300 × 49 ÷ 99 ≒ 148.5となり1クラス30名定員とすれ

ば平均5クラスを構成すれば収容可能という判断があった。

科目配当の特徴は通学制とも共通であるが、選択科目の履修に当たって自学科と他

学科の科目を区別しないことにある。極論すれば他学科の科目を履修するだけで卒業

することも可能である。ただし、実験調査研究法、演習、卒業研究には定員（実験調

査研究法20名程度、演習／卒業研究10名程度）が設定されており、自学科のものが優

先される。

eスクールでは様々なバックグラウンドを持つ多種多様な受講生を想定し、それに対

応したカリキュラムを構成する必要がある。その為に4年間でほとんどの学生が卒業す

る通学制とは異なる履修ステップを考える必要があった。我々は、通学制の年次に代

わる概念として「レベル」を設けることにした。レベルは4つに分かれ、各レベルは通

学制の各年次に対応するが、上位のレベルに進むためには下位のレベルで指定された

科目区分の指定単位数を取得する必要がある。
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レベル1

レベル1での必修科目は、統計学Ⅰ・Ⅱ（各2単位）、英語ⅠA・ⅡA・ⅠB・

ⅡB（各1単位）、専門科目（1３科目26単位）となる。これら科目の単位取得

（合計３4単位）をもって、レベル2配当科目を履修することができる。

　

レベル2

レベル2での必修科目は、実験調査研究法（2科目8単位）専門科目（1３科目

26単位）となる。これら科目の単位取得（合計３4単位）をもってレベル３配当

科目を履修することができる。

　

レベル３

レベル３での必修科目は演習（2科目8単位）、専門科目（10科目20単位）と

なる。これら科目の単位取得（合計28単位）をもってレベル4配当科目を履修す

ることができる。

　

レベル4

レベル4での必修科目は卒業研究（8単位）、専門科目（10科目20単位）とな

る。

　

レベル1～4の単位取得（合計124単位）をもって卒業となる。
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通学制では外国語（ドイツ語、フランス語、中国語、スペイン語、英語）の任意の2

カ国語計8単位を必修としているが、eスクールでは英語のみ4単位の必修である。また

通学制での2科目8単位選択必修である実験調査研究法（科目群）の配当年次が1～3年

次であるのに対しeスクールでは2年次に当たるレベル2での配当となる。

　 eスクールにおける授業は。教員による講義及び課題の呈示とBBSを用いての質疑応

答や討議によって成り立っている。したがって、eスクールでは学生の講義へのBBSを

介しての主体的参加が不可欠である。これは、教員・教育コーチ及び学生間の相互作用

を前提とした教育システムであるともいえる。具体的な講義の授業実施法については、

以下のように行った。

　

i. 英語教育

通信教育課程における外国語教育科目は英語のみとする。英語科目はレベル1におい

て4単位（2科目）を履修する必要がある。

株式会社エスブイ・インタラクティブ・コミュニケーション（h t t p : / /

www.svic.co.jp/）が提供するCD-ROM教材とチュートリアルシステムを用いて授業を

実施し、早稲田大学人間科学部の英語担当教員グループが評価を担当する。SVIC社の

学習システムは、世界各地に在住する英語のネイティブスピーカーがチューターとし

て、学生一人一人に対し電子メールによる読解／作文の訓練、電話による聴解や会話の

訓練を担当する。全てのチューターは修士号を持つ英語教育の専門家である。成績評価
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にあたってはチューターが提出する学習者の学習履歴とチューターの報告書を参考に英

語担当教員グループが学生一人一人の合否を判定する。

　

ii. 統計学

統計学はレベル1において4単位（2科目）を履修する必要がある。実験、テスト、調

査等の方法論の中核として、また質的量的データの理解と処理の基礎的リテラシとし

て、統計学を必修科目とした。

　

iii. 専門講義科目

専門講義科目は半期で構成され、1科目2単位である。総科目数は99科目である。学科

ごとに配当する講義形式の科目である。通学制の1コマに当たる講義を15分程度からな

る複数セグメントに分け（1週分の講義は60分から90分）、毎週新たな授業コンテンツ

を配信する。授業コンテンツには電子掲示板システム（BBS）と課題提出システム、資

料配付システムが付属している。また、30名を単位として科目ごとにクラスを設定し、

クラスごとに1名の教育コーチを配置し、BBS討議の取りまとめ、レポートの添削指導

を実施する。人間情報科学科に若干科目が多く配置されているのは、教職課程（高等学

校情報科）対応の為である。
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iv. 実験調査研究法

基本的な実験、調査、解析法を習得させる科目群を設置し、実験調査研究法と称す

る。また科目によっては演習（ゼミ）に先立つプレゼミ的性格も持つ。実験調査研究法

は半期4単位の科目で、レベル2において2科目履修する必要がある。実験調査研究法は

全部で59科目あり、半数ずつを隔年で開講し、学生はそのうちの任意の2科目をレベル

2で履修しなければならない。

各研究領域の方法論のみではなく、その背景にある理論の基礎的知識も学習させ

る。これらの授業のクラスサイズは最大20名程度とし、BBSによる討議や、調査や課題

作成による研究手法の習熟に重点が置かれる。各クラスには教育コーチ1名が配置され

る。講義の配信、課題の提出等は全てオンラインで実施するが、一部器具を利用した

実験が伴う科目や対面での実施が必須な科目については、早稲田大学所沢キャンパス等

を利用して集中スクーリングを実施する。その場合でもスクーリングの日数は最小限

（2日程度）にとどめ必要な授業時間の確保はオンラインの授業によって行う。

　

v. 演習I, II

卒業研究の課題設定、希望研究領域の研究の現状への理解、研究の効率的な推進等

を図る演習を設置する。演習はレベル3において演習I（半期4単位）と演習II（半期4単

位）の2科目を履修する必要がある。演習は毎年全教員が担当し科目数はI、IIそれぞれ

69である。その実施方法は実験調査研究法に準ずるが、基本的には教員1名あたり2～3

名の履修者であり卒業研究とリンクした個別指導となる。
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vi. 卒業研究

特別の学修として卒業研究を必修とする。卒業研究は通年の科目で配当単位は8単位で

あり、演習同様科目数は69である。研究指導は、電話、電子メールの他、インター

ネットを利用したビデオ会議システムを利用して実施する。卒業予定者には2万字を目

安とした卒業研究論文の提出が義務付けられ。1月下旬に卒業研究に関する口頭試問が

実施されている。口頭試問は公開で行われ、3名以上の教員のもと20分で研究の概要説

明と質疑応答が行われる。卒業研究の合否は卒業研究論文及びこの口頭試問の結果で

総合的に判断される。また、海外在住あるいは障害等で口頭試問会場に来られない者

に対しては、ビデオ会議システムを利用して口頭試問を実施している。

vii. その他

eスクールでは高い動機づけ及び対面授業以上の手厚い指導を実現するために、クラ

スサイズを平均30名（専門講義科目）に設定し、クラスごとに教育コーチを1名置い

た。受講者が多い科目に対しては、クラス定員を増員するのではなく、クラス数を増加

させることにより対応する。クラスサイズ＝30名の根拠は、過去3年間（数十科目）に

わたる通学制での早稲田大学のオンデマンド授業の経験上、1人の教育コーチが余裕を

持って対応できるサイズが30名であったことからである。オンライン授業の先進国で

あるアメリカでは、オンライン学習は高い動機づけなしには長続きしないという事実

があること、もともと従来からの通信制がドロップアウト率が高いことを踏まえて、個
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別対応と学生間の相互学習を支援するという考えに立つものである。すなわち、メー

ル、BBS等を介して、教育コーチは、学業面を中心としたメンタリングを行っている。

また、学生のモチベーションを維持させることや孤独感からの開放に寄与すること

を目的に、BBSを学生対教員ばかりでなく学生同士のコミュニケーションの手段として

も活用し、対教員や、学生同士、卒業生との交流の場を提供していく。そして、専任教

員による担任制のホームルーム（定員30名）を設置しするとともに、ホームルーム担

当の教育コーチをホームルームごとに配置し、様々な学生支援の窓口としている。

また、図書館等の施設利用、奨学金の交付、課外活動の援助などの学生支援につい

ても、できる限り配慮している。
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（2）履修モデル

開設時に全科目のコンテンツを予め用意することは膨大なコストがかかる。学科ご

とに学生が受講すべき科目の履修モデルを設定し、それに合わせて完成年度までに毎年

新規に科目をスタートさせて行く方法が合理的である。99科目ある専門科目の内初年

度に開講した科目は34科目であった。また、他学科の専門科目の履修をモデルに組み

込むことにより総科目数を減らすことに成功している。なお、他学科専門科目の扱いに

ついては通学制でも同様である。

i. 人間環境科学科

表8は人間環境科学科に配当された科目一覧である。本学科においては、科学的・分

析的態度と人間行動の歴史的概観を基礎に、現代における人間行動と環境とのかかわ

りを多様な研究方法を用いて解明できるような人材育成を教育方針としている。また、

かかる問題については、文化・社会研究も不可欠であるが、語学などを含めた複合的

な能力を必要とすると考えられるため、この学問分野はレベル2までの学習を踏まえて

履修するように配当している。以上のような教育方針に則り、以下に示すような履修モ

デルを想定した。

専門講義科目に関しては、レベル1には理学系の科目（生態系科学、地域・地球環境

論、環境情報科学、地球環境システム論、脳の構造と機能、里山保全論）を多く配当し

科学的・分析的態度を育成するとともに、時間軸に沿った研究（考古学、ピラミッド
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文明論、エジプト文明論）など初学者に興味を抱かせやすいと思われる科目を配置して

いる。

レベル2には環境に対する人間の反応についての科目（建築人間工学、防災・安全

論、動機づけ理論、環境社会学、発達行動学）を多く配当し、様々なレベルでの環境

と人間のかかわり合いについて学習を深めさせる。

レベル3には文化・社会研究（文化人類学、ドイツ社会文化論、フランス文化論、社

会開発論）を中心に広い視野をもって研究する態度を学ぶ。

レベル2からは実験調査研究法、レベル3には演習（ゼミ）が教育の大きな中心に据

えられ、幅広いテーマの中からより具体的なテーマを選択し、その研究手法を深く学習

する。履修に関しては、自学科の専門科目をなるべく全部履修することを推奨しつつ、

より幅広い人間科学を研究するためにも1~2割程度の他学科科目の履修を行わせる。
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表8. 人間環境科学科配当科目一覧

西村： による大学通信教育課程の実践

ことは間違いないであろう。
　一般的な学習者が多くの科目を系統立てて履修して行
かねばならない場合は、彼らが初等中等教育で慣れ親し
んだ、既に長い歴史のある学校教育をモデルとした『キャ
ンパス』モデルによる の方が、学習ペースが
つかみ安く教育効果が上がると考えられる。また、この
モデルでは各科目ごとに週単位で学習者に何らかの課題
が出されるので、毎週の締め切りごとに課題をこなすこ
とで自然とペースメイクができてしまう。近年のブロー
ドバンドの普及により、高画質の動画を安価に配信でき
るようになり『キャンパス』モデル の実践が
現実的になってきた。

3.2　早稲田大学人間科学部 スクールの特徴
　早稲田大学人間科学部 スクールでは通学制のカリ
キュラムをほぼ踏襲する形で 科目の授業を『キャン
パス』モデル によって実施する。通学制での
授業風景を教室で収録したりスタジオで収録した授業を
編集し、デジタル授業コンテンツとしてストリーミング
サーバ上に置かれる。何れの授業コンテンツにも電子掲
示板システム（ ）と課題提出システム、資料配付シ
ステムが付属している。そして、 人を単位として各
科目ごとにクラスを設定し、クラスごとに 人の教育コー
チ（いわゆるメンター）を配置し 討議の取りまとめ、
レポートの添削指導を実施する。
　また、 スクールでは、学生の成績管理及びその活用

について早稲田大学遠隔教育システム（ ：
）を活用する。そして で管理

される学生の取得講義等の個人別情報を教員・教育コー
チが活用することが可能である。このことは、通信教育
課程がややもすればマスプロ教育の典型のように捉えら
れるが、個々の学生の履修状況を各教員が把握し、個別
化教育を保障するために活用されるものである。セメス
ター制をとるため、少なくともセメスターごとに個々の
学生に対しての形成的評価を行うことができ、きめ細か
い指導を行っている。従って、これらのシステム特徴か
ら教育水準の確保については、通学制と同等レベルの水
準が確保できていると考えている。
　具体的な成績評価ついては、 の投稿等授業参加の
アクティビティやオンラインによるレポート、オンライ
ン試験をもとに行うので、受講者はほとんどの場合在宅
のまま評価を受けることができる。成績はセメスターご
とに受講者に開示する。卒業研究の評価については、イ
ンターネット上のビデオ会議システムを用い研究内容に
ついての口頭試問を個別に実施する予定である。

3.3　各学科の特色
（1）　人間環境科学科
　表 は人間環境科学科に配当された科目一覧である。
本学科においては、科学的・分析的態度と人間行動の歴
史的概観を基礎に、現代における人間行動と環境とのか
かわりを多様な研究方法を用いて解明できるような人材

表 　人間環境科学科科目一覧
講義科目 実験調査研究法 演習Ⅰ、Ⅱ
英語Ⅰ アンケート調査法 エジプト文明論
英語Ⅰ イマジネール分析 移住論
英語Ⅱ ドイツ語圏社会研究法 家族社会学
英語Ⅱ プロトコル分析法 環境・行動研究
統計学Ⅰ 空間行動シミュレーション 環境管理計画学
統計学Ⅱ 行動発達研究法 環境社会学
エジプト文明論 質的調査研究法 環境心理学
ピラミッド文明論 職業社会学研究法 環境神経内分泌
ライフコース論 森林計測法 環境生態学
環境情報科学 地域社会調査研究法 芸術創造論
環境心理学 地球環境シミュレーション 建築人間工学
生態系科学 都市社会学研究法 現代史における日独社会
地域・地球環境論 動機づけ心理学研究法 行動発達研究
地球環境システム論 内分泌実験調査法 社会人類学
脳の構造と機能 表象文化研究法 職業社会学
里山保全論 物質文化研究法 人口学
コミュニケーション論 流域管理研究法 水環境科学
異文化間教育論 地球環境科学
建築人間工学 都市社会学
憲法 動機づけ
職業社会学 日本文化研究
動機づけ理論 比較社会論
発達行動学 文化人類学と世界
防災・安全論
ドイツ社会文化論
フランス文化論
環境管理計画学
考古学
社会開発論
生態人類学
発達心理学
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ii. 健康福祉科学科

表9は健康福祉科学科に配当された科目一覧である。本学科では、心身の健康と福祉

を教育研究の基盤とし、医学、工学、教育、経営、行財政、エシックスなどの分野から

理論的、実践的、総合的に教育研究を行い、心身の健康と福祉に関わる人材を育成す

ることを目標としている。また、健康と福祉を核とし、健康という視座から、生命科学

を捉えている。したがって、生命科学に関しては、バイオメディカル・サイエンス関係

の教員を充実させることによって、本学科における生命科学の教員の充実を図ってい

る。具体的には、発達生物学、解剖学（細胞生物学）、生理学（栄養学）などの基礎を

専門とする教員及び衛生・公衆衛生学、ヘルスプロモーション、予防医学、緩和医療

学、バイオメカニックス、健康管理学、など実践的応用を専門とする教員を配置してい

る。専門講義科目に関しては、履修モデルとしてレベル1には医科学系の科目（「心身

医学」、「発達生物学」、「細胞組織学」、「生理学」）を多く配当し科学的・分析

的態度を育成するとともに「、健康科学概論」や「バイオエシックス」等本学科で学習

を進める上で基本的な態度を養う科目を配置した。

レベル2・レベル3には「社会福祉制度」や「公的扶助論」等を含む社会福祉系の講

義を多く配置するとともに、より具体的/実践的な科目を配置した。

他学科と同様にレベル2からは実験調査研究法、レベル3には演習（ゼミ）が教育の

大きな中心に据えられ、幅広いテーマの中からより具体的なテーマを選択し、その研究

手法を深く学習する。履修に関しては、自学科の専門科目をなるべく全部履修すること
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を推奨しつつ、より幅広い人間科学を研究するためにも1～2割程度の他学科科目の履

修を行わせる。
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表9. 健康福祉科学科配当科目一覧

メディア教育研究　第 巻　第 号（ ）

育成を教育方針としている。また、かかる問題について
は、文化・社会研究も不可欠であるが、語学などを含め
た複合的な能力を必要とすると考えられるため、この学
問分野は 年次までの学習を踏まえて履修するように配
当している。以上のような教育方針に則り、以下に示す
ような履修モデルを想定する。
　専門講義科目に関しては、年次には理学系の科目（生
態系科学、地域・地球環境論、環境情報科学、地球環境
システム論、脳の構造と機能、里山保全論）を多く配当
し科学的・分析的態度を育成するとともに、時間軸に沿っ
た研究（考古学、ピラミッド文明論、エジプト文明論）
など初学者に興味を抱かせやすいと思われる科目を配置
している。
　 年次には環境に対する人間の反応についての科目（建
築人間工学、防災・安全論、動機づけ理論、環境社会学、
発達行動学）を多く配当し、様々なレベルでの環境と人
間のかかわり合いについて学習を深めさせる。
　 年次には文化・社会研究（文化人類学、ドイツ社会
文化論、フランス文化論、社会開発論）を中心に広い視
野をもって研究する態度を学ぶ。

　 年次からは実験調査研究法、 年次には演習（ゼミ）
が教育の大きな中心に据えられ、幅広いテーマの中から
より具体的なテーマを選択し、その研究手法を深く学習
する。履修に関しては、自学科の専門科目をなるべく全
部履修することを推奨しつつ、より幅広い人間科学を研
究するためにも ～ 割程度の他学科科目の履修を行わ
せる。
（2）　健康福祉科学科
　表 は健康福祉科学科に配当された科目一覧である。
本学科では、心身の健康と福祉を教育研究の基盤とし、
医学、工学、教育、経営、行財政、エシックスなどの分
野から理論的、実践的、総合的に教育研究を行い、心身
の健康と福祉に関わる人材を育成することを目標として
いる。また、健康と福祉を核とし、健康という視座から、
生命科学を捉えている。したがって、生命科学に関して
は、バイオメディカル・サイエンス関係の教員を充実さ
せることによって、本学科における生命科学の教員の充
実を図っている。具体的には、発達生物学、解剖学（細
胞生物学）、生理学（栄養学）などの基礎を専門とする
教員および衛生・公衆衛生学、ヘルスプロモーション、

表 　健康福祉科学科科目一覧
講義科目 実験調査研究法 演習Ⅰ、Ⅱ
英語Ⅰ バイオエシックス研究法 カウンセリング
英語Ⅰ バイオメカニクス研究法 バイオエシックス
英語Ⅱ ヘルスプロモーション研究法 ヘルスプロモーション
英語Ⅱ 緩和医療学研究法 リハビリテーション医学
統計学Ⅰ 健康福祉医療政策研究法 緩和医療学
統計学Ⅱ 健康福祉行政調査研究法 健康科学概論
バイオエシックス 健康福祉産業学研究法 健康福祉バイオメカニクス
健康科学概論 行動療法研究法 健康福祉マネジメント
細胞組織学 高齢者福祉研究法 健康福祉医療政策
心身医学 細胞組織学研究法 健康福祉行政
生理学 心身医学研究法 健康福祉産業学
体育実技Ⅰ 心理検査研究法 行動療法
体育実技Ⅱ 身体行動科学研究法 高齢者福祉
統計学Ⅰ 生体機能学研究法 児童福祉
統計学Ⅱ 生体発達科学研究法 障害者福祉工学
認知行動理論 認知行動療法研究法 心身医学
発達生物学 福祉医用工学研究法 生体機能学
エルゴノミクス 福祉医療科学研究法 生体構造学
学校カウンセリング 福祉教育研究法 生体発達科学
行動療法 福祉情報研究法 認知行動療法
児童福祉論Ⅰ 予防医学研究法 福祉医用工学
児童福祉論Ⅱ 臨床心理学研究法 福祉医療科学
社会保障論Ⅰ 福祉教育
社会保障論Ⅱ 福祉情報
心理学 予防医学
特別活動論 臨床心理学
福祉レクリエーション論
健康福祉産業工学
認知行動療法
老人福祉論Ⅰ
社会福祉援助技術各論Ⅰ
社会福祉援助技術総論Ⅰ
障害者福祉論Ⅰ
障害者福祉論Ⅱ
生活習慣病学
免疫学
公的扶助論
児童福祉論Ⅰ
社会福祉制度
地域福祉論
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iii. 人間情報科学科

表10は人間情報科学科に配当された科目一覧である。本学科では、情報・情報技術

をコミュニケーションのための手段としてとらえ、情報と人間、情報と社会のあるべき

姿を探求できるような人材育成を教育方針としている。具体的には、教育という営みを

対象とした研究を中核テーマの1つにおいている。したがって高等学校情報科教員養成

もまた本学科の重要な研究教育のテーマの一つである。本学科の入学者の多くは教職

課程を履修すると予想している。したがって、情報科教員養成カリキュラムにしたがっ

た情報教育の専門家育成が専門科目、実験調査研究法、演習を貫く一つの柱として想定

した。すなわち、レベル1・レベル2にITの基本的技能を修得させた後に、遠隔教育や

国際共同学習などの開発研究を通じて、情報に視座をおいた問題解決の理論と手法及び

現場的センスの習得を目標としている。この方針に沿って、ITの基礎技能を身に付ける

ことをねらいとした講義科目をレベル1・レベル2に配当した。それらの技能を発展さ

せ、それらの技能を教育実践と融合する科目としてレベル3の必修として演習を設置し

ている。そのレベル3での演習に必要な共通技能を身につけさせるべく、実験調査研究

法をレベル2に配当した。つまり、情報技術者の養成だけではなく、人間と情報とのか

かわりを具体的な教育という営みの中で探求できるようなカリキュラムを想定してい

る。したがって、履修モデルがIT関連と教育工学、人間工学等と並列的にみえるが、本

学科の特徴である、人間という視点から情報、技術を捉える人材育成には必要不可欠

な科目を各年次に配当した。
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例えば、情報科教員免許の取得は、既述したように本学科の履修モデルの1つの典型

と位置づけられる。なぜならば、本学科で配当する高等学校情報科教員養成対応の教

科に関わる科目群（「情報社会及び情報倫理」、「コンピュータシステム入門」、「情

報数理学」、「プログラミングI」、「プログラミングII」、「情報システム入門」、

「データベース」、「情報と職業」、「ウェブデザイン」、「情報通信ネットワー

ク」、「マルチメディア」等）は通商産業省産業構造審議会情報産業部会情報化人材対

策小委員会の平成11年度の情報処理試験制度の改革にともなう出題範囲のベースとな

る13区分の「情報処理技術者スキル標準」のうち「基本情報処理技術者」養成の為に

必要な科目とほぼ同じ内容となるように、特に財団法人日本情報処理開発協会中央情

報教育研究所が平成13年3月に策定した「IT技術者育成カリキュラム―基本情報技術者

―」に留意して構成されており、教職課程に従って当該科目群を履修してゆけば、自然

とITの基礎技能を身につけることが可能となるからである。また専任教員の研究テー

マの多くが教育工学等の教育学に関係の深い分野であることが教職課程の「教職に関

する科目」に相当する科目が多く配当される一因でもある。それゆえ、レベル1～レベ

ル3に配当される学科専門科目の内およそ7割は教職課程に必要な科目と一致するよう

にカリキュラムを構成している。また、教員免許取得を目的としない者においても、情

報・情報技術を使いこなす上で必須である上述したIT関連の科目群を履修するように

指導している。

カリキュラム上は、実験調査法及び演習が重要である。したがって、実験調査研究

法及び演習の履修については、それぞれ学科専門科目（他学科科目も含む）の取得済み
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単位数が基本的な履修条件としているが、最低、ITの基本的技能及び教育工学、人間工

学等の専門科目を履修することを求めている。この点については、科目登録の際に細か

いガイダンスを実施している。

教職課程対応科目の履修単位が要卒単位に繰り入れられ無理なく履修できるので、

人間情報科学科入学者の多くは高等学校情報科の教員免許取得を希望するものと思わ

れる。単位履修基準は学科専門科目36単位以上の履修を求めているが、人間情報科学

科では配当した年次に従って全ての人間情報科学科配当専門科目（78単位）を履修

し、残りを他学科配当専門科目（14単位）で充当することを典型的な履修モデルとし

ている。したがって、あとは、自学科にない教職課程対応科目として、レベル3に特別

活動論（健康福祉科学科、2単位）、レベル4に憲法（人間環境科学科、2単位）、総合

演習（人間環境科学科、2単位）、学校カウンセリング（健康福祉科学科、2単位）を

履修すれば教職課程の履修基準を満たす。また、残り6単位はレベル4に人間情報学科

に関係の深い3科目（コミュニケーション論（人間環境科学科、2単位）、異文化間教

育論（人間環境科学科、2単位）、動機づけ理論（人間環境科学科、2単位））の履修

により充当することを想定している。

実験調査研究法に関しては、例えば高等学校情報科の教員を目指すのであれば、

「情報コミュニケーション科学研究法」、「知識情報処理研究法」、「情報システム科

学研究法」、「教育情報科学研究法」、「インストラクショナル・デザイン研究法」、

「教育実践学研究法」、「教育データ解析法」等のコンピュータサイエンスや教育工学

関連の科目の中から2科目を選択し、レベル3にこの2科目の内いずれかの担当教員の担
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当する演習を履修することが一つのモデルとなる。また、認知・行動科学や人間工学を

研究のテーマにするのであれば、「情報処理心理学研究法」、「デザイン・色彩心理研

究法」、「認知心理学研究法」、「視覚機能特性の計測法」、「心理行動学研究

法」、「人間の応答特性」、「運動機能の計測評価手法」等の認知・行動科学や人間

工学関連の科目の中から選択することが基本となるが、より学際的な学習を希望する

ものは実験調査研究法の2科目をなるべく隣接しない分野から選択して幅広く学習して

いくことも可能としている。
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表10. 人間情報科学科配当科目一覧　

西村： による大学通信教育課程の実践

予防医学、緩和医療学、バイオメカニックス、健康管理
学、など実践的応用を専門とする教員を配置している。
　専門講義科目に関しては、履修モデルとして 年次に
は医科学系の科目（「心身医学」、「発達生物学」、「細胞
組織学」、「生理学」）を多く配当し科学的・分析的態度
を育成するとともに、「健康科学概論」や「バイオエシッ
クス」等本学科で学習を進める上で基本的な態度を養う
科目を配置した。
　 ・ 年次には「社会福祉制度」や「公的扶助論」等
を含む社会福祉系の講義を多く配置するとともに、より
具体的／実践的な科目を配置した。
　他学科と同様に 年次からは実験調査研究法、 年次
には演習（ゼミ）が教育の大きな中心に据えられ、幅広
いテーマの中からより具体的なテーマを選択し、その研
究手法を深く学習する。履修に関しては、自学科の専門
科目をなるべく全部履修することを推奨しつつ、より幅
広い人間科学を研究するためにも ～ 割程度の他学科
科目の履修を行わせる。

（3）　人間情報科学科
　表 は人間情報科学科に配当された科目一覧である。
本学科では、情報・情報技術をコミュニケーションのた
めの手段としてとらえ、情報と人間、情報と社会のある
べき姿を探求できるような人材育成を教育方針としてい
る。具体的には、教育という営みを対象とした研究を中
核テーマの つにおいている。したがって高等学校情報
科教員養成もまた本学科の重要な研究教育のテーマの一
つである。本学科の入学者の多くは教職課程を履修する
と予想している。したがって、情報科教員養成カリキュ
ラムにしたがった情報教育の専門家育成が専門科目、実
験調査研究法、演習を貫く一つの柱として想定した。す
なわち、 ・ 年次に の基本的技能を修得させた後に、
遠隔教育や国際共同学習などの開発研究を通じて、情報
に視座をおいた問題解決の理論と手法および現場的セン
スの習得を目標としている。この方針に沿って、 の
基礎技能を身に付けることをねらいとした講義科目を
・ 年次に配当した。それらの技能を発展させる方向
とそれらの技能を教育実践と複合した研究の方向とが

表 　人間情報科学科科目一覧
講義科目 実験調査研究法 演習Ⅰ、Ⅱ
英語Ⅰ インストラクショナル・デザイン研究法 インストラクショナル・デザイン
英語Ⅰ デザイン・色彩心理研究法 システム人間科学
英語Ⅱ 運動機能の計測評価手法 ノンバーバル行動研究
英語Ⅱ 教育データ解析法 メディアコミュニケーション
統計学Ⅰ 教育実践学研究法 安全人間工学
統計学Ⅱ 教育情報科学研究法 応用言語学
インストラクショナル・デザイン 視覚機能特性の計測法 感覚情報処理
コンピュータシステム入門 情報システム科学研究法 教育工学
プログラミングⅠ 情報処理心理学研究法 教育実践学
プログラミングⅡ 心理学的測定法 教育情報科学
教育原理Ⅰ 心理行動学研究法 教育情報工学
教育原理Ⅱ 人間の応答特性 情報コミュニケーション科学
教育心理学 知識情報処理研究法 情報コミュニケーション技術
教師学概論 認知心理学研究法 情報システム科学
情報社会及び情報倫理 情報処理心理学
情報数理学 色彩認知科学
生活支援工学 生活支援工学
統計学Ⅰ 生体機能測定学
統計学Ⅱ 知識情報処理
認知心理学 認知心理学

データベース
安全人間工学
基礎心理学
教育測定評価論
情報システム入門
情報と職業
情報処理心理学
色彩情報論
生徒指導・進路指導論
特殊環境応答論
ウェブデザイン
マルチメディア
遠隔教育論
教育メディア科学
情報と人間
情報通信ネットワーク
体育実技｣
感覚情報処理論
認知工学論
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（3）授業コンテンツ

従来、eラーニングコンテンツは図23のようなスパーインポーズ方式コンテンツが主

流であった。スパーインポーズ方式を採らなかった理由は詳しく後述するが、副次的な

ものとしては、コンテンツ作成コストを大幅に抑えることができた事が大きい。

eスクールでは通学制とカリキュラムを共有しているので基本的には教室の授業風景

を撮影し編集することにより授業コンテンツを作成することが可能である。その一方

カメラクルーの手配の問題等様々な理由から専用のスタジオで授業収録をすることも多

い。1回の授業は通学制の授業1コマ90分を基準としている。教室撮影のものでは学生

との質疑応答場面、学生が取り組む小テストの時間、授業内容とは直接関係のない連絡

場面などをカットすると、1コマ90分の授業が60分程度に短縮される。この約60分の

講義画像に、小テスト、レポート、BBS、関係資料などをLMS上に配置して、通学制90

分の講義内容に匹敵する授業コンテンツを構成している。スタジオ収録の講義の内容、

分量は教室収録のものに準じて制作されている。

eスクールでは教室収録の場合も、スタジオ収録の場合も、同じ専門の撮影スタッフ

により授業は撮影され、その後編集され、400ピクセル×300ピクセル、15コマ／秒で

Real Media用にエンコードされる。図22は実際に配信されている解像度での授業コン

テンツの1フレームであるが、黒板に書いた文字が読み取り可能な画像を配信すること

が可能である。また、ストリーミングで消費される帯域は384Kbpsである。従来の狭

帯域（56kbps）をターゲットとしたeラーニングコンテンツの作成では利用帯域を抑え

る必要があり資料を静止画として扱う必要があり、オーサリングシステム等を用いて教
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員の画像・音声と電子化された教材資料を統合化する作業が必要であり、それがeラー

ニングコンテンツを作成する大きな障壁となっていた。広帯域（ブロードバンド）を想

定するeスクールのコンテンツは黒板、OHPや教材提示装置でスクリーンに投影したも

の等、ビデオカメラで撮影可能なものであればどんなものでも取り込むことが可能で、

編集作業は不要な部分をカットしたり必要な部分を付け足したりするといった単純作

業のみである。エンコード作業も含めて授業を収録した翌日にはコンテンツの公開が可

能である。ほとんどの科目は開講の前年中にコンテンツの作成を済ませているが、時事

問題を扱うような科目では機動的に収録を行って配信している。また、通学制の1コマ

に対応する授業は内容の区切りで15分程度の数回分のファイルに分割されサーバに置

かれる。これは、15分程度であれば多少ネットワークが混雑しても再バッファリング

が起きにくいという事情とともに、講義コンテンツを改変する際に再収録部分を最小

限にできること、そして、テレビ番組的に15分程度に中休みを入れることで受講生の

疲労を低減させるねらいもあってのことである。

また、コンテンツに関し、それまでeラーニングコンテンツとして一般的であった図

23のようなスライドの隅に教員の姿を写すスーパーインポーズ方式を採らず、一般的な

テレビ番組のように1画面で表示するようにしたのは以下の理由による。
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図22. 授業コンテンツ例
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西村ほか（1997）は次のような実験を実施した。被験者は以下のように言語的なコ

ミュニケーションのベースとなるチャンネル（文字、音声）と相手の顔画像インタ

フェース、つまり非言語的コミュニケーションチャンネル（静止画像、動画像）を組み

合わせた6群及び対面群の計7群のいずれかで実験を行った。付加した画像の仕様は、

170 pixel x 128 pixel、16階調グレースケール、解像度72dpi、動画像の場合のフレー

ムレート平均約3fpsであったとしている。

（1）文字ベースによる実験群：被験者と交信相手（回答者）が文字言語でコミュニ

ケーションを交わす実験群（3群）である。

（a）T群（Text）：コンピュータ通信を利用して、被験者が交信相手 （回

答者）と文字のみで交信する。17名（男6名、女11名）。

（b）TP群（Text + Photo）：T群と同様の形式で交信し、かつ、コン

ピュータのモニタ上に交信相手の顔画像（静止画像）を付加する。15 名

（男7名、女8名）。

（c）TM群（Text + Movie）：T群と同様の形式で交信し、かつ、コン

ピュータのモニタ上に交信相手の顔画像（リアルタイムの動画像）を付加す

る。14名（男6名、女8名）。
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（2）音声ベースによる実験群：被験者が交信相手（回答者）と音声言語でコミュニ

ケーションを交わす実験群（3群）である。

（a）V群（Voice）：コンピュータ通信を利用して、被験者が交信相手 （回

答者）と音声のみで交信する。14名（男8名、女6名）。

（b）VP群（Voice + Photo）：V群と同様の形式で交信し、かつ、コン 

ピュータモニタ上に交信相手の顔画像（静止画像）を付加する。15名 （男9

名、女6名）。

（c）VM群（Voice + Movie）：V群と同様の形式で交信し、かつ、コン 

ピュータモニタ上に交信相手の顔画像（リアルタイムの動画像）を付加す

る。15名（男6名、女9名）。

（3）対面による実験群 F群（Face to face）：900mm程度の机を挟んで着席してい

る被験者と回答者が対面して、言葉を交わす（通常の会話スタイル）。17名（男9

名、女8名）。

この各群の被験者は回答者に対しそのプロフィール（予め尋ねるべき項目：趣味、

特技など43項目の項目のみのリストを渡されていた）を聞き出すように指示され、そ
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れに対し同一の回答者が同じ回答を行った。1日後、被験者に対し聞き出した回答をど

れだけ正確に思い出したか確認テストを行ない正答率（再生率）を求めた（図24）。
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　7つの各実験群間でプロフィール項目の選択の仕方に差異がなかったか、カイ

2乗検定を行ったところ、有意差は見られなかった（df=252, 2=90.510, n.s.)。
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図4.5　実験群別の再生率の平均値
エラーバーは95%信頼区間を表わしている。

　図4.5は各実験群の再生率の平均を示したグラフである。7実験群について1要

因分散分析を行った結果、有意であった（F(6, 100)=7.907, p<.05）。そこで、フ

ィッシャーのPLSD法を用いた多重比較を行った結果（表4.3）、T群に対して有

意に再生率が低かった条件は、TM群、V群、VP群、VM群、F群であった

（p<.05）。また、TP群に対して有意に再生率が低かった条件は、TM群、V群、

VP群、VM群、F群であった（p<.05）。これらの結果からも明らかな通り、T群

66

図. 24 実験群別再生率の平均値（エラーバーは95%信頼区間）

（西村ほか（1997）より）
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その結果、テキストのみによるコミュニケーションより、回答者の動画像を付与し

たものが有意（P < 0.05：フィッシャーのPLSD法）に20ポイントも再生率が落ちるこ

とが明らかになった（7群間に全体関してはF(6, 100) = 7.907, p < 0.05）。そして、

文字ベースに交信相手の動画像を付加したTM群が文字のみのT群や文字ベースに交信

相手の静止画像を付加したTP群に比べて再生率が低い要因は、動画像が文字情報への

注視を阻害したためと考えられるとしている。つまり、動画像が付加されたTM群では

動きのある交信相手の表情を見ようとして、文字情報に対する注視度が落ちたためとい

う解釈している

また、同じ画像付加という条件であるTP群は静止画像という動きのないものである

ため、TM群ほどは画像に目を向けることもなく、文字情報に対する注意が散漫になら

なかったものと考えられるとしている。この点は、視覚的に呈示した情報が視覚的干渉

によって再生が下がるという傾向を示したVan Dam and Brinkerink-Carlier（1991）

の結果と一致すると述べている。

上述した、西村ほか（1997）知見を考慮し、スパーインポーズによる発話者の動画

像の挿入は、視聴者の記憶再生にネガティブに働く可能性があるとして採用しないこと

にした。
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（4）教育内容および教育方法の問題への対応状況

まず「eラーニングに（教育的な意味で）『大学で行われる伝統的な学習の最良のも

の』と同じ水準を保証したいという望み（OECD）」について、（1）カリキュラム、

（2）履修モデルで概観したが、eスクールはカリキュラムや履修モデルは通学課程のも

のを踏襲している。そして、授業コンテンツ自体も通学制の教室授業を収録したものを

基本にしており授業内容も通学制と同等であり、教員学生間、学生同士のコミュニケー

ションにも配慮をしている。このようにeスクールは通学制での教育内容をできるだけ

同じ形で社会人に提供することを基本としており、「eラーニングに（教育的な意味

で）『大学で行われる伝統的な学習の最良のもの』と同じ水準を保証したいという望

み（OECD）」には応えられている。

「著作権の処理などで不安や困難があること（田口・吉田）」に関しては早稲田大学全

体の機関である遠隔教育センター内のコンテンツ管理委員会でガイドラインを定め、具

体的な処理に関してはeスクールの事務局の専門の担当者が当たっている。この10年間

で特に困難な事項はなかった。

「電子掲示板での議論活動を成績評価に反映させる方法が確立していないこと（田

口・吉田）」に関しては、CMSには個別の発言に対して点数を付与したり集計したりする

機能があり、その機能を用いて議論活動をシラバスの記載内容に法って点数化してい

る。

「対面授業による実験や実習に取り組めないため、十分な教育が行えないこと（田

口・吉田）」に関しては、確かにeラーニングのみだけでは十分な教育が行なえない分野
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が存在する。そのような分野でさえも、例えば解剖実習などを例に取れば、解剖前の予

備知識の確認や、実際の解剖風景を収録した手順の確認のコンテンツを用いて、対面の

時間を最小限にする工夫を行なっている。もちろん、eスクールではそのような科目は

選択科目として設置しており、履修を卒業条件とはしていない。

「教材内容や評価方法などの規範について、部局内での合意形成が困難であること

（田口・吉田）」に関しては、基本的に通学制に準じた方法で授業運営がなされているの

で、教材内容や評価方法などは通学制と同じであるので合意はとれている。「対面授業

と比べて、魅力的な教育が行えないこと（田口・吉田）」に関しても、対面授業のコンテ

ンツ化が基本であるので特に問題になっていない。

「学科や科目のDE/eLに対する適切さ（齋藤）」 については、利用する384kpsで配信

する300 x 400 pixel、15 fpsの授業コンテンツでは黒板の板書の文字が鮮明に映され

ていた。学生に対して実施したアンケートによれば、画質に関しては7段階評価（数字

が大きいほど高評価）で教室収録のものの最頻値が4、スタジオ収録のものの最頻値が

5であり、音質に関しては教室収録、スタジオ収録ともに最頻値が5であった（表11. 授

業評価アンケート分析結果）。 また、「適切な教育提供の方法（齋藤）」に関しては、 

授業コンテンツの内容は通学生に提供するものと基本的に同じものである。各科目／

クラスにはLMS（特にBBS機能）を用いて、双方向性を担保している（学生を直接サ

ポートする教育コーチには48時間以内で学生に対応するよう指示がなされている）。

また冗長性と帯域を持ったシステムを構築し、メンテナンス時を除き停止することなく

常時安定して授業コンテンツを配信している。そして、スクーリング（必修ではない）
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は、通学制が利用する施設を通学制の授業休業期間中に利用している。そして、「教授

学習過程の可視化（齋藤）」に関しては、LMSに学生ごとの学習履歴を表示する機能が

あり、ある程度の教授学習過程の可視化が実現できている。また、教育コーチは毎月

の作業内容を業務報告書として報告する義務を負っている。
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3.3.5 eラーニングの技術的な問題

ここではまず、eスクールで用いている配信システム／ラーニングマネージメントシ

ステム（LMS）の概要をのべ、その後eラーニングの技術的な問題に関する対応状況を

述べる。

（1）配信システム／ラーニングマネージメントシステム（LMS）

授業コンテンツばかりでなく、学生の学習活動の記録も残されるeスクールのシステ

ムは、ハードウエア構成は安定性、安全性を重視し基本的に機器は2重化し、入り口は

ファイヤウォールで守るよう設計した（図25）。また、384kbpsのストリーミングコ

ンテンツを遅延なく配信できるよう、インターネットバックボーンへの接続帯域は

100Mbpsとしている（300人同時アクセス試験を実施し良好な結果を得ている）。

また、システムを構成するサーバ群は、インターネットサービスプロバイダー大手で

もある企業が運営するデータセンターに設置され常時モニターされている。このことに

より、大学が独自で機器を管理運用する必要はなくなり、教職員の負担は大きく軽減

されている。

アクセスが比較的多い授業開始後すぐの2004年4月中旬から5月中旬のアクセス記録

をみると、ピークのアクセス数は1時間あたり77件（2004年4月25日22:00～23:00）

であり、そのときでも全く処理に遅延が起こらなかった。また、ストリーミングの消費

帯域は2004年度の年間を通じてもピーク値は10.78Mbpsであり、仮に完成年度に学生

数が2倍になっても十分対応できる帯域を持っていることが分かる。
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図25. システム構成図
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eスクールで利用するLMSは早稲田大学独自のものでOndemand Internet Class

（Oic）と呼ばれている。大学独自のLMSを利用した理由は早稲田大学の通学制のオン

デマンド授業用として開発され、通学制のカリキュラムを踏襲するeスクールと親和性

が高いこと、及び2001年度より文学部のオンデマンド授業に利用され実績があること

であった。

このOicには一般的なLMSが備えている、授業コンテンツ参照、資料配布、出席管

理、レポート受付、小テスト、電子掲示板（BBS）、学習履歴管理、アンケート等の機

能を持っている。特徴は各コンテンツが講義スケジュールに則った週単位の時系列順に

表示されることである。受講者は科目ページを開けば、現在どのコンテンツが参照可能

であるか、これからどのようなコンテンツの配信が行われるか、そしてどのような課題

が出されているか、今後どのような課題が出されるかが一目でわかるように設計されて

いる。その概要を以下に（1）（2）にまとめる。また、英語表示に切り替えることも

可能である。（図28）

i.  オンデマンド授業システムトップページ

ログイン後に表示される画面である。システム共通のメニュー、お知らせ、履修科目

の一覧等が表示される。（図26）
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ii. 科目ページ

各科目は1週間ごとに設定され、1週間に配信される授業コンテンツは1時間前後であ

る。また、各回はいくつかの章に分かれているので、何回かに分けて見ることも可能で

ある（図27）。
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図26. Oicトップページ

A. お知らせ：担当教員またはシステム管理者からの重要なお知らせを表示する。
確認もれのないようにするため未読のお知らせには「未読」が表示される。

・タイトルをクリックすると、お知らせの内容が表示される。
・お知らせの内容は、作成者の設定によりプロフィール情報として登録したメー
ルアドレスに対して、メールで通知される場合もある。
・お知らせは未読のもののみTOPページに表示される。掲示期間内の全てのお知
らせを確認するには、〔全お知らせを見る〕をクリックする。
　
B. 履修科目一覧：履修登録している科目が一覧表示される。科目名をクリックす
ることにより、その科目を受講するための画面（講義一覧画面）が表示される。
課題の参照、講義内容の参照、掲示板の利用、レポート課題の内容確認・提出、
アンケートの回答、小テストの回答等が行える。
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図27. 科目ページ

A. 課題：課題や参考資料等が提示される。「参照」ボタンをクリックする。
B. 授業コンテンツ：「講義」ボタンをクリックすると、その章ごとの講義が再生
される。
BBS：「参照」ボタンをクリックすると、BBSが表示される。書き込み期間外で
も閲覧することができる。
D. レポート機能他：レポート･アンケート･小テストもWeb上で行われる。
E. 学習履歴：出欠の状況やレポート提出状況等が確認できる。
F. バックナンバー：参照可能期間が終了した授業コンテンツを参照できる。
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図28. 英語表示による科目ページ
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（2）eラーニングの技術的な問題への対応状況

「国際的に採用されるeラーニングの技術的なプロトコルとインフラストラクチャの

不在（OECD）」、「地域的なeラーニング開発の枠組みと、適切な地域的ICTインフラ

ストラクチャの欠如（OECD）」に関しては早稲田大学では1999年に独自のシステムでは

あるが全学共通のLMSを構築しており、eスクールはこのインフラストラクチャを活用

して授業を実施している。また、「質の高いeラーニング教材を開発する、適切で効果

的な方法の不在（OECD）」に関しては、「3.3.4 教育内容および教育方法の問題（3）

授業コンテンツ」で述べたように、通学制の対面授業風景を高画質で収録することに

より効果的に質の高いコンテンツを制作している。

「ネット上の個人情報の取扱に関して不安や困難があること（田口・吉田）」に関して

は「（1）配信システム／ラーニングマネージメントシステム（LMS）」で述べたよう

にセキュリティーに配慮したシステムを構築をしており、特に問題はない。

「遠隔地受講者の本人確認が難しく、出欠やテストでの不正が心配であること（田

口・吉田）」に関しては確かに個々の科目に関してはなりすましなどの不正を完全に防ぐ

ことはできないが、卒業研究と卒業論文に関する対面での口頭試問が卒業要件になって

いるので、出口保証はなされている。

「遠隔地受講者の学習の進捗状況の管理が困難であること（田口・吉田）」に関しては

授業コンテンツは通学制に準じたタイミングで毎週配信され、またLMSには学生の学習

履歴を参照できる機能があり進捗管理を行うことは困難ではない。

166



「十分な通信を行うための通信帯域や設備が用意できないこと（田口・吉田）」に関し

ては「（1）配信システム／ラーニングマネージメントシステム（LMS）」で述べたよ

うに早稲田大学では十分な対応ができている。また「コンピュータの技術的トラブルが

多く、安定した教育活動を提供できないこと（田口・吉田）」に関しても、システムを多

重化して十分な冗長性を担保し安定して運用している。

「適切な教育提供の方法（学習センター等の適切な施設設備）（齋藤）」に関して

は、通学制のキャンパスのみならず早稲田大学が学生の利用のために開放している施設

はeスクールの学生でも利用可能である。また、口頭試問以外は全て在宅学習のみで卒

業できるようにeスクールは設計されているので、必ずしも学習センター等の必要性は

高くない。

「学生の識別と教職員の識別（齋藤）」に関しては早稲田大学が全教職員、全学生、

合計約5万人に提供するWaseda-net IDで個人情報を管理し、適切に識別ができてい

る。
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3.3.6 教職員組織の構造的問題

ここでは「3.3.3 マネジメント・教育機関全体の問題（1） eスクールの組織体制」

を再び参照し教職員組織の構造的問題への対応状況について述べる。

「上級管理職の関与の欠如（OECD）」 に関しては、eスクールでは学術院長（学部

長）の下にeスクール担当の教務主任を置き、その教務主任がeスクールの運営に責任

を負っている。eスクールの実績（経理も含めて）は、学術院長会（学部長会）や理事

会に報告され、早稲田大学の他箇所と同等な扱いをされている。したがって、 上級管

理職の関与の欠如 は存在しない。在学生数（約800名）から考えれば妥当な扱いであ

ると考える。

「変化に対する教員／職員の抵抗（OECD）」に関しては、eスクール設置のタイミン

グが、早稲田大学各学部の臨時定員増の解消に連動した学部の再編（人間科学部から

スポーツ科学部を独立させる：臨時定員増の一部をスポーツ科学部に割り当てる。）に

合わせて行われ、再編の際の毎週の様に行われた熱心な議論の末に全教員の同意が得

られ、eスクールの設置申請を文部科学省に行った。職員に関しては、制作に関係する

部分や教育コーチの管理運営、日常的な事務運営を早稲田大学の子会社に委託するこ

とにし、早稲田大学の管理職職員が統括を行っている。このように、関係する殆どの職

員はeスクールの立ち上げとともに運営に加わることになったので抵抗はあるはずもな

かった。

また「教育よりも研究の方が高い社会的評価と多額の報酬を得られるという認識

（OECD）」 に関しては、もしそのような認識が一般的であるにしても通学制に関しても
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同様であり、eスクールにおいて特別扱いする事項ではないと考える。 そして「適切な

技術を持った専門職員（例えば、ウェブデザイナやインストラクショナルデザイナ）を

必要な人数だけ採用することに伴う困難（OECD）」に関しては、人間科学部には教育工

学を専門とする教員が人間情報科学科に10名在籍し、またコンピュータ・サイエンス

を研究する教員も多い、これらの人間情報科学科の教員が核となってeスクールの基盤

を支えている。

「教員の積極的な協力が得られないこと（田口・吉田）」に関しては、早稲田大学人間

科学部の全教員が組織的に関与しており、十分な協力が得られている。また、「教員や

TAに、eラーニングを授業を行うためのスキルが不足していること（田口・吉田）」に関

しては研修を受けた教育コーチの十分なサポートがあり授業運営に支障はない。

「科目の履修や単位の発行について、従来の教務事務との連携が困難であること（田

口・吉田）」に関してはeスクールのオンデマンド授業も通学制の授業と全く同じ扱いな

ので従来の教務事務との連携に関しては問題は全くない。そして「学生の多さに対する

教員への支援。チューターの支援（齋藤）」に関しては30名のクラス定員制を取ってお

り、十分な支援ができている。
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3.3.7 資源の問題

ここでは、資源の問題に関する対応状況を概観するが、財政に関する問題（「資金

／資源の不足（田口・吉田）」、「授業料の不在（田口・吉田）」、「教材作成やシステム運

用のための予算が十分にないこと（田口・吉田）」）に関しては、「3.3.3 マネジメント・

教育機関全体の問題（2） マネジメント・教育機関全体の問題への対応状況」の「「財

務計画とeラーニングの持続可能に関する『グッドプラクティス』の欠如 （OECD）」に

関して述べたように、早稲田大学では2001年度、2002年度に正規学生にオンデマンド

授業を実施し、対面での授業と同等の教育効果があると確認がなされていた。同等な教

育には同等な費用を徴収するという基本方針にしたがい、eスクールの学費は人間科学

部通学制の学生が卒業までに支払う学費を卒業までに履修する平均単位数で除算した

もの（2003年度は29,000円／単位）を履修登録単位数に従い支払うものとした。学生

数に応じた学費収入が毎年見込めることになりeスクールは経済的に必要な資源は確保

できている。そして、「TAなどの学習の支援者が十分に用意できないこと（田口・吉

田）」に関しては「3.3.3 マネジメント・教育機関全体の問題（1） eスクールの組織体

制」で述べたように十分な数の教育コーチが配置できている。

「教員／職員の時間の不足（齋藤）」に関しては、通学制との同時運営、教育コーチ

の活用、事務業務の外部委託により、最小限に抑えている。確かに個別指導に近い形で

行われている、演習や卒業研究では相当な負担が教員に課せられているが、実際のとこ

ろ、入学生数をコントロールしているので、1人の教員が卒業研究を指導するeスクール

の学生は平均で2名を下回っている。
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「遠隔地受講者に、図書館などのキャンパス施設と同等の環境を保証することが困

難であること（田口・吉田）」、「資源の利用可能性（書籍、メディア等）（齋藤）」に関

しては、紙媒体へのアクセスは確かに困難であるが、早稲田大学図書館では積極的に電

子資料の充実を図っており、Web of Science、SciVerse Scopus、CiNiiを始め300以

上の学術電子ジャーナルの他、日経新聞（電子版）、朝日新聞（電子版）、Japan 

Knowledge（電子百科事典）と契約しており、eスクールの在学生でも早稲田大学が発

行するIDとパスワードで自宅から利用することが可能で、実際eスクールの学生の利用

も多い。確かに一般書を図書館から借りることは遠隔地の学生には困難ではあるが、

授業で必要で図書館でしか入手できない資料に関しては、教育コーチが著作権の範囲で

図書館で複写し郵送している。また「学生の受信設備の利用可能性（齋藤）」に関しては

我が国のインターネットの普及状況を勘案すれば現在では全く問題はなく、eスクール

では入学の条件としてインターネット環境が整っていることを要求しているので全ての

学生は受信設備が整っている。
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3.3.8 学生の問題

本項では、まず、eスクールに関して学生の構成、授業評価アンケートの結果、学習

状況、履修状況の現状を概観し、学生関する問題についてどのような対応がなされてい

るかを述べる。

（1）学生の構成

入学者は3,000字の志望動機書、1,000字の学習計画書を元に書類選考を行い、その

後二次選考として面接を実施する。高い学習意欲と学修に関する計画性を中心に書類審

査、さらに面接によって詳細にかつ総合的に判断し合否を判定している。

志願者に対する合格倍率は、2003年度は人間環境科学科1.33倍、健康福祉科学科

1.22倍、人間情報科学科1.38倍であり、2004年度は人間環境科学科1.38倍、健康福祉

科学科1.36倍、人間情報科学科1.32倍であった。また、2005年度は人間環境科学科

1.71倍、健康福祉科学科1.48倍、人間情報科学科1.51倍であり、 2006年度は人間環境

科学科1.57倍、健康福祉科学科1.26倍、人間情報科学科1.42倍であった。

2003年度入学生は人間環境科学科40名、健康福祉科学科85名、人間情報科学科44

名の計169名であり、その後2004年4月時点での在籍者数は164名、2005年2月時点で

は152名と1割程度何らかの理由で退学する者が出ている。また、2004年度入学生は人

間環境科学科35名、健康福祉科学科64名、人間情報科学科44名の計143名であり、そ

の後2005年2月時点では140名で退学した者は3名である。2006年度の在籍学生総数は

567名である。
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2004年春の調査の結果在学生の在住地は東京が292名中108名と大きな割合を占め

関東圏に在住している者はおよそ8割に上る一方、2～3名ずつではあるがほぼ各道府県

に在住している。現在海外在住者（いずれも日本国籍）はモロッコ1名、イギリス1

名、アメリカ1名、オーストラリア1名である。入学者の入学時点での年齢は30代以上

が約62%を占めるとともに約80%が職業を持っている（図29,30）。また男女比はほぼ

1:1である。そして在学生の約27%が既に4年生大学を卒業していることも特記されるべ

きことである。

一般にeラーニングでの学習は対面の場合に比べドロップアウト（中途棄権）率が高

い（大江 2008）、英国のオープンユニバーシティでは平均ドロップアウト率が60%近

いと言われている（松田・原田 2007）。そのような状況にあって 「3.3.3 履修状況」

で後述するがeスクール学生の平均単位取得率が約81%（ドロップアウト率19%）とい

う良好な値を得る一因は高い学習意欲と学修に関する計画性を基準に入学者を選考し

たことにあると思われる。
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図29. 2003年度入学者年齢構成
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図30. 2003年度入学者職業構成
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（2）授業評価アンケート

授業に関わるアンケート調査を学期末の2003年7月下旬及び2004年1月下旬にWeb

上のアンケートシステムを用いて回答者匿名かつ任意で科目ごとに実施した。回答件数

は、春学期末は潜在回答件数1,123件であったのに対し実際の回答件数は661件、秋学

期末では1,094件中569件であり有効回答率はそれぞれ58.8%、52.0%であった。

調査項目は授業コンテンツの品質に関するものの他、BBSに関することなど多岐

（43項目）に渡った（表11）。その中で特徴的なものは「授業全体について：全体と

してよく考えられていたか」が春学期5.6、秋学期5.8、「全体の印象として：役に立ち

そうか」も春学期5.6、秋学期5.8といずれも7段階で良好な回答を得られている。その

他の回答もおおむね良好で、授業に関しては十分学生の期待に応えられていることが分

かる。
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表11. 授業評価アンケート結果
付録　授業評価アンケート結果

分類 設問 平均
標準偏
差

分類 設問 平均
標準偏
差

5.6 1.2 2.7 1.5

5.8 1.1 2.6 1.4

5.2 1.2 4.6 1.2

5.3 1.1 4.9 1.1

4.7 0.9 3.9 1.4

4.6 0.9 4.5 1.4

4.6 0.8 4.2 1.3

4.5 0.7 3.9 1.2

4.8 1.3 4.7 1.3

5.3 1.2 4.9 1.1

5.1 1.2 4.0 1.4

5.5 1.2 4.3 1.3

4.0 1.0 5.1 1.4

4.0 0.7 5.3 1.2

4.6 1.0 5.0 1.3

4.8 1.0 5.3 1.2

4.5 0.8 5.6 1.2

4.4 0.8 5.8 1.2

5.4 1.2 5.4 1.2

5.6 1.2 5.5 1.2

5.1 1.2 5.4 1.3

5.4 1.3 5.9 1.2

4.0 1.3 4.8 1.2

3.9 1.0 5.4 1.2

4.0 1.1 6.0 1.2

4.0 0.9 6.3 1.1

4.4 1.1 5.1 1.3

4.6 1.1 5.5 1.3

4.5 1.4 3.0 1.6

4.7 1.4 3.4 1.4

4.0 1.0 3.5 1.5

4.1 0.9 3.9 1.4

4.2 0.9 3.4 1.5

4.2 0.9 4.0 1.5

4.7 1.0 4.2 0.6

4.7 1.1 4.2 0.6

4.1 1.5 5.4 1.3

4.2 1.5 5.7 1.3

3.9 1.0 5.6 1.2

4.4 1.0 5.8 1.2

5.1 1.3 4.6 1.3

5.4 1.3 4.9 1.2

※　上段は春学期、下段は秋学期の値 5.0 1.4

※　設問のカッコ内は左側が１、右側が７の７段階評定値 5.2 1.4

全
体
の
印
象
と

し
て

【設問43】:満足したか
（不満が残る－満足した）

【設問23】:教育コーチの発言数
（少ない－多い）

【設問22】:自分の発言数
（少ない－多い）

【設問27】:雰囲気
（発言しにくい－発言しやすい）

【設問26】:他の受講者の発言
（役に立たない－役に立つ）

【設問25】:参加する（見るだけも含む）こ
との負担
（小さい－大きい）

【設問24】:教員の発言数
（少ない－多い）

【設問29】:BBSの運営
（不適切－適切）

【設問39】:現在1クラスはおよそ30名で構
成されています。この人数について（少な
い－多い）

【設問38】:教員に仲間意識ができたか
（できなかった－できた）

【設問37】:教育コーチに仲間意識ができた
か
（できなかった－できた）

【設問36】:学生同士の仲間意識ができたか
（できなかった－できた）

【設問33】:BBSの運営
（不適切－適切）

【設問32】:役割
（不明確－明確）

【設問31】:発言や質問に対する対応
（不親切－親切）

【設問30】:科目に関する知識レベル
（低い－高い）

【設問42】:自信がついたか
（自信がつかない－自信がついた）

【設問41】:役に立ちそうか
（役にたたなそう－役に立ちそう）

【設問40】:おもしろかったか
（つまらなかった－おもしろかった）

B
B
S
に
つ
い
て

教
育
コ
ー
チ
に

つ
い
て

教
員
に
つ
い
て

学
習
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
つ

い
て

【設問28】:役割
（不明確－明確）

【設問35】:発言や質問に対する対応
（不親切－親切）

【設問34】:科目に関する知識レベル
（低い－高い）

【設問4】:全体のペースは
（遅い－早い）

【設問3】:全体の分量は
（少ない－多い）

【設問2】:科目の内容は理解できたか
（理解できない－理解できた）

【設問1】:全体としてよく考えられていたか
（考えられていない－考えられていた）

【設問14】:難易度
（易しい－難しい）

【設問13】:分量
（少ない－多い）

【設問12】:頻度
（少ない－多い）

【設問11】:スライドや板書の提示
（上手くない－上手い）

小
テ
ス
ト
に

つ
い
て

レ
ポ
ー
ト
に

つ
い
て

資
料
に
つ
い

て

【設問20】:分量
（少ない－多い）

【設問21】:内容
（参考にならない－参考になる）

【設問19】:フィードバックはあったか
（なかった－あった）

【設問18】:難易度
（易しい－難しい）

【設問17】:分量
（少ない－多い）

【設問16】:頻度
（少ない－多い）

【設問15】:フィードバックはあったか
（なかった－あった）

授
業
全
体
に

つ
い
て

動
画
に
つ
い

て

講
義
に
つ
い
て 【設問10】:教員の話し方

（上手くない－上手い）

【設問9】:週毎の分量
（少ない－多い）

【設問8】:内容
（易しい－難しい）

【設問7】:各章毎の講義の長さ
（長い－短い）

【設問6】:音声
（悪い－良い）

【設問5】:画質
（悪い－良い）
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教室収録とスタジオ収録の授業コンテンツの品質に違いがあるか確かめるためにさ

らに詳細にデータを分析した。2003年度に開講した科目数は36科目であったが、もっ

ぱらWeb教材で実施するもの、スタジオと教室収録が混在するものを除く25科目を分

析対象とした。ここでの分析対象とした項目は表12に示す4項目である。教室収録は8

科目（回答数延べ270件）、スタジオ収録は17科目（回答数延べ653件）、であった。

また表9では全体の傾向を知るために平均値（標準偏差）を代表値として用いたが、こ

こでは平均値が7段階のうち5から6点となっており分布が正規分布するという仮定を設

けることはできず、アンケートの尺度水準は順序尺度が適当であると判断したためにこ

の部分における分析はノンパラメトリック手法を用いた。

表12の中央値及び最頻値に注目すれば分析対象の4項目とも7段階の評定でおおむね

4から6の値であり、ポジティブな評価を受けていたといえる。また、科目内容の理解

という意味では、教室収録もスタジオ収録も最頻値が6であることを考えれば、科目内

容を理解するには十分な品質の授業コンテンツであったと言えよう。

教室収録とスタジオ収録のコンテンツの品質に差異があったか調べる為に、この2群

間でMann-WhitneyのU検定を実施したところ、画質に関してのみ5%水準で有意な差

が検出された。やはり、学生のいる教室内での撮影に関してはカメラの設置場所や照明

の制約があり、その為にスタジオに比べて画質の低下が生じてしまうのであろう。そ

の一方音声に関しては違いが現れないのは、教室収録、スタジオ収録双方とも同じワイ

ヤレスピンマイクを教員は胸につけて収録していることによるものであろう。
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表12.　授業評価アンケート分析結果

アンケートはカッコ内の始めが1で終わり7となる7段階での回答を求めた。表中のX(Y)
ZはそれぞれX=中央値、Y=四分位間の範囲、Z=最頻値であり、p値はMann-Whitney

のU検定によるものである。

 

 

 
 

表 2. 授業評価アンケート分析結果 
質問項目 教室 スタジオ p値 

科目の内容は理解できたか 
（理解できない-理解でき
た） 

5(2)/6 6(1)/6 0.1672 

画質（悪い-良い） 4(2)/4 5(2)/4 0.0309 

音声（悪い-良い） 5(2)/4 5(3)/4 0.8352 

全体の印象としておもしろ
かったか 
（つまらなかった-おもし
ろかった） 

6(2)/7 6(2)/7 0.9987 

 
 
アンケートはカッコ内の始めが 1で終わり 7となる 7段階で

の回答を求めた．表中の X(Y)Z はそれぞれ X=中央値，Y=四分
位間の範囲，Z=最頻値であり，p 値は Mann-Whitney の U 検
定によるものである． 

 
画質に関して言えば教室収録のものの方がスタジオ

収録のものに比べて若干劣るということがはっきりし
たが，その一方で科目内容の理解や授業全体の印象に
ついては教室収録とスタジオ収録のものの間に有意な
差を見いだすことができなかった．このことから当 e
スクールの授業コンテンツは特に教室収録のものにつ
いては改善の余地はあるものの学習する上での必要な
品質を備えていると言えよう． 
 
5. 配信システム／ラーニングマネージメントシステ

ム（LMS） 

5.1. ハードウエア 

授業コンテンツばかりでなく学生の学習活動の記録
も残される eスクールのシステムはハードウエア構成
は安定性，安全性を重視し基本的に機器は 2 重化し，
入り口はファイヤウォールで守るよう設計した（図
2）．また，384kbps のストリーミングコンテンツを
遅延なく配信できるようインターネットバックボーン
への接続帯域は 100Mbps としている（300 人同時ア
クセス試験を実施良好な結果を得ている）． 
アクセスが比較的多い授業開始後すぐの 2004 年 4

月中旬から 5 月中旬のアクセス記録をみるとピーク

のアクセス数は 1時間あたり 77件（2004年 4月 25
日 22:00～23:00）であり，そのときでも全く処理に
遅延が起こらなかった．また，ストリーミングの消費
帯域は 2004 年度の年間を通じてもピーク値は
10.78Mbps であり，仮に完成年度に学生数が 2 倍に
なっても十分対応できる帯域を持っていることが分か
る． 

 
 

図 2. システム構成図 

5.2 LMS 

e スクールで利用する LMS は早稲田大学独自のも
ので Ondemand Internet Class（OIC）と呼ばれて
いる．この OIC には一般的な LMSが備えている，授
業コンテンツ参照，資料配布，出席管理，レポート受
付，小テスト，電子掲示板（BBS），学習履歴管理，
アンケート等の機能を持っている．その概要を以下に
述べる． 
 

（1） オンデマンド授業システムトップページ 

ログイン後に表示される画面である．システム共通
のメニュー，お知らせ，履修科目の一覧等が表示され
る．（図 3）  

図 3. Oicトップページ 
 

　

179



画質に関して言えば教室収録のものの方がスタジオ収録のものに比べて若干劣ると

いうことがはっきりしたが、その一方で科目内容の理解や授業全体の印象については

教室収録とスタジオ収録のものの間に有意な差を見いだすことができなかった。この

ことから当eスクールの授業コンテンツは特に教室収録のものについては改善の余地は

あるものの学習する上での必要な品質を備えていると言えよう。
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（3）学習状況

i. 学習状況アンケート

2003年7月初旬に在学生に対し履修科目数及び学習時間に関するアンケートを実施

した。その結果を表13にまとめた。回答者数は当時の在籍者数164名に対し83名で

あった。履修科目数は9科目と回答した者が最も多く、続いて10科目、8科目と回答し

たものが多かった。学習する曜日については週末が若干多くなるが、それ以外は偏り

があまりない。学習時間帯も職業を持つ学生が多いことを反映してか22時～24時が

ピークになる。また、1日平均の学習時間では2～3時間が最も多く、続いて3～4時間と

回答した者が多い。平均学習時間は約4時間である。以上のことから、典型的なeス

クールの学生の学習スケジュールは土日を含めて毎日1～2科目、各科目2～3時間学習

しているということが分かる。
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表13. 学習状況アンケート結果

きめていない
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ii. コンテンツ配信サーバトラフィックの分析

eスクール開設2年目の2004年10月11日から10月24日の2週間のコンテンツ配信サー

バと受講者に向けたパケットの行き来を記録した（図31a~n）。主なパケットはサーバ

から受講者へ向けての動画像ストリーミングのパケットである。時折受講者からサーバ

に向けたトラフィックが発生しているが、これはレポート課題（ファイル）の提出に起

因するものである。平日の昼間と深夜にストリーミングパケットのピークが来ることに

より、受講者の中でも割合の高い有職者が昼休みと、帰宅後の深夜に学習していること

が伺える。また、早朝5時から6時の間には、システムのメンテナンスのためにアクセ

スが出来ない場合があることを受講生には周知してあり、この時間帯にはほとんどアク

セスが無かった。

秋学期は9月の最終週より始まるが、この時期は授業が開始され3週目と4週目にあた

り、学生も学習のリズムがある程度出来てくる時期である。2週間での総配信パケット

量は3.95Tbitであった。秋学期の延科目登録者数は2039名であったので1科目1受講者

あたりの受信パケット量は1.94Gbitである。授業コンテンツは毎週新しいものが配信

されるので、コンテンツごと1科目1受講者あたりの受信パケット量は970Mbitであ

る。コンテンツの配信レートは385kbpsであるので、コンテンツごと1科目1受講者あ

たり2,526秒、即ち約42分の動画の視聴がなされていた。
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図31a. 日別パケット量グラフ（2004年10月11日（月））

図31b. 日別パケット量グラフ（ 2004年10月12日（火））
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図31c. 日別パケット量グラフ（ 2004年10月13日（水））

図31d. 日別パケット量グラフ（ 2004年10月14日（木））
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図31e. 日別パケット量グラフ（ 2004年10月15日（金））

図31f. 日別パケット量グラフ（ 2004年10月16日（土））
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図31g. 日別パケット量グラフ（ 2004年10月17日（日））

図31h. 日別パケット量グラフ（ 2004年10月18日（月））
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図31i. 日別パケット量グラフ（ 2004年10月19日（火））

図31j. 日別パケット量グラフ（ 2004年10月20日（水））
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図31k. 日別パケット量グラフ（ 2004年10月21日（木））

図31l. 日別パケット量グラフ（2004年10月22日（金））
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図31m. 日別パケット量グラフ（ 2004年10月23日（土））

図31n. 日別パケット量グラフ（ 2004年10月24日（日））
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iii. LMSの記録から見た学習状況

eスクールで用いているLMS（Oic）には、学習履歴記録機能として個々の学生の授

業コンテンツ参照状況、レポート提出状況、小テスト得点、電子掲示板（BBS）への登

校状況が確認できるようになっている。2003年度から2006年度にわたり毎年開講され

てきた情報系の科目（情報数理学）の状況を見てみると、当該4年間の受講者数は78名

であった。各年度に配信したコンテンツの内容は若干の修正はあったものの15週分で

44回のコンテンツは一貫して、確認のための小テストについても内容は毎年各問題毎若

干異なるものとしたがそれぞれ14回実施した（第15週は14回の小テストの講評を行な

い小テストは実施しなかった）。Oicの記録によれば、コンテンツの視聴率は94.43%

（標準偏差17.79）で小テストの正答率は93.31%（標準偏差18.68）であった。

正答率が93.31%と大変高い値を示す。もちろん、小テストの問題が優しすぎたので

はという懸念もある。しかしながら、図32に実際に実施した小テストの例を示すが、

講義内容を正しく理解していない者にとってはたやすいものではないであろう。むし

ろ、受講生がまじめに授業に取り組んでいたことが見て取れるであろう。

コンテンツの視聴の記録は単にコンテンツの再生を開始すれば視聴しているとみな

されるものであるが、毎週の確認のための小テストの正答率と比較して考えれば、ほと

んどの受講者がまじめに講義に取り組んでいたことが確認できる。
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【問題】 
表は、あるコンピュータが受信した 25ビットのデータを 5×5の行列にしたものである。
データには偶パリティのパリティ符号が含まれており、a5 行の各ビットが各列のビットの
並びに対するパリティ符号を、b5 列の各ビットが各行のビットの並びに対するパリティ符
号を示している。 
受信したデータの中に 1 ビットの誤りがある場合、誤りのあるビット位置を表より求め
よ。 
 

 b1 b2 b3 b4 b5 
a1 0 0 1 0 1 
a2 1 0 1 0 1 
a3 1 1 0 1 1 
a4 0 1 0 0 1 
a5 0 1 0 1 0 

 

図32. 受講確認のための小テスト問題例
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iv. 履修状況

2003年度入学生のうち春学期、秋学期の両学期ともに科目登録をした者は150名で

あった。2003年度中に履修登録した単位数は延べ5514単位（学生1名当たり約36.8単

位）であった。一方同期間で取得した単位数は延べ4484科目（学生1名当たり約29.9

科目）であった。すなわち2003年度の登録単位数に対する取得単位数の割合は約81%

であった。また約55%に当たる82名が30単位以上の単位数を1年間で取得している。

2003年度の入学生のうち53名（入学者数比で約31%）のものが4年間で卒業し、6年間

での累積卒業率は7割以上に達するものと見込んでいる。また、2007年3月卒業者の内

20名が大学院（主として早稲田大学人間科学研究科）進学した。参考のために2003年

に通学課程に入学した者のデータをあげると、在籍者数745名、登録単位数は延べ

26481単位（学生1名当たり約35.5単位）であり、同期間に取得した単位数は延べ

21995単位（学生1名当たり約29.5単位）であり、学生1人当たりでみると通信制とほ

ぼ同じ値を示す。また旧課程ではあるが1999年度入学者数は646名でそのうち4年間で

卒業したものは512名（約79%）であった。

（5）学生の問題への対応状況

「学生の単位取得までの学習継続が困難である（田口・吉田）」に関しては登録単位数

に対する取得単位数の割合は約81%であったことからも、学習継続は困難であるとは

いえない。また「履修及び利用を希望する学生が少ない（田口・吉田）」についてはそも
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そもeスクールはインターネットを介したeラーニングによる教育課程なので該当しな

い。

「学生支援（遠隔地への）（齋藤）」に関しては、海外からの受講者にも対応した細

やかな支援を実施しており、実際に海外からの受講で卒業するものも毎年数名存在す

る。また、「学生支援（精神的距離を補うための学習動機等）（齋藤）」、「関係者間

の相互作用（齋藤）」については1クラス30名定員のホームルームを設置し担任教員と担

当教育コーチのもと学習コミュニティーの養成に努めている。そして「教育提供への適

応（齋藤）」については、PCやネットワーク利用の初心者に対してガイドブックを入学

者全員に配布するとともに、24時間対応のオンラインヘルプデスクを設置してすると

ともに、9:00～17:00に関しては電話での対応も実施している。
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3.4 考察

3.4.1『キャンパス』モデルによるeラーニング

従来型のeラーニングと言えば、インストラクショナルデザインに基づく完成度が高

い自習教材（コンテンツ）を主体とし、教師が教えるというよりも学習者が学ぶという

ことに力点を置いたものであった。これは、「教科書」を机の上で開いて学習する、

『デスクトップ』でのeラーニングモデルと言えよう。この『デスクトップ』eラーニ

ングモデルの特徴は、

　

（1）完成度の高い教材（コンテンツ）

（2）学習時間の自由度が高い（マイペースで学習できる）

（3）教員とのコミュニケーションは補助的（主として質問用）

である。

一方学校現場をモデルとしたeラーニングはメタファーとして、

　

（1）黒板／教壇（動画コンテンツ）

（2）教室（BBS等による教員／学生、学生／学生間のコミュニケーション）

（3）職員室（Learning Management System）
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から構成される。これを『キャンパスモデル』eラーニングと呼ぶことにする。その特

徴は、

　

（1）教材は教員と学生とのコミュニケーションがあることを前提として作成（コンテ

ンツとして独立的ではない）

（2）学習時間の自由度は低い（学期に縛られ、1週間単位での学習を強いる等）

（3）教員とのコミュニケーションは必須

　

である。『デスクトップ』モデルは企業内研修等、特定のスキルの獲得に際しては、学

習者のペースで学習を進めることができるので大変有効である。その一方、大学の教ク

ラスごと育課程の場合は4年間で卒業をするためには、1学期でおよそ8科目（16単位）

を履修しなければならず、計画的に履修していかねばならない。一般的な学習者が多く

の科目を系統立てて履修していかねばならない場合は、彼らが初等中等教育で慣れ親し

んだ、既に長い歴史のある学校教育をモデルとした『キャンパス』モデルによるeラー

ニングの方が、学習ペースをつかみ易く、教育効果が上がると考えられる。また、この

モデルでは科目ごとに週単位で学習者に何らかの課題が出されるので、毎週の締め切り

ごとに課題をこなすことで自然とペースメイクができるであろう。また、通学制とほぼ

同じカリキュラムを実施し多数の科目を配当するeスクールでは、通学制と通信制の授

業内容を同じにできる、この『キャンパス』モデルの方が都合が良い。
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単位取得率81%、4年間での卒業率31%という数字はこの『キャンパス』モデルによ

るeラーニングが学生の学習スタイルにマッチしたことを示しているのではないかと考

える。

また、運営者および教員側の視点からも、このキャンパスモデルは、授業コンテン

ツ制作の負担軽減、様々な資源の共有化による効率化が図られ好ましい効果が現れてい

る。例えば、学会出張などでやむを得ず通学制の講義ができない時でも、予めスタジ

オで収録したeスクール用の授業コンテンツを通学制に視聴させることによって、休講

することなしに授業を進めることができる。あるいは、LMSを通学制でも活用するこ

とによって、レポートの受付や成績管理の効率化が図られている。

このキャンパスモデルeラーニングは既に存在する高等教育課程に齋藤（2008）の付

加基準に言及されている「情報共有」、「学科や科目のDE/eLに対する適切さ」、「適

切な教育提供の方法」、「教授学習過程の可視化」、「適切な教育提供の方法（学習

センター等の適切な施設設備）」、「学生の識別と教職員の識別」、「学生の多さに対

する教員への支援。チューターの支援」、「資源の利用可能性（書籍、メディア

等）」、「学生の受信設備の利用可能性」、「学生支援（遠隔地への）」、「学生支

援（精神的距離を補うための学習動機等）」、「関係者間の相互作用」、「教育提供

への適応」を担保する機能を付け加えることにより実現されるものである。3.3節で確

認したとおり、eスクールでは、この付加基準を満たすことができており、設立から10

年経過した現在では卒業生約700名、在校生約750名という持続可能な課程として存続

している。
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3.4.2 設置認可留意事項への対応

eスクールは2002年に文部科学省の設置認可を受けたが、当時以下5点の留意事項が

申し渡された。これは、eスクール特有の課題であり、具体的に解決されるべき課題で

あった。

（1）メディアによる通信教育を前提としているので、特に学生の学習教材に関する

配慮をすること。

（2）教材の準備が相当遅れているので、早急に整備すること。

（3）インストラクターに対する教育または研修を明確にするとともに、その充実方

策

（4）通信教育課程においては、設置の趣旨が活かされるよう、情報メディアを十分

活用するとともに、学生に対する適切な履修指導を行う等により、十分な教育効

果が得られるように努めること。

（5）教育研究水準を確保し、その質を高めるため、学外者による客観的な評

　価の実施、及びその結果の学生、社会への公表に努めること。

（1）に関しては「3.2.5 授業コンテンツ」で述べたように、対面での授業とほぼ同

じ品質のコンテンツ（学習教材）を提供できていると考えている。また、その学生側か

らの評価は「3.3.1 授業評価アンケート」にあるように概ね良好であった。
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（2）に関しては、2003年4月の開始までにある程度のコンテンツを揃えて置く必要

があるということでの留意事項だったと認識しているが、コンテンツは開講の年次進行

にあわせて計画的に制作され、2002年度中に2003年度開講科目全てのコンテンツは作

成はすんでおり、2004年度開講予定の科目の半数も収録が完了していた。その後も問

題なくコンテンツの制作は進んだ。これは、eスクールの科目が通学制の科目の部分集

合であり、基本的には通学制授業の録画記録が授業コンテンツの中心であることから

実現できた。

（3）に関しては「3.2.2 組織体制」にあるように、 教育コーチ（申請時はインスト

ラクターと記載されていた）に就任する者は、「eスクールの全体像」、「カリキュラ

ム」、「インターネット上でのコーチング」、「LMS活用法」等に関して1日集合して

研修を受け、その後2週間実際のシステム上にある研修用授業コンテンツを利用して、

実際の授業運営に近いかたちでのオンライン研修を受けている。また、この研修の他

に年1回在籍教育コーチ全員を対象とした講習会（5時間程度）を集合形式（欠席者に

対してはオンデマンド型式）で実施している。

（4）に関しては、専任教員による担任制のホームルーム（定員30名）を設置しする

とともに、ホームルーム担当の教育コーチをホームルームごとに配置し、様々な学生

支援の窓口としている。そのなかで履修指導を実施しているともに、半期ごとの科目登

録の際にオンデマンド型式でガイダンスを実施している。
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（5）に関しては、 早稲田大学でもeスクールの完成年度である2006年に財団法人大

学基準協会による相互評価ならびに認証評価を受け大学基準に適合していると認定され

たその結果がインターネット上に公開されている（大学基準協会 2006）。

以上は、eスクールの設置に際して、文部科学省からの具体的な懸念（課題）の指摘

とそれへの対応を記すことにより具体的な課題への対応を例示したものである。その後

履行状況報告が受理され、無事に2006年度に完成年度を迎えることができた。これ

は、eスクールが高等教育課程として役目を果たしているとの文部科学省からお墨付き

を頂いたものと理解している。より、大きな解決すべき課題として、特に通信教育課程

においてのドロップアウト率の高さ、そして、教員負担の軽減についていかに触れる。

放送大学の科目ごとの平均単位取得率（合格者数／登録者数）は女性で46.3%、男

性で40.5%である（放送大学 2004）。実に科目登録者の半数以上が単位を取得出来て

いない。遠隔教育において、学習の継続を難しくする（ドロップアウト率が高くなる）

要因を大きく「通学制と比べて学習のリズムを作るのが難しい」、「モチベーションを

維持することが難しい」と捉え、それらを低減するために、通学制同様の1週間単位の

授業とそこでの学習の取り組みを積み上げ式評価する仕組みを取り入れ学習のリズムを

付けることを促すとともに、1クラス30名の少人数クラス及び教育コーチによるきめ細

かいサポートやホームルーム制を導入して孤独感の払拭を図りモチベーションの維持に

努めてきた。その結果が単位取得率81%に現れている。もちろん、評価基準を下げれば

単位取得率は上昇するであろうが、eスクールでは通学制と同等の科目内容、学習評価
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基準で単位を認定していることを考えれば、決して易しすぎる評価基準でないことは確

かである。

eラーニングの実践におけるもう一つの大きな課題は、授業に携わる教員の負担増で

ある。この課題に取り組むために、通学制と同等なカリキュラムを用い、通学制での授

業風景を収録することによる授業コンテンツを制作することを可能とした。また、コン

テンツは教育効果を考えると共に、新たに特別な資料を作成しなくとも済むように高精

細な1画面表示方式を選択した。また、教育コーチによるチームティーチング制を導入

することにより、教員の授業運営の負担が大幅に軽減されている。

簡単にまとめると、ドロップアウト率及び教員負担の低減に関して、通学制に同期

させたカリキュラム・授業設計と教育コーチ制度の導入が大いに寄与していたといえ

る。
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3.4.3 単位制度の実質化

コンテンツ配信サーバのトラフィックの分析から、1受講生は1科目あたり毎週約42

分間講義コンテンツを視聴している実態が明らかになった。講義コンテンツは基本的に

通学制の教室での90分の授業を収録し、不要部分（通学制との質疑応答場面等）を編

集して作成される。このようにして作成されるコンテンツの長さはおよそ1時間であ

る。この1時間の講義風景に、資料、小テスト、BBSを加え通学制の2時間分（1時限

分：実質90分）の講義に相当する内容を構成している。1時間の講義コンテンツに対し

実際の受講時間は42分であったことは以下のように解釈可能であると考える。「3.3.3 

履修状況」で述べたが、登録単位数に対する取得単位数の割合が81％であった。単位

を取得できなかった者の多くが受講自体をしてなかったと仮定すると、1人当たりの受

講時間が1時間を下回るのはうなずける話である。また、受講者の多くが就職社会人で

あることを考慮し、多くの科目では受講期間を延長（2週間～1ヶ月）していたり、

バックナンバーでの受講でも出席と見なす措置を取っていたりしたために、10月中旬

という学期の前半においては講義コンテンツの視聴率が下がる傾向にあったことも影響

していると考えられる。

学習状況アンケート（表9）によれば1人の学生は1科目あたり毎週平均4時間の学習

をしていると回答している。つまり、多くの学生は講義コンテンツを試聴する他に3時

間程度の学習をしていることになる。すなわち履修科目数を9科目として週あたり27時

間の学習をしていることになる。Benesse教育研究開発センター（2009）は、2008年

に全国の大学生に対し実施したアンケート調査の結果を報告している。調査対象は18
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～24歳の大学１～４年生（ただし留学生、社会人経験者を除く）であり、有効回答数

は4,070名（うち男子 2,439名、女子 1,631名）であった。その中で大学生の大学以外

での時間の過ごし方の内、「授業の予復習や課題をやる」時間は週あたり平均134.4分

である報告している。この結果はeスクールの学生の学習時間に比して著しく少ない。

大学設置基準が求める1単位45時間の学修に対し、eスクールでは科目（2単位）あ

たり毎週4時間の学修として、60時間となっており、1単位あたり30時間である。一方 

Benesse教育研究開発センター（2009）では仮に週あたり8科目の履修、大学の講義を

90分として、１単位あたり約13時間しか学修していないことになる。一般の大学生

が、教室での授業時間以外はほとんど学修をせずに単位基準を大幅に満たしていない現

状に対し、eスクールでは十分とは言えないまでもある程度の単位制度の実質化が図ら

れていると言える。
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3.5 まとめ

OECD教育研究革新センター（2006）、 田口・吉田（2005）を基に、eラーニング

取り巻く課題を整理し、それらの課題にeスクールはどの様に対応しているかを述べる

とともに、 齋藤（2008） の従来の対面授業を想定した質保証の基準との差分によ

る、付加的基準をチェックリストとしてeスクールの評価を試みた。OECD教育研究革

新センター（2006）が言及する「グッドプラクティスやプロトコルの欠如」3項目、

「職員の課題」5項目、「資金／資源の不足」2項目のeラーニング発展の障害に対して

は、eスクールでは既に開設されている通学制をモデルとし、教員組織とカリキュラム

を通学制と共有し、また、eラーニングに関係の深い、教育工学やコンピュータ・サイ

エンスを専門とする教員を多数有する人間情報科学科が基盤の整備に積極的に関与す

ることによって、十分対応できている。また、田口・吉田（2005）の調査によるeラー

ニング授業実施の課題に対しても、十分対応できていると考える。そして、齋藤

（2008）の付加的基準に照らし合せてみてもeスクールは高等教育機関足り得ていると

考えられる。

日本では、80年代に大学教育の改善方策として、アメリカのアクレディテーション

が「再発見」され、臨時教育審議会答申と大学審議会審議会答申によって、「大学評

価」と翻訳され、制度化が行われた。その帰着点は政府の認証を受けた機関による第

三者評価制度（認証評価）の創設であり、2004年4月1日から施行され始めた（羽田 

2009）。早稲田大学でもeスクールの完成年度である2006年に財団法人大学基準協会
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による相互評価ならびに認証評価を受け大学基準に適合していると認定された（大学基

準協会 2006）。eスクール独自の部分の評価に関してはこの相互評価ならびに認証評

価報告書の「2 教育内容・方法 （5）通信制大学・通信制大学院 人間科学部（通信教

育課程）」に以下の記述がある。「社会人を対象とした生涯学習を指向し、学際的視

点からの人間理解と“well being” を実践する能力の育成に主眼が置かれている。

約340科目の配当は十分に評価に値する。また、ブロードバンドインターネットを利

用した動画による授業が行われている。これは時間的制約を最小化でき、社会人の多様

なライフスタイルに対応しうる学習を可能にするものである。

また、専用スタジオも設けられ、通信教育用のコンテンツが集積されている。今後

も光ファイバー通信の整備等によってさらに充実した教育の提供が可能になることが期

待される。」このようにeスクールは様々な課題を乗り越え、大学の教育課程として十

分に機能していると認定されている。

上述した、課題の克服に関しては、eスクールが3.4.1で述べた『キャンパス』モデル

によるeラーニングを採用したことが、大きく寄与していると考える。すなわち、

『キャンパス』モデルを採用することにより、既に存在する早稲田大学人間科学部（通

学過程）のカリキュラムをほぼそのままの形でeスクールに移植することが可能にな

り、また、コンテンツ制作に関して大幅な負担軽減を図ることができたからである。授

業運営に関しては教育コーチ制度を導入することにより、少人数クラス制によるきめ細

かい学生指導が行われるとともに、教員の負担が大きく軽減されることとなった。ま

た、このような学習環境の中で、学生は「3.4.3 単位制度の実質化」で触れたように、

205



のような学習環境の中で、学生は「3.4.3 単位制度の実質化」で触れたように、一般的

な大学生より多くの学習に取り組んでいることが明らかになった。

そして、eスクール開設から10年が経過した現在（2013年）、累積卒業者数は700名

を超え、約150名の新入生が毎年定常的に入学し、在学生は約750名で安定的に推移し

ている。また、大学院への進学者も毎年20名前後おり、早稲田大学大学院人間科学研

究科への学生の重要な供給源としても機能している。3.2節でまとめたeラーニングにお

ける課題を3.3節で述べた実践で解決し、eスクールは現在、継続可能な教育課程として

存在している。
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第4章 総括

第1章では 本論文の構成の他、概要、研究の背景及び研究の目的について述べた。 

続く第2章では日米の大学間で1992年度から2001年度までのインターネットを利用し

た国際共同カリキュラムの実践について報告するとともに、英語語学力を指標として評

価を行ったほか、高等教育にインターネットが何をもたらしたかについて考察した。第

2章で報告した国際共同カリキュラムの実践で得られた知見をまとめると以下の4点と

なる。

（1）国際共同カリキュラムにおいて、受講者の対人認知と英語学力の増進の間には有

意な相関を見いだすことができ、アメリカ人の通信相手をより活動的に見る日本人学生

は、より英語学力が増進することが明らかになった。

（2） 国際共同カリキュラムにおいて、日本人の学生が、TOEFLの得点が有意に約20

点上昇したケースは1人当たりのメッセージ受信数がおよそ300通を超えたNewsシステ

ムを活用したケースであり1人当たりのメッセージ受信数が少ない電子メールを活用し

たケースなどではTOEFLの得点上昇が観察されなかった。
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（3）国際共同カリキュラムの日本側の受講者は、2ヶ月間で英語を利用してのコミュ

ニケーション及びインターネットを利用したコミュニケーションに関して自信をつけた

ことが明らかになった。

（4） 国際共同カリキュラムにおいて、日米のコミュニケーションの初期・中期段階で

は、日本人学生はアメリカ人とは異なる語彙パターンを示していたのに対し、後期にな

るとアメリカ人の初期の語彙パターンに近いパターンに変化してゆくが、高度な議論に

おけるアメリカ人の語彙パターンにまでは、2ヶ月間では近づけなかったことが明らか

になった。

また、インターネットは機能的学習環境として国際共同カリキュラムを成り立たせて

いることを論じた。すなわち学習者が国際共同カリキュラムの中に身を置くこと自体

が、科目の内容学習だけではなく、英語によるコミュニケーション能力ばかりでなく

情報機器を操作する能力などを含む様々なコンピテンスを育成していると論じた。

ところで、第2章では明示していないが、筆者はいわゆる教師として国際共同カリ

キュラムに関わった訳ではない、教師は日米それぞれの専門の教員が担当し日米それぞ

れのスケジュールでいわゆる講義が行われていた。筆者は担当教員と授業設計・カリ

キュラム設計を綿密に行ったほかは、国際共同カリキュラムに埋め込まれた、インター

ネットを利用した意見交換、情報交換の場で学生を以下の3点で支援しただけであっ

た。

208



（1）相手国側の進捗状況の伝達

（2）コンピュータハードウェア／ソフトウェアの操作支援

（3）スケジュール管理

ブロードバンド時代になって、高画質の動画像が容易に配信できるようになった

時、筆者はそれまで実践して来た国際共同カリキュラムの講義部分が、オンデマンドコ

ンテンツ化されたらどのようになるか想像した。そこでは、講義内容は世界中どこにい

てもクリック一つで受講可能になるはずである。しかしながら、支援者である筆者の

存在がなければ、授業は成り立たなかったのではないかと思い至ったのである。そこ

で、筆者はeスクールの設計に際し教育コーチ職を導入することとしたのであった。ま

た、eラーニングは一度に大量の学生を教えることができるとマスプロ的にとらえられ

るきらいがあるが、eスクールにおいて1クラスの定員を30名と限ったのも一人の教育

コーチが十分目配りが出来るようにとの配慮からである。

第3章では、eラーニングを取り巻く課題の克服に焦点を定め、我が国初のインター

ネットによる学修だけで学士学位取得可能な早稲田大学人間科学部通信教育課程（eス

クール）の概要と、完成年度までの歩みの中でそれらの課題にどの様に対処してきたか

を述べた。アンケート結果に見られる学生の満足度は高い。また、学生の単位履修状況

や学習状況のも良好である。特にeラーニングや遠隔教育で問題となっていた高いド

ロップアウト率及び教員負担に関して、eスクールでは通学制に同期させたカリキュラ

ム・授業設計と教育コーチ制度の導入したことにより軽減が図られている。
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田口、吉田（2005）では、「メディア教育開発センターが1999年度より毎年実施し

ている「全国高等教育機関におけるマルチメディア（IT）利用実態調査」のうち、

2003年度にインターネットを利用した授業の配信を「行っている」または「行うこと

を計画している」と回答のあった部局（293大学506部局）を対象にアンケート調査

（回収率56.7％）を行った。その結果、我が国におけるeラーニングは、多くが対面授

業との組み合わせの中で小規模に、自大学内学生のみを対象として実施されており、遠

隔教育、すなわち教育の機会拡大を目的としたeラーニングは、ごく一部の大学によっ

てのみ実施されていることが明らかになった。」としている。2001年3月の法改正後、

2003年4月に我が国初のインターネットの学修のみで学士学位が取得可能な通信教育課

程として、早稲田大学人間科学部通信教育課程（eスクール）が誕生した。

2006年度に完成年度を迎え、総科目数341科目、在籍学生総数は567名となったeス

クールは、2007年3月に初めて53名（入学者数比で約31%）の卒業生を出し、そのう

ち20名が大学院（主として早稲田大学人間科学研究科）進学した。2010年3月の時点

で見込まれる初年度入学者169名のうちの累積卒業者数は96名（累積卒業率：56.8%）

である。

放送大学の自己点検・評価報告（放送大学 2004）は、「全科履修生は必ずしも4年

で卒業するわけではなく、むしろそれは稀なケースである。そこで、累積卒業率が重要

視される。平成14年3月までに、平成10年度入学者の7%、平成9年度入学者の12.2%、

平成8年度入学者の17.2%、そして平成7年度入学者の26.1%が卒業している。放送大学

の累積卒業率は、毎年概ね20～30%で推移している」と報告している。このことから
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放送大学と比較すれば、eスクールの累積卒業率の56.8%は極めて高い数値であるとい

える。その要因としては、

（1）『キャンパスモデル』によるeラーニングが学生の受講スタイルにマッチしている

こと

（2）入学者は3,000字の志望動機書、1,000字の学習計画書、そして面接をもとに、強

い学習意欲をもちかつ計画性の高い学生を集めることができていること

（3）クラス定員を30名と定め、30名にメンター（教育コーチ）を1名配置し、手厚い

学習サポートを実行していること

（4）ホームルーム（定員30名、教育コーチ1名、担任教員1名）を30名ごとに設置し

担任制をとり学生生活の支援を行っていること

（5）通学制の授業風景を高解像度で配信することにより、授業コンテンツ制作の手間

を軽減し、341科目を提供することができていること 

の以上5点があげられる。
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2003年度に実施した初年度開講37科目に対する授業評価アンケート（有効回答数

1,230件）の結果は質問項目「授業全体について：全体としてよく考えられていたか」

に対し「1: 強く否定」から「7: 強く肯定」の7段階の評定で平均5.7（標準偏差1.1）

であり、質問項目「全体の印象として：役に立ちそうか」に対し同じ7段階の評定で

5.7（標準偏差1.2）であった。また質問項目「全体の印象として：満足したか」に対し

同じ7段階の評定で5.1（標準偏差1.4）であった。

学期末の2003年7月下旬（春学期）及び2004年1月下旬（秋学期）に実施した授業

評価アンケート（有効回答数それぞれ661件、569件）を集計した結果、「授業全体に

ついて：全体としてよく考えられていたか」が春学期5.6、秋学期5.8、「全体の印象と

して：役に立ちそうか」も春学期5.6、秋学期5.8といずれも7段階で良好な回答を得ら

れた。また、履修状況を見ると2003年度の登録単位数に対する取得単位数の割合は約

81%であった（2003年度総登録単位数5514単位）。また約55%に当たる82名が30単

位以上の単位数を1年間で取得している。そして2003年度の入学生のうち53名（入学者

数比で約31%）が4年間で卒業し、そのうち20名が大学院（主として早稲田大学人間科

学研究科）進学した。学生の多くは職業を持つ社会人で働きながら学修を継続してい

る。

また、単位制度の実質化の観点から見たとき、eスクールの学生の1単位あたりの学

修時間（講義時間を含めた）が30時間と大学設置基準で求められている時間数には足

りないものの、一般の大学生の1単位あたりの学修時間（講義時間を含めた）が約13時

間であることを考えれば、より単位制度の実質化が図られていると言える。
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また、このeスクールを含めて早稲田大学は財団法人大学基準協会による2006年度

相互評価ならびに認証評価の結果、大学基準に適合していると認定されている。そし

て、 OECD教育研究革新センター（2006）が取りまとめたeラーニング発展の障害へ

の対応状況、および田口・吉田（2005）の調査によるeラーニング授業実施の課題への

対応状況を考察しeスクールではこれらのeラーニングを取り巻く課題を克服していると

結論づけた。また高等教育の質保証の観点から、齋藤（2008）のeラーニングの付加的

基準に照らし合わせて、取り組み内容を整理した。

今後の課題としては、更に進化するインターネット環境に対応すべくeスクールを

アップトゥデイトすることであると考える。短期的には講義画像の高精細化が挙げられ

る。西堀ほか（2006）はハイビジョンテレビ会議システムをつかって日本、韓国、中

国の間で異文化交流に関する同時双方向遠隔授業を行った。参加者のアンケート回答に

よれば三ヶ国共に、文化の理解、生の声や相手の考え、交流とコミュニケーションの

直接さ、対年授業のインパクトや反応の面白さを挙げるものが多く見られ。このような

対面コミュニケーションに極めて近い遠隔授業は今後の異文化コミュニケーション授

業に新しい展開をもたらすものと結論づけている。技術的な見地からは更にブロードバ

ンド化が進む現在においてこのような高解像度に対応する授業配信を視野に入れる必要

がある。すでに小野、太田（2008）はハイビジョンの4倍の解像度を持つ4K動画

（4096x2160(24p)）による日米間の講義中継による実証実験に成功している。
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実際のところ、eスクールでは2011年秋より、授業コンテンツの配信画質を640 x 

480 pixel, 15 fps, 1Mbps程度に高めている。このことにより、eスクールの授業がよ

り通学制のものに近づくことを期待している。

2007年春に20名の大学院進学者を出したeスクールは、その後も早稲田大学人間科

学研究科の安定した学生供給源になっている。また、eスクールの卒業生で博士課程に

進学するものも多く、現在では教育コーチとして後進を指導しているものも多い。eス

クール -> 大学院修士課程 -> 教育コーチという道筋が出来上がりつつあり、eスクール

の経験者が、経験者ならではのノウハウを持ってeスクールの運営にかかわり、eスクー

ルの教育力をより高めている。
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